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(57)【要約】
検知、診断、および治療能力の向上のための、能動デバ
イスのアレイを含む伸張性または可撓性の回路要素を集
積したシステム、デバイス、および方法が提示される。
本発明は、管腔の内壁、神経束、心臓の表面などの対象
組織との共形接触を可能にする。こうした直接的な共形
接触は、測定および治療の提供の精度を高める。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置であって、
　基板と、
　前記基板上に配設される回路要素であって、前記回路要素は
　　記録電極のアレイであって、記録電極のアレイの少なくとも一部分が複数の神経源に
電気接続するときに、前記複数の神経源から信号を受信する記録電極のアレイ、および、
　　刺激電極のアレイ
を備える回路要素と、
　前記電極のアレイと電子通信状態にある処理設備であって、複数の神経源からの前記信
号を前記記録電極から受信し、前記刺激電極のアレイによってもたらされる刺激信号のパ
ターンを確定するように構成される処理設備とを備える装置。
【請求項２】
　前記電気接続は物理的接触を含む請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記神経源からの前記信号を照合し、前記刺激電極に、対応する信号を第２の複数の神
経に送らせるように構成されたマルチプレクサをさらに備える請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　操作者が前記刺激信号のパターンを調整することを可能にするユーザインタフェースを
さらに備える請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記基板は膨張性本体である請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記膨張性本体は円板である請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記刺激信号のパターンは動的に設定変更可能である請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記処理設備は、前記神経源の導電率に関連するデータを生成するようにさらに構成さ
れる請求項１に記載の装置。
【請求項９】
　前記処理設備は、出力設備と電子通信状態にあり、前記出力設備に、前記神経源の導電
率に関連する前記データに基づくマップを生成させる請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記回路要素は、ポリマーの薄層で被覆される請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記回路要素は、３００％まで伸張可能である請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記電極は、相互に分離して配置される請求項１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記回路要素は、伸張性の電気相互接続を備える請求項１に記載の装置。
【請求項１４】
　前記伸張性の相互接続は、前記電極を電気接続する請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記回路要素は温度センサを備える請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記回路要素は接触センサを備える請求項１に記載の装置。
【請求項１７】
　前記回路要素は圧力センサを備える請求項１に記載の装置。
【請求項１８】
　前記基板は、前記基板の表面に連通するリザーバを備える請求項１に記載の装置。
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【請求項１９】
　前記回路要素は、前記リザーバ内に収容された薬物を放出するように動作可能な弁を開
放するように構成される請求項１８に記載の装置。
【請求項２０】
　前記回路要素は、制御された方式で前記弁に前記薬物を放出させる請求項１９に記載の
装置。
【請求項２１】
　装置であって、
　膨張性の基板と、
　能動デバイスのアレイを備える前記基板上に配設された回路要素であって、前記回路要
素は前記基板の膨張時に機能性を維持するように構成されており、前記アレイは、組織に
関連するパラメータを示すデータを検出する検知デバイスを備える回路要素と、
　前記回路要素と電子通信状態にある処理設備であって、前記組織に関連するパラメータ
を示す前記データを受信する処理設備と、
　前記処理設備と電子通信状態にある出力設備とを備え、前記処理設備は、前記組織に関
連する出力データを生成し、前記出力設備に前記出力データを生成させるように構成され
る装置。
【請求項２２】
　前記基板は伸張性である請求項２１に記載の装置。
【請求項２３】
　前記回路要素は、前記組織と共形接触状態にある請求項２１に記載の装置。
【請求項２４】
　前記回路要素は、ポリマーの薄層で被覆される請求項２１に記載の装置。
【請求項２５】
　前記回路要素は、３００％まで伸張可能である請求項２１に記載の装置。
【請求項２６】
　前記能動デバイスは、相互に分離して配置される請求項２１に記載の装置。
【請求項２７】
　前記回路要素は、伸張性の電気相互接続を備える請求項２１に記載の装置。
【請求項２８】
　前記伸張性の相互接続は、前記デバイスを電気接続する請求項２７に記載の装置。
【請求項２９】
　前記検知デバイスは温度センサを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３０】
　前記検知デバイスは接触センサを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３１】
　前記検知デバイスは圧力センサを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３２】
　前記検知デバイスは、超音波エミッタおよび受信機を備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３３】
　前記処理設備は、前記検知デバイスによって生成されるデータを受信し、前記組織の画
像を生成する請求項３２に記載の装置。
【請求項３４】
　前記検知デバイスは、能動マトリックスとして構成される請求項２１に記載の装置。
【請求項３５】
　前記回路要素は、センサを前記能動マトリックスにおいて動作させるための増幅器およ
びロジック回路の少なくとも一方を備える請求項３４に記載の装置。
【請求項３６】
　マルチプレクサをさらに備える請求項２１に記載の装置。
【請求項３７】
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　前記基板は、カテーテルのガイドワイヤに結合したバルーンであり、前記マルチプレク
サは、前記ガイドワイヤの基部に配置される請求項３６に記載の装置。
【請求項３８】
　前記処理設備は、前記回路要素内にある請求項２１に記載の装置。
【請求項３９】
　前記処理設備は、前記回路要素から離れている請求項２１に記載の装置。
【請求項４０】
　前記組織に関連する前記出力データはマップである請求項２１に記載の装置。
【請求項４１】
　前記マップは、前記組織の電気活性のマップを含む請求項４０に記載の装置。
【請求項４２】
　前記出力データは、動脈プラーク内に存在する温度不均一性に関連するデータを含む請
求項２１に記載の装置。
【請求項４３】
　前記出力データは、プラークタイプの指示を含む請求項２１に記載の装置。
【請求項４４】
　前記回路要素は、治療設備を備える請求項２１に記載の装置。
【請求項４５】
　前記治療設備は、前記組織を切除するように構成される請求項４４に記載の装置。
【請求項４６】
　前記回路要素は、発光電子部品を備える請求項２１に記載の装置。
【請求項４７】
　前記回路要素は、前記処理設備と通信状態にある光検出器のアレイを備える請求項２１
に記載の装置。
【請求項４８】
　前記処理設備は、前記組織の画像を生成し、前記出力設備に画像を出力させるように構
成される請求項４７に記載の装置。
【請求項４９】
　前記画像は高分解能である請求項４８に記載の装置。
【請求項５０】
　前記回路要素は、ガイドワイヤを有するカテーテルによって送出され、前記ガイドワイ
ヤは、前記光検出器に光を提供する光源を備える請求項４７に記載の装置。
【請求項５１】
　前記光源は光ファイバである請求項５０に記載の装置。
【請求項５２】
　前記組織は肺静脈である請求項２１に記載の装置。
【請求項５３】
　前記組織は心臓の隔壁である請求項２１に記載の装置。
【請求項５４】
　前記組織は心臓の動脈表面である請求項２１に記載の装置。
【請求項５５】
　前記組織は心臓の心室表面である請求項２１に記載の装置。
【請求項５６】
　前記基板は、前記基板の表面に連通するリザーバを備える請求項２１に記載の装置。
【請求項５７】
　前記回路要素は、前記リザーバ内に収容された薬物を放出するために前記基板上の弁を
開放するように構成される請求項５６に記載の装置。
【請求項５８】
　前記回路要素は、制御された方式で前記弁に前記薬物を放出させる請求項５７に記載の
装置。
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【請求項５９】
　個人の身体内の管腔に関連するパラメータを検出する方法であって、
　ａ．膨張していないバルーンカテーテルを前記管腔内に挿入する工程であって、前記バ
ルーンカテーテルは、伸張性の回路要素が取付けられている伸張性バルーンを有し、前記
伸張性の回路要素は検知デバイスを備える工程、
　ｂ．前記管腔内の対象領域内に前記検知デバイスを移動させる工程、および、
　ｃ．前記バルーンを膨張させ、前記検知デバイスを前記管腔内で前記対象領域の表面と
共形接触状態にする工程を含む方法。
【請求項６０】
　前記回路要素は、膨張時に３００％まで伸張可能である請求項５９に記載の方法。
【請求項６１】
　前記検知デバイスは、相互に分離して配置される請求項５９に記載の方法。
【請求項６２】
　前記回路要素は、伸張性の電気相互接続を備える請求項５９に記載の方法。
【請求項６３】
　前記伸張性の相互接続は、前記デバイスを電気接続する請求項６２に記載の方法。
【請求項６４】
　前記検知デバイスは温度センサを備える請求項５９に記載の方法。
【請求項６５】
　前記検知デバイスは接触センサを備える請求項５９に記載の方法。
【請求項６６】
　前記検知デバイスは圧力センサを備える請求項５９に記載の方法。
【請求項６７】
　前記検知デバイスは、超音波エミッタおよび受信機を備える請求項５９に記載の方法。
【請求項６８】
　前記検知デバイスを利用することにより、前記検知デバイスが前記対象領域と共形接触
状態にあるとき、前記対象領域のパラメータを示すデータを生成する工程をさらに含む請
求項５９に記載の方法。
【請求項６９】
　前記生成されたデータを利用して前記対象領域の画像を生成する工程を含む請求項６８
に記載の方法。
【請求項７０】
　前記生成されたデータを利用して前記対象領域のマップを生成する工程を含む請求項６
８に記載の方法。
【請求項７１】
　前記マップは、前記対象領域の電気活性を示すデータを含む請求項７０に記載の方法。
【請求項７２】
　前記対象領域は動脈プラークを含み、前記パラメータを利用して動脈プラーク内に存在
する温度不均一性に関連するデータを生成する工程をさらに含む請求項５９に記載の方法
。
【請求項７３】
　前記対象領域は動脈プラークを含み、前記パラメータを利用してプラークタイプを示す
データを生成する工程をさらに含む請求項５９に記載の方法。
【請求項７４】
　前記対象領域を示すデータに基づいて、前記対象領域に治療を提供する工程をさらに含
む請求項５９に記載の方法。
【請求項７５】
　治療を提供する工程は、前記対象領域を切除することを含む請求項７４に記載の方法。
【請求項７６】
　治療を提供する工程は、前記対象領域に薬物を送達することを含む請求項７４に記載の
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方法。
【請求項７７】
　前記対象領域は肺静脈である請求項５９に記載の方法。
【請求項７８】
　前記対象領域は心臓の隔壁である請求項５９に記載の方法。
【請求項７９】
　前記対象領域は心臓の動脈表面である請求項５９に記載の方法。
【請求項８０】
　前記対象領域は心臓の心室表面である請求項５９に記載の方法。
【請求項８１】
　個人の身体内の管腔に関連するパラメータを検出する方法であって、
　ａ．膨張していないバルーンカテーテルを前記管腔内に挿入する工程であって、前記バ
ルーンカテーテルは、伸張性の回路要素が取付けられている伸張性バルーンを有し、前記
伸張性の回路要素は検知デバイスを備える工程、
　ｂ．前記管腔内の対象領域内に前記検知デバイスを移動させる工程、および、
　ｃ．前記バルーンを膨張させ、前記検知デバイスを前記管腔内で前記対象領域の表面と
部分的な検知的接触状態にする工程を含む方法。
【請求項８２】
　組織のパラメータを検出する方法であって、
　ａ．伸張性の回路要素を備える能動検知デバイスのアレイを、前記組織と共形接触状態
にする工程、
　ｂ．前記検知デバイスによってデータを生成する工程、および、
　ｃ．前記生成されたデータから前記パラメータを確定する工程を含む方法。
【請求項８３】
　前記回路要素は、３００％まで伸張される請求項８２に記載の方法。
【請求項８４】
　前記検知デバイスは、相互に分離して配置される請求項８２に記載の方法。
【請求項８５】
　伸張性の相互接続が前記検知デバイスを電気接続する請求項８２に記載の方法。
【請求項８６】
　前記検知デバイスは温度センサを備える請求項８２に記載の方法。
【請求項８７】
　前記検知デバイスは接触センサを備える請求項８２に記載の方法。
【請求項８８】
　前記検知デバイスは圧力センサを備える請求項８２に記載の方法。
【請求項８９】
　前記検知デバイスは、超音波エミッタおよび受信機を備える請求項８２に記載の方法。
【請求項９０】
　前記パラメータは、前記組織の画像を含む請求項８２に記載の方法。
【請求項９１】
　前記画像は、前記組織の電気活性を示すデータを含む請求項９０に記載の方法。
【請求項９２】
　前記パラメータは、動脈プラーク内に存在する温度不均一性を含む請求項８２に記載の
方法。
【請求項９３】
　前記パラメータはプラークタイプを含む請求項８２に記載の方法。
【請求項９４】
　前記パラメータに基づいて前記組織に治療を提供する工程をさらに含む請求項８２に記
載の方法。
【請求項９５】
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　治療を提供する工程は、前記組織を切除することを含む請求項９４に記載の方法。
【請求項９６】
　治療を提供する工程は、前記組織に薬物を送達することを含む請求項９４に記載の方法
。
【請求項９７】
　前記組織は肺静脈である請求項８２に記載の方法。
【請求項９８】
　前記組織は心臓の隔壁である請求項８２に記載の方法。
【請求項９９】
　前記組織は心臓の動脈表面である請求項８２に記載の方法。
【請求項１００】
　前記組織は心臓の心室表面である請求項８２に記載の方法。
【請求項１０１】
　組織スクリーニングデバイスであって、
　身体上の対象領域の輪郭と適合する伸張性の基板と、
　前記基板に固着された伸張性の回路要素であって、能動デバイスのアレイを備える伸張
性の回路要素と、
　前記能動デバイスのアレイと電子通信状態にある処理設備と、
　前記処理設備と電子通信状態にある出力設備とを備え、前記処理設備は、前記能動デバ
イスのアレイによって生成されるデータに基づいて出力データを生成し、前記出力設備に
前記出力データを表示させるようにプログラムされるデバイス。
【請求項１０２】
　前記基板は膨張性である請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０３】
　前記基板は、ブラジャーに固着される請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０４】
　前記回路要素は、前記対象領域と共形接触状態にある請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０５】
　前記回路要素は、ポリマーの薄層で被覆される請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０６】
　前記回路要素は、３００％まで伸張可能である請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０７】
　前記能動デバイスは、相互に分離して配置される請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０８】
　前記回路要素は、伸張性の電気相互接続を備える請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１０９】
　前記伸張性の相互接続は、前記デバイスを電気接続する請求項１０８に記載のデバイス
。
【請求項１１０】
　前記能動デバイスは検知デバイスを備える請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１１１】
　前記検知デバイスは温度センサを備える請求項１１０に記載のデバイス。
【請求項１１２】
　前記検知デバイスは接触センサを備える請求項１１０に記載のデバイス。
【請求項１１３】
　前記検知デバイスは圧力センサを備える請求項１１０に記載のデバイス。
【請求項１１４】
　前記能動デバイスは、前記圧力センサが起動されたか否かを示すために、前記圧力セン
サに結合したオン－オフスイッチを備える請求項１１３に記載のデバイス。
【請求項１１５】
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　前記検知デバイスは、超音波エミッタおよび受信機を備える請求項１１０に記載のデバ
イス。
【請求項１１６】
　前記処理設備は、センサデバイスによって生成されたデータを受信し、前記組織の画像
を生成する請求項１１５に記載のデバイス。
【請求項１１７】
　前記処理設備は、前記回路要素内にある請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１１８】
　前記処理設備は、前記回路要素から離れている請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１１９】
　前記出力データは、前記対象領域の輪郭マップを含む請求項１０１に記載のデバイス。
【請求項１２０】
　前記処理設備と通信状態にある記憶設備をさらに備える請求項１０１に記載のデバイス
。
【請求項１２１】
　前記処理設備は、前記能動デバイスによって生成されるデータおよび前記出力データの
少なくとも一方を前記記憶設備に記憶させる請求項１２０に記載のデバイス。
【請求項１２２】
　前記処理設備は、記憶されたデータに関連する出力データを生成する請求項１２１に記
載のデバイス。
【請求項１２３】
　前記処理設備は、前記能動デバイスによって生成されるデータおよび前記出力データの
少なくとも一方を集約する請求項１２０に記載のデバイス。
【請求項１２４】
　前記処理設備は、集約されたデータに関連する出力データ生成する請求項１２３に記載
のデバイス。
【請求項１２５】
　癌性組織または疑わしい組織のための検査方法であって、
　被検者の身体上の対象領域と共形になる装着可能なデバイスを被検者に提供する工程で
あって、前記装着可能なデバイスは伸張性の圧力センサのアレイを備える工程と、
　前記圧力センサのアレイを起動するのに十分な手動による力を前記装着可能なデバイス
に加える工程と、
　前記圧力センサからのデータを受信する工程と、
　受信されたデータに基づいて前記対象領域内の組織の特徴付けを行う工程とを含む方法
。
【請求項１２６】
　前記手動による力を加えるように前記被検者に命令する工程をさらに含む請求項１２５
に記載の方法。
【請求項１２７】
　前記装着可能なデバイスは膨張性である請求項１２５に記載の方法。
【請求項１２８】
　前記装着可能なデバイスはブラジャーに固着される請求項１２５に記載の方法。
【請求項１２９】
　前記装着可能なデバイスはシート状である請求項１２５に記載の方法。
【請求項１３０】
　内視鏡デバイスであって、
　ハウジングと、
　前記ハウジングの上および内部の少なくとも一方に取付けられる曲線の回路要素であっ
て、視覚データを生成する焦点面アレイを備える曲線の回路要素と、
　前記視覚データを無線送信するように構成されるとともに、前記回路要素と電子通信状
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態にある送信設備と、
　前記視覚データを受信し表示する出力設備とを備える内視鏡デバイス。
【請求項１３１】
　前記回路要素は伸張性である請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１３２】
　前記ハウジングはカプセルである請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１３３】
　前記回路要素、送信設備、および前記出力設備は、前記カプセルの内部に取付けられる
請求項１３２に記載のデバイス。
【請求項１３４】
　前記ハウジングは、内視鏡デバイスの先端に配置される請求項１３０に記載のデバイス
。
【請求項１３５】
　前記回路要素は、発光電子部品をさらに備える請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１３６】
　前記回路要素は、前記発光電子部品の選択部分を光らせるように構成される請求項１３
５に記載のデバイス。
【請求項１３７】
　前記回路要素は伸張性である請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１３８】
　前記回路要素は、前記ハウジングの外側表面に固着される請求項１３０に記載のデバイ
ス。
【請求項１３９】
　前記回路要素は、前記ハウジングの内側表面に固着される請求項１３０に記載のデバイ
ス。
【請求項１４０】
　前記回路要素は、検知デバイスをさらに備える請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４１】
　前記検知デバイスは、酵素活性に関連するデータを生成可能なセンサを備える請求項１
４０に記載のデバイス。
【請求項１４２】
　前記検知デバイスは、化学活性に関連するデータを生成可能なセンサを備える請求項１
４０に記載のデバイス。
【請求項１４３】
　前記内視鏡デバイスは温度センサを備える請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４４】
　前記内視鏡デバイスは接触センサを備える請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４５】
　前記内視鏡デバイスは圧力センサを備える請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４６】
　前記回路要素は、組織と共形接触状態になるように構成される請求項１３０に記載のデ
バイス。
【請求項１４７】
　前記回路要素は被覆される請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４８】
　前記回路要素は３００％まで伸張可能である請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１４９】
　前記内視鏡デバイスは超音波エミッタおよび受信機を備える請求項１３０に記載のデバ
イス。
【請求項１５０】
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　前記回路要素は、検知デバイスと、前記検知デバイスからのデータを受信する処理設備
とを備え、前記処理設備は、前記出力設備と電子通信状態にある請求項１３０に記載のデ
バイス。
【請求項１５１】
　前記処理設備は、前記検知デバイスによって生成されるデータに関連する情報を前記出
力設備に表示させる請求項１５０に記載のデバイス。
【請求項１５２】
　前記回路要素内に処理設備をさらに含む請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１５３】
　前記回路要素から離れた処理設備をさらに含む請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１５４】
　前記視覚データは画像である請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１５５】
　前記視覚データはマップである請求項１３０に記載のデバイス。
【請求項１５６】
　電子デバイスの設定変更可能なシートであって、
　実質的に平面の基板と、
　前記基板上の伸張性の回路要素であって、相互に電子通信状態にある電子デバイスのア
レイを収容する伸張性の回路要素と、
　前記アレイ内の各電子デバイスの識別および場所に関連する第１の情報のセットを確定
するために前記電子デバイスのアレイをポーリングすることが可能な処理設備とを備え、
前記処理設備は、前記アレイ内の各電子デバイスの識別および場所に関連する第２の情報
のセットに関連する情報に基づいて前記アレイの動作を調整するように構成される設定変
更可能なシート。
【請求項１５７】
　前記第２の情報のセットは、前記回路要素が再整形された後に受信される請求項１５６
に記載の設定変更可能なシート。
【請求項１５８】
　前記再整形は、前記回路要素を切断することによってもたらされる請求項１５７に記載
の設定変更可能なシート。
【請求項１５９】
　前記電子デバイスのアレイはセンサデバイスを備える請求項１５６に記載の設定変更可
能なシート。
【請求項１６０】
　前記センサデバイスは、シートが対象組織と部分的な電気接触状態および部分的な共形
接触状態の少なくともいずれか一方にあるときに、前記対象組織のデータを生成する請求
項１５９に記載の設定変更可能なシート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる以下の米国仮出願、すなわち
、２００８年１２月１１日に出願された「Ｅｎｄｏｓｃｏｐｙ　Ｄｅｖｉｃｅ」という名
称のシリアル番号第６１／１２１，５６８号、２００８年１２月１１日に出願された「Ｎ
ｅｒｖｅ　Ｂｕｎｄｌｅ　Ｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ」という名称のシリアル番号第６１／１
２１，５４１号、および２００８年１２月２３日に出願された「Ｂｏｄｙ　Ｔｉｓｓｕｅ
　Ｓｃｒｅｅｅｎｅｒ」という名称のシリアル番号第６１／１４０，１６９号の利益を主
張する。さらに、本出願は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる２００９年１
１月１２日に出願された「Ｅｘｔｒｅｍｅｌｙ　Ｓｔｒｅｔｃｈａｂｌｅ　Ｅｌｅｃｔｒ
ｏｎｉｓ」という名称の同時係属中の米国非仮特許出願シリアル番号第１２／６１６，９
２２号の一部継続出願であり、かつ、その利益を主張する。非仮特許出願シリアル番号第
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１２／６１６，９２２号は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる２００８年１
１月１２日に出願された「Ｅｘｔｒｅｍｅｌｙ　Ｓｔｒｅｔｃｈａｂｌｅ　Ｉｎｔｅｒｃ
ｏｎｎｅｃｔｓ」という名称の米国仮出願番号第６１／１１３，６２２号の一部継続出願
であり、かつ、その利益を主張する。同様に、非仮特許出願シリアル番号第１２／６１６
，９２２号は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる２００９年１０月７日に出
願された「Ｃａｔｈｅｔｅｒ　Ｂａｌｌｏｎ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｔｒｅｔｃｈａｂｌｅ　
Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔｒｙ　ａｎｄ　Ｓｅｎｓｏｒ　Ａｒｒａｙ」とい
う名称の同時係属中の米国非仮出願番号第１２／５７５，００８号の一部継続出願であり
、かつ、その利益を主張する。非仮出願番号第１２／５７５，００８号は、その全体が参
照により本明細書に組み込まれる２００８年１０月７日に出願された「Ｃａｔｈｅｔｅｒ
　Ｂａｌｏｏｎ　Ｓｅｎｓｏｒ　ａｎｄ　Ｉｍａｇｉｎｇ　Ａｒｒａｙｓ」という名称の
米国仮出願番号第６１／１０３，３６１号、および、その全体が参照により本明細書に組
み込まれる２００８年１１月１０日に出願された「Ｃａｔｈｅｔｅｒ　Ｂａｌｏｏｎ　ｗ
ｉｔｈ　Ｓｅｎｓｏｒ　ａｎｄ　Ｉｍａｇｉｎｇ　Ａｒｒａｙｓ」という名称の米国仮出
願番号第６１／１１３，００７号に対して優先権を主張する。
【０００２】
　本発明は、医療デバイス内でまたは医療デバイス上の、拡張性か、可撓性か、または伸
張性の基板上で拡張性または伸張性の集積された回路要素およびセンサアレイを利用する
システム、装置、および方法に関連する。
【背景技術】
【０００３】
　高品質医療検知および撮像データは、消化系に関連する状態、心臓循環系に関連する状
態、神経系に対する損傷、癌、および同様なものを含む種々の医療状態の診断および処置
において重要になってきた。現行の検知および治療デバイスは、検知、撮像、および治療
機能に関連する精緻さが欠如するため、種々の欠点を被る。これらの欠点のうちの１つは
、こうしたデバイスが、測定されるまたは処置される身体の部分との直接接触または共形
接触を達成できないことである。こうしたデバイスが直接接触または共形接触を達成でき
ないことは、一部にはデバイスおよび付随回路要素の剛性である特質に起因しうる。この
剛性は、容易に明らかであるように、形状およびサイズを変化させる可能性があり、また
、軟質、柔軟、湾曲状、および／または不規則形状である可能性がある人間の組織と、デ
バイスが、共形になりかつ／または直接的な接触状態になることを妨げる。そのため、こ
うした剛性は、測定の精度および処置の有効性を損なう。そのため、可撓性および／また
は伸張性システムを使用するデバイス、システム、および方法が望ましい。
【０００４】
　こうした可撓性および／または伸張性の手法を受け入れられる領域の例は、内視鏡検査
、血管検査および処置、神経学的処置および検査、ならびに組織スクリーニングを含む。
　一例として、消化（ＧＩ）管の内視鏡撮像は、炎症、潰瘍、膿瘍
、癌検出を含む種々のＧＩ疾病の有効な診断および処置のために必須である。精巧なもの
として、内視鏡撮像用カプセルは、種々の理由で従来の内視鏡と比べて一定の利点を提供
する可能性がある。すなわち、内視鏡撮像用カプセルは、最小の患者の不快感を伴い、従
来の内視鏡でアクセスできないＧＩ管に沿う領域を撮像しうる。全てのコンポーネントは
、その容積が、嚥下され摂取されるのに十分に小さくなければならない楕円本体内にカプ
セル化される。したがって、これらの摂取可能カプセルの容積を最小にすることに対して
さらなる利益が存在する。カプセル内のコンポーネントの空間レイアウトが最適化される
場合に著しく改善されうる電力貯蔵および撮像品質を含む種々の特徴も存在する。さらに
、現行の内視鏡カプセル内の光学イメージャは、一般に平面幾何形状を有し、イメージャ
はレンズの光学中心と整列する。この幾何形状は、収差、周辺歪み、および照明不均一性
などの固有の制限を受ける。伸張性および／または可撓性回路要素は、カプセル型内視鏡
ならびに従来の内視鏡デバイスに関して上述した欠点の一部を軽減しうる。
【０００５】
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　脊髄および他の複雑な脳または神経の損傷は、身体障害、死、および苦痛の主要な原因
であり、現在まで少数の有効な処置が存在する。例として、何千もの神経線維ならびに黒
質と灰白質の両方からなる脊髄の複雑さは、高い程度のさらなる非可逆的損傷によって、
外科的修復を極端に難しくする。したがって、薬剤または幹細胞によって瘢痕
を減少させること、および、再生を誘発することに、多くの注目が集まっている。生物工
学的解決策も、ある程度の関心を獲得した。上行束および下行束の電気的検知および刺激
に関して実験が行われ、電気インパルスが、あるレベルの機能を提供するために使用され
うることが立証された。別途に、慢性疼痛を処置するために、脊椎
内のまた脊椎
の近くの神経の電気刺激を実施する臨床使用中のデバイスが存在するが、これらのデバイ
スは、神経機能を回復させることを意図されていない。これらの既存のデバイスの利益を
組合せることは、上述したいくつかの制限のために、脊髄治療を劇的に改善することに向
かって十分に前進しない可能性がある。したがって、損傷を受けた神経に対して増大した
機能を提供しながら、さらなる損傷のリスクを最小にする動的に設定変更可能でありかつ
共形性であるデバイス、システム、および方法についての必要性が存在する。
【０００６】
　可撓性および／または伸張性デバイスの利益が必要とされる別の例は、組織スクリーニ
ングを含む。組織スクリーニング手段は、癌の早期検出、評価、およびその後の処置のた
めに特に重要であるが、マンモグラフィおよび超音波撮像などの臨床診断法は、高価であ
りまた熟練した職員を必要とする。そのため、癌のほぼ２／３は、触診的（すなわち、触
った時の触覚）自己検査によって最初に検出される。触診検査は、たとえば家庭で行われ
る乳癌用の前臨床試験として女性に教示される定性的技法である。癌性組織は、健康な組
織を基準にして機械的特性の著しい変化を受けることがよく知られている。乳癌組織の局
所病変部は、２倍を超えて硬直性である。乳房の自己検査は、腫瘍の成長を指示する硬化
病変部の早期検出を容易にしたが、これらの試験の定性的特質は、臨床医にとって重要な
定量的データを確認すること、または、所定期間にわたる傾向を解析することを難しくす
る。自己検査手法は、一般に指先を病変部の周りに共形にさせることによって、病変部の
場所、サイズ、形状、および密度を手で検出することを含むため、組織の固有の機械的特
性を定量化し記録しうる、対象組織との共形接触を達成することが可能なデバイスは、マ
ンモグラフィおよび超音波の補助として乳癌スクリーニングが家庭でまた臨床の場で現在
実施されている方法にかなりの影響を及ぼしうる。
【０００７】
　最後に、心臓血管系の状態の検出および処置は、検知デバイス、技法、および方法によ
って生成されるデータの品質を向上させる手法から著しく利益を得ることになる。現在、
こうした検知技法のデバイスおよび方法は、対象領域との、密着接触、直接接触、および
／または共形接触を達成することができないことによって大幅に制限されている。したが
って、組織の電気的、化学的、また他の物理的活性または状態に関連するデータを採取す
ることが損なわれる。
【０００８】
　伸張性および／または可撓性電子デバイスは、上述した欠点の多くを軽減するかまたは
解決しうる。こうした技法は、上記領域、あるいは、検知または治療デバイスとの増大し
た接触によって改善されることになる生理学的検知、医療検出、または医療診断の任意の
領域に適用されうる。
【発明の概要】
【０００９】
　生理学的検知、健康関連パラメータの検出、および治療対策の送出のために伸張性およ
び／または可撓性回路要素を使用する方法、システム、およびデバイスが、本明細書で開
示される。所定の実施形態では、回路要素は、伸張性、可撓性、拡張性、および／または
膨張性基板上に配設される。所定の実施形態では、回路要素は、電子デバイス（能動デバ
イスであってよい）を備え、それらは能動デバイスとして、互いに電子通信状態にあり、
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かつ、出力を生成しこうした出力を出力設備に表示させ、治療対策を送出し、生理的パラ
メータに関するデータを生成し、かつ／または健康関連状態の判定を行うようにプログラ
ムまたは構成されうる。本発明の実施形態は、処理設備と通信状態にある記憶設備を含ん
でもよい。処理設備は、能動デバイスによって生成されるデータおよび出力データの少な
くとも一方が、記憶設備内に記憶されるようにさせてもよく、また、記憶されたデータに
関連する出力データを生成してもよい。処理設備は、能動デバイスによって生成されるデ
ータおよび出力データの少なくとも一方が、集約されるようにさせてもよく、また、集約
されたデータに関連する出力データを生成してもよい。
【００１０】
　所定の実施形態では、本明細書の方法およびシステムは、神経プロテーゼデバイスを備
えてもよい。そのため、本発明の態様では、方法、デバイス、およびシステムは、基板で
あって、その基板上に、記録電極のアレイであって、記録電極のアレイの少なくとも一部
分が複数の神経源に電気接続するときに、複数の神経源から信号を受信する、記録電極の
アレイ、および、刺激電極のアレイを含んでもよい回路要素が配設される基板と、電極の
アレイと電子通信状態にある処理設備であって、記録電極から信号を受信し、刺激電極に
よってもたらされる刺激信号のパターンを確定するように構成される、処理設備とを含ん
でもよい装置を含む。
【００１１】
　上述した態様および他の実施形態では、電気接続は物理的接触であってよい。さらに所
定の実施形態では、装置は、神経源からの信号を照合し、対応する信号を第２の複数の神
経に急送するよう刺激電極にさせるように構成されたマルチプレクサを含んでもよい。装
置は、動的に設定変更可能であってよい刺激信号のパターンを調整するユーザインタフェ
ースを含んでもよい。
【００１２】
　所定の実施形態では、基板は、円板またはバルーンであってよい膨張性本体である。
　上述した態様では、処理設備はさらに、神経源の導電率に関連するデータを生成するよ
うに構成される。処理設備は、出力設備と電子通信状態にあってよく、また、神経源の導
電率に関連するデータに基づいてマップを生成するよう出力設備にさせてもよい。
【００１３】
　上述した態様および他の実施形態では、回路要素は、ポリマーの薄層で被覆されてもよ
い。回路要素は、３００％まで伸張性であってよい。電極は、互いから分離して配置され
てもよい。回路要素は、電極を電気接続してもよい伸張性電気相互接続を備えてもよい。
【００１４】
　所定の実施形態では、回路要素は、温度センサ、接触センサ、光検出器、超音波エミッ
タおよび受信機、圧力センサ、または同様なもののうちの任意のものを含むセンサを有し
ていてもよい。
【００１５】
　神経プロテーゼに関連して、および本明細書で開示される他の実施形態に関して述べる
この態様では、基板は、基板の表面に連通するリザーバを含んでもよく、回路要素は、リ
ザーバ内に収容される薬物を放出するように働く弁を開放するように構成されてもよく、
回路要素は、制御された方式で弁に薬物を放出させてもよい。
【００１６】
　他の実施形態では、本明細書の方法およびシステムは、組織を検知するための膨張性デ
バイスを備えてもよい。
　そのため、本発明の別の態様によれば、方法およびシステムは装置を含み、装置は、膨
張性基板であって、その膨張性基板上には、基板の膨張時にも機能性を維持する回路要素
が配置されてもよく、また、組織に関連するパラメータを指示するデータを検出する検知
デバイスを含む能動デバイスのアレイを含んでもよい膨張性基板と、回路要素と電子通信
状態にある処理設備であって、組織に関連するパラメータを指示するデータを受信する処
理設備と、その処理設備と電子通信状態にある出力設備とを含んでもよく、処理設備は、
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組織に関連する出力データを生成し、出力設備に出力データを生成させるように構成され
てもよい。
【００１７】
　組織を検知するための上述した態様および他の実施形態では、処理設備は、検知デバイ
スによって生成されるデータを受信し、組織の画像を生成してもよい。所定の実施形態で
は、検知デバイスは、増幅器およびロジック回路の少なくとも一方を含む回路要素によっ
て作動されてもよい能動マトリックスとして構成される。さらに、装置は、バルーンであ
ってよい基板に結合したカテーテルガイドワイヤの基部に配置されてもよいマルチプレク
サを含んでもよい。
【００１８】
　所定の実施形態では、処理設備は、回路要素内にあってよい。他の実施形態では、回路
要素から離れていてもよい。
　組織パラメータを検知することに関して上述したこの態様では、組織に関連する出力デ
ータは、組織の電気活性のマップを含むマップであってよい。出力データは、動脈プラー
ク内に存在する温度不均一性に関連するデータを含んでもよい。さらに、出力データは、
プラークタイプの指示を含んでもよい。
【００１９】
　上述した態様および他の実施形態では、回路要素は、組織を切除するように構成される
治療設備を備えてもよい。回路要素は、発光電子部品を備えてもよい。回路要素は、処理
設備と通信状態にある光検出器のアレイを備えてもよく、処理設備は、組織の画像を生成
し、出力設備に高分解能の画像を出力させるように構成されてもよい。回路要素が、ガイ
ドワイヤを有するカテーテルによって送出される場合、ガイドワイヤは、光検出器に光を
提供する光源（光ファイバでありうる）を含んでもよい。
【００２０】
　所定の実施形態では、対象組織は、肺静脈、心臓の隔壁、心臓の動脈表面、および心臓
の心室表面の任意のものを含んでもよい。
　本発明の別の態様では、方法およびシステムは、個人の身体内の管腔に関連するパラメ
ータを検出する方法を含む。その方法は、膨張していないバルーンカテーテルを管腔内に
挿入する工程であって、バルーンカテーテルは、伸張性回路要素が取付けられている伸張
性バルーンを有するとともに、伸張性回路要素は検知デバイスを備えている工程、管腔内
の対象領域内に検知デバイスを移動させる工程、および、バルーンを膨張させ、管腔内で
検知デバイスを対象領域の表面と共形接触状態にする工程を含みうる。
【００２１】
　上述した実施形態および本明細書で開示する他の実施形態に関して、本発明は、検知デ
バイスであって、検知デバイスが対象領域と共形接触状態にあるとき、対象領域のパラメ
ータを指示するデータを生成するための検知デバイスを備えてもよい。他の実施形態と同
様に、生成されたデータを使用して、対象領域の画像および対象領域のマップのうちの任
意のものを生成してもよく、マップは、対象領域の電気活性を指示するデータを含んでも
よい。
【００２２】
　本発明の別の態様では、方法およびシステムは、個人の身体内の管腔に関連するパラメ
ータを検出する方法を含む。その方法は、膨張していないバルーンカテーテルを管腔内に
挿入する工程であって、バルーンカテーテルは、伸張性回路要素が取付けられている伸張
性バルーンを有し、その伸張性回路要素は検知デバイスを備える工程、管腔内の対象領域
内に検知デバイスを移動させる工程、および、バルーンを膨張させ、管腔内で検知デバイ
スを対象領域の表面と共形接触状態にする工程を含んでもよい。
【００２３】
　本発明のなお別の態様では、方法およびシステムは、組織のパラメータを検出する方法
を含む。その方法は、伸張性回路要素を備える能動検知デバイスのアレイを、組織と共形
接触状態にする工程、検知デバイスによってデータを生成する工程、および、生成された



(15) JP 2012-511963 A 2012.5.31

10

20

30

40

50

データからパラメータを確定する工程を含みうる。
【００２４】
　本明細書の方法およびシステムは、組織スクリーニングデバイスを備えてもよい。
　そのため、本発明のなお別の態様では、方法およびシステムは、組織スクリーニングデ
バイスを含み、組織スクリーニングデバイスは、能動デバイスのアレイを含む伸張性回路
要素がその上に固着されうる、身体上の対象領域の輪郭に共形性の伸張性基板と、能動デ
バイスのアレイと電子通信状態にある処理設備と、処理設備と電子通信状態にある出力設
備とを備え、処理設備は、能動デバイスのアレイによって生成されるデータに基づいて出
力データを生成し、出力設備に出力データを表示させるようにプログラムされる。
【００２５】
　この態様では、他の態様の場合と同様に、基板は膨張性であってよい。基板は、ブラジ
ャーに固着されてもよい。
　所定の実施形態では、センサデバイスは、圧力センサを含み、圧力センサは、圧力セン
サが起動されたかどうかを指示するための、圧力センサに結合したオン－オフスイッチを
含んでもよい。
【００２６】
　組織スクリーニングの実施形態および上述した他の実施形態では、処理設備は、超音波
エミッタおよび受信機によって生成されるデータを受信してもよく、また、組織の画像を
生成してもよい。
【００２７】
　本発明の所定の実施形態では、出力データは、対象領域の輪郭マップを備える。
　本発明のある態様では、方法およびシステムは、癌性組織または疑わしい組織のための
検査方法を含み、検査方法は、被検者の身体上の対象領域と共形になる装着可能デバイス
を被検者に提供する工程であって、装着可能デバイスは伸張性圧力センサのアレイを備え
る工程、圧力センサのアレイを起動するのに十分な手動による力を装着可能デバイスに加
える工程、圧力センサからのデータを受信する工程、および、受信されたデータに基づい
て対象領域内の組織の特徴付けを行う工程を含みうる。さらにこの態様では、方法および
システムは、手動による力を加えるように被検者に命令する工程を含む。この態様では、
装着可能デバイスは膨張性であってよい。この態様では、装着可能デバイスはブラジャー
に固着されてもよい。所定の実施形態では、装着可能デバイスはシートであってよい。
【００２８】
　本明細書の方法およびシステムは、内視鏡デバイスを備えてもよい。
　そのため、本発明の別の態様では、方法およびシステムは内視鏡デバイスを含み、内視
鏡デバイスは、ハウジングであって、その上およびその内部に視覚データを生成する焦点
面アレイを含む曲線の回路要素が取付けられてもよいハウジングと、回路要素と電子通信
状態にあり、視覚データを無線送信するように構成された送信設備と、視覚データを受信
し表示する出力設備とを含む。
【００２９】
　この態様では、ハウジングはカプセルであってよい。回路要素、送信設備、および出力
設備は、カプセル内に搭載されてもよい。この態様では、ハウジングは、内視鏡デバイス
の先端に配置されてもよい。この態様では、回路要素はさらに、発光電子部品クスを備え
る。この態様では、回路要素は、発光電子部品の選択部分を光らせるように構成されても
よい。回路要素は、ハウジングの外側表面に固着されてもよく、または、回路要素は、ハ
ウジングの内側表面に固着されてもよい。
【００３０】
　さらに、内視鏡に関連する実施形態および本明細書の他の実施形態では、回路要素は、
酵素活性に関連するデータおよび化学活性に関連するデータの任意のデータを生成するこ
とが可能な検知デバイスを含んでもよい。
【００３１】
　本明細書のこの実施形態および他の実施形態では、回路要素は、検知デバイスと、検知
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デバイスからのデータを受信する処理設備とを備え、処理設備は、出力設備と電子通信状
態にある。処理設備は、検知デバイスによって生成されるデータに関連する情報を出力設
備に表示させてもよい。
【００３２】
　さらに、この態様および他の態様では、内視鏡デバイスは、回路要素内に処理設備を含
む。さらに、この態様では、内視鏡デバイスは、回路要素から離れた処理設備を含む。
　この態様では、視覚データは画像である。この態様では、視覚データはマップであって
よい。
【００３３】
　本明細書の方法およびシステムは、電子デバイスの動的に設定変更可能なシートを備え
てもよい。
　そのため、本発明の別の態様では、方法およびシステムは、電子デバイスの設定変更可
能なシートを含み、電子デバイスの設定変更可能なシートは、互いに電子通信状態にある
電子デバイスのアレイを収容する伸張性回路要素がその上に配設されてもよい実質的に平
面の基板と、アレイ内の各電子デバイスの識別および場所に関連する第１の情報セットを
確定するために電子デバイスのアレイをポーリングすることが可能な処理設備とを含み、
処理設備は、アレイ内の各電子デバイスの識別および場所に関連する第２の情報セットに
関連する情報に基づいてアレイの動作を調整するように構成される。この態様では、第２
の情報セットは、回路要素が再整形された後に受信され、再整形は、回路要素を切断する
ことによってもたらされてもよい。
【００３４】
　所定の実施形態では、電子デバイスのアレイは、シートが対象組織と部分的な電気接触
状態にあること、および、部分的な共形接触状態にあることの少なくとも一方であるとき
に、対象組織のデータを生成するセンサデバイスを含んでもよい。
【００３５】
　本発明は、以下の説明および添付特許請求の範囲と添付図面とから、より完全に明らか
になるであろう。これらの図は、本発明の例示的な実施形態を示すだけであるものと理解
され、したがって、これらの図は、本発明の範囲を制限するものとは解されない。本明細
書の図において一般的に述べ示される本発明のコンポーネントは、いろいろな異なる構成
で配置され設計されうることが容易に理解されるであろう。それでも、本発明は、添付図
を使用してさらなる具体性および詳細を持って述べられ説明されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の一実施形態の概略図である。
【図２】座屈した相互接続を示す図である。
【図３】半導体を用いた伸張性電子部品構成を示す図であり、アイランドが、伸張性相互
接続によってエラストマー基板上に搭載される。
【図４】例示的な伸張性相互接続を示す図である。
【図５】拡張可能なエラストマー基板を用いた隆起した伸張性相互接続を示す図である。
【図６】エラストマースタンプ上への制御された接着方法を示す図である。
【図７】収縮しているバルーンカテーテルに、伸張性回路要素が取付けられている本発明
の一実施形態を示す図である。
【図７Ａ】図７に示す回路要素の拡大図である。
【図８】膨張しているバルーンカテーテルに、伸張性回路要素が取付けられていれる本発
明の一実施形態を示す図である。
【図９Ａ】ＰＤＭＳ層がバルーンの表面に巻き付けられたバルーンの側面図である。
【図９Ｂ】カテーテル、バルーンの表面、およびバルーンに取付けられた薄いＰＤＭＳ層
を示す断面図である。
【図１０Ａ】カテーテルバルーンの表面に伸張性回路要素を取付けるプロセスを示す図で
ある。
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【図１０Ｂ】カテーテルバルーンの表面に伸張性回路要素を取付けるプロセスを示す図で
ある。
【図１０Ｃ】カテーテルバルーンの表面に伸張性回路要素を取付けるプロセスを示す図で
ある。
【図１０Ｄ】本発明の一実施形態に従って利用される圧力センサの実施形態を示す図であ
る。
【図１０Ｅ】本発明の一実施形態による３管腔カテーテルの断面図である。
【図１０Ｆ】本発明の一実施形態によるマルチプレクサを示す概略図である。
【図１１】神経プロテーゼを含む本発明の一実施形態の概略図である。
【図１２】本発明の一実施形態のための回路図である。
【図１３】本発明の一実施形態による電子デバイスのアレイを動作させるプロセスを示す
図である。
【図１４】神経プロテーゼを含む本発明の一実施形態を示す図である。
【図１５】治療薬物を送出するための回路要素によって制御される弁と共に、治療薬物を
保持し送出するリザーバを有する本発明の一実施形態を示す図である。
【図１６】本発明の一実施形態による曲線の回路要素を組立てるプロセスを示す図である
。
【図１６Ａ】本発明の一実施形態による、内視鏡デバイスに曲線の回路要素アレイを取付
けるプロセスを示す図である。
【図１６Ｂ】本発明の一実施形態による、内視鏡デバイスに曲線の回路要素アレイを取付
けるプロセスを示す図である。
【図１７】本発明の内視鏡デバイスの一実施形態を示す図である。
【図１８】本発明の一実施形態による組織スクリーニングデバイスを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　本発明の詳細な実施形態が本明細書で開示される。しかし、開示される実施形態は、種
々の形態で具現化されうる本発明の例示に過ぎないことが理解される。したがって、本明
細書で開示される特定の構造的および機能的詳細は、制限するものとして解釈されるので
はなく、単に、特許請求の範囲のための基礎として、また、実質的に任意の適切に詳述さ
れた構造で様々に本発明を使用することを当業者に教授するための代表的な基礎として解
釈される。さらに、本明細書で使用される用語および成句は、制限的であることを意図し
たものではなく、むしろ、本発明の理解可能な記述を提供することを意図したものである
。
【００３８】
　本明細書で使用される用語「ある（a）」または「ある（an）」は、１つまたは２つ以
上として定義される。本明細書で使用される用語「別の（another）」は、少なくとも第
２のまたはそれ以上として定義される。本明細書で使用される用語「含む（including）
」および／または「有する（having）」は、備える（すなわち、開放的な接続語（open t
ransition））、として定義される。本明細書で使用される用語「結合した（coupled）」
または「動作可能に結合した（operatively coupled）」は、必ずしも直接的に、また、
必ずしも機械的にまたは物理的にではないが、接続していることと定義される。「電子通
信（electronic communication）」は、物理的接続、無線接続、またはそれらの組合せを
通してデータを伝達するかまたはその他の方法で送信することができる状態である。
【００３９】
　本明細書で述べるように、本発明は、可撓性、拡張性、または膨張性の表面上で可撓性
および／または伸張性電子回路を利用するデバイス、システム、および方法を備える。本
発明に関して、用語「伸張性（stretchable）」ならびにその語幹および派生語は、本発
明の回路要素またはコンポーネントを修飾するために使用されるとき、引き裂くことなく
または破断することなく、より長くまたはより広くされることが可能な軟質または弾性特
性を有する本発明の回路要素および／またはコンポーネントを表し、また、伸張性、膨張
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性、または拡張性表面に適応し、それぞれ、伸張した、膨張した、またはその他の方法で
拡張した、伸張性、膨張性、または拡張性表面に適用されても、機能性を維持するように
構成されるコンポーネント（コンポーネント自体が、上述したように個々に伸張性である
か否かによらず）を有する回路要素を包含していることも意味する。用語「拡張性（expa
ndable）」ならびにその語幹および派生語は、本発明の回路要素またはコンポーネントを
修飾するために使用されるとき、上述した意味を有することを意味している。そのため、
「伸張（stretch）」および「拡張（expand）」およびその全ての派生語は、本発明を参
照するとき交換可能に使用されうる。用語「可撓性（flexible）」ならびにその語幹およ
び派生語は、本発明の回路要素またはコンポーネントを修飾するために使用されるとき、
破断することなく、曲げることができる本発明の回路要素および／またはコンポーネント
を表し、また、撓むかまたはその他の方法で曲がる、可撓性である表面に適用されても、
機能性を維持するように構成されるコンポーネント（コンポーネント自体が、上述したよ
うに個々に可撓性であるか否かによらず）を有する回路要素を包含することも意味する。
所定の実施形態では、「伸張性（stretchable）」の下限では、破砕することなく０．５
％より大きい材料歪み（strain）になり、上限では、電気性能が低下することなく１００
，０００％伸張しうる構造として言い換えられる。「曲げ性（bendable）」ならびにその
語幹および派生語は、本発明の回路要素またはコンポーネントを修飾するために使用され
るとき、曲線状にまたはある角度で（少なくとも部分的に）成形されることができる本発
明の回路要素またはコンポーネントを表し、また、時として、本明細書で「可撓性（flex
ible）」と同義的に使用されうる。
【００４０】
　図１は、本発明の実施形態の概略図である。図１のコンポーネントのそれぞれのさらな
る記述は、本明細書全体に含まれている。回路要素１０００Ｓは、基板２００に取付けら
れ、固定され、またはその他の方法で固着される。所定の実施形態では、基板２００は、
本明細書で述べるように、伸張性および／または拡張性である。したがって、基板２００
は、プラスチック材料から作ることができ、または、エラストマー材料またはそれらの組
合せから作ることができる。「プラスチック（plastic）」は、任意の合成材料か、天然
起源材料か、あるいは、一般に加熱時に成型されるかまたは成形され、所望の形状に硬化
されうる材料の組合せを指す。用語「エラストマー（elastomer）」は、天然起源材料ま
たは合成材料、同様に、伸張するかまたは変形し、実質的な永久的な変形なしでその元の
形状に戻ることができるポリマー材料を指す。こうしたエラストマーは、実質的な弾性変
形に耐える可能性がある。基板材料で使用されるエラストマーの例は、ポリジメチルシロ
キサン（ＰＤＭＳ）を含むポリマー有機ケイ素化合物（「シリコーン（silicones）」と
一般に呼ばれる）を含む。
【００４１】
　基板に適した他の材料は、ポリイミド、光パターン形成可能シリコーン、ＳＵ８ポリマ
ー、ＰＤＳポリダストレン（polydustrene）、パリレンおよびその誘導体およびそのコポ
リマー（パリレン－Ｎ）、超高分子量ポリエチレン、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥ
ＥＫ）、ポリウレタン（ＰＴＧ　Ｅｌａｓｔｈａｎｅ（登録商標）、Ｄｏｗ　Ｐｅｌｌｅ
ｔｈａｎｅ（登録商標））、ポリ乳酸、ポリグリコール酸、ポリマー複合物（ＰＴＧ　Ｐ
ｕｒｉｓｉｌ　Ａｌ（登録商標）、ＰＴＧ　Ｂｉｏｎａｔｅ（登録商標）、ＰＴＧ　Ｃａ
ｒｂｏｓｉｌ）、シリコーン／シロキサン（ＲＴＶ　６１５（登録商標）、Ｓｙｌｇａｒ
ｄ　１８４（登録商標））、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ、Ｔｅｆｌｏｎ（登
録商標））、ポリアミド酸、ポリアクリル酸メチル、ステンレス鋼、チタンおよびその合
金、プラチナおよびその合金、ならびに金を含む。所定の実施形態では、基板は、いくつ
かのデバイスが、取出されることなく、ある期間の間、身体２０００内に残されることを
可能にする特性を有する伸張性または可撓性生体適合性材料から作られる。
【００４２】
　上述した材料の一部、特に、パリレンおよびその誘導体およびそのコポリマー（パリレ
ン－Ｎ）、超高分子量ポリエチレン、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリウ
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レタン（ＰＴＧ　Ｅｌａｓｔｈａｎｅ（登録商標）、Ｄｏｗ　Ｐｅｌｌｅｔｈａｎｅ（登
録商標））、ポリ乳酸、ポリグリコール酸、ポリマー複合物（ＰＴＧ　Ｐｕｒｉｓｉｌ　
Ａｌ（登録商標）、ＰＴＧ　Ｂｉｏｎａｔｅ（登録商標）、ＰＴＧ　Ｃａｒｂｏｓｉｌ）
、シリコーン／シロキサン（ＲＴＶ　６１５（登録商標）、Ｓｙｌｇａｒｄ　１８４（登
録商標））、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ、Ｔｅｆｌｏｎ（登録商標））、ポ
リアミド酸、ポリアクリル酸メチル、ステンレス鋼、チタンおよびその合金、プラチナお
よびその合金、ならびに金は、生体適合性である。その生体適合性を増加させるための基
板用のコーティングは、ＰＴＦＥ、ポリ乳酸、ポリグリコール酸、およびポリ（ラクチド
－ｃｏ－グリコール酸）を含んでもよい。
【００４３】
　本明細書で基板２００のために開示される材料は、基板を必要とする本明細書で開示す
る実施形態の任意の実施形態に適用されると理解されてもよい。材料は、剛性の程度、可
撓性の程度、弾性の程度を含むその特性、または、ヤング率、引張弾性率、体積弾性率、
せん断弾性率を含む材料の弾性率に関連する特性、および／または、その生分解性に基づ
いて選択されうることにも留意するべきである。
【００４４】
　基板２００は、考えられる任意の数の形状または構成の基板でありうる。所定の実施形
態では、基板２００は、実質的に平面であり、一部の実施形態では、シート状またはスト
リップ状になるように構成される。しかし、基板２００のこうした平面構成は任意の数の
幾何形状でありうることに留意すべきである。テープのようなまたはシート構成を有する
基板を含む平面基板の他の実施形態は、以下で述べられるであろう。シート状またはその
他の方法で実質的に平面の構成を有する可撓性および／または伸張性基板２００は、折り
畳まれ、巻き上げられ、束ねられ、巻き付けられ、またはその他の方法で収容されうるよ
うに構成されてもよい。所定の実施形態では、こうして構成された基板２００は、被検者
の身体２０００内の狭い通路内での送出中に、折り畳まれ、巻き上げられ、束ねられ、（
傘に似た構成などにおいて）圧壊され、巻き付けられ、またはその他の方法で収容され、
その後、展開用の所定位置で広げられるなどして展開されうる。非制限的な例として、検
知デバイス１１００を備える畳まれた基板２００は、カテーテルを介して送出され、その
後、心臓の表面、または、肺静脈などの管腔の内部表面などの対象組織に検知デバイスが
接触することが望まれる時点で広げられる。所定の実施形態では、基板２００はまた、レ
ンズなどの凹形状および凸形状に形成されてもよい。こうした凸状および凹状基板は、コ
ンタクトレンズなどの目との接触あるいは網膜または角膜移植物などの目の中への移植に
適した材料で作られうる。
【００４５】
　基板２００はまた三次元であってもよい。三次元基板２００は、任意の数の形状であり
うる。こうした三次元基板は、固体でもよく、または、実質的に固体であってもよい。所
定の実施形態では、三次元基板は、均一なまたは実質的に均一な材料をその形態全体を通
して依然として備えながら、柔軟性、可撓性、伸張性であり、たとえば発泡体あるいは可
撓性／伸張性ポリマー製の球状、卵状、円柱状、円板状、または他の三次元物体である。
所定の実施形態では、三次元基板２００は、数種類の材料から作られてもよい。三次元基
板２００について現在のところ好ましい実施形態では、基板は膨張性本体（本明細書では
エラストマーベッセルとも呼ばれる）である。バルーンまたは類似物などのこのタイプの
膨張性本体は、伸張性であってよい。しかし、他の実施形態では、膨張性本体は、伸張す
ることなく膨張する。所定の実施形態では、膨張は、ガスまたは液体によって達成されう
る。いくつかの実施形態では、粘性流体による膨張が好ましいが、種々のガス、流体、ま
たはゲルが、こうした膨張に使用されてもよいことが明らかである。バルーン状の、およ
び円板状の膨張性基板を備える実施形態は、以下でさらに詳細に論じられる。これらの実
施形態に関して論じる膨張を達成するシステムは、本明細書の全ての膨張性基板の実施形
態に適用される。
【００４６】
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　基板２００が伸張性である実施形態では、回路要素１０００Ｓは、伸張性であるように
、かつ／または、基板２００のこうした伸張に適応するように本明細書で述べる適用可能
な方法で構成される。同様に、基板２００が可撓性であるが、必ずしも伸張性でない実施
形態では、回路要素１０００Ｓは、可撓性であるように、かつ／または、基板２００のこ
うした撓みに適応するように本明細書で述べる適用可能な方法で構成される。回路要素１
０００Ｓは、例示的な実施形態に関して述べた技法を含む、以下で述べる適用可能な技法
を使用して適用され、かつ／または、構成されうる。
【００４７】
　上述のように、本発明は１つまたは複数の可撓性かつ／または伸張性電子部品技術を使
用してもよい。従来、電子機器は、集積回路、ハイブリッド集積回路、可撓性のプリント
回路基板、およびプリント回路基板上などの硬質構造の上に製造されてきた。ＩＣとも呼
ばれる集積回路、超小型回路、マイクロチップ、シリコンチップ、または単純なチップは
、従来半導体素材の薄い基板上に製造され、主に無機半導体を堆積する工程で必要とされ
る高温が原因で硬質基板に制限されていた。ハイブリッド集積回路とプリント回路基板は
、ＩＣをセラミック、エポキシ樹脂、または他の硬質かつ不導体表面への載置などによっ
て複数のＩＣを集積するための主な方法であった。これらの相互接続面は、基板とのハン
ダ接合部および基板全体の金属トレースなどの電気的な相互接続方法が撓曲されたときに
破損または破砕するのを確実に防ぐため、従来は硬質であった。加えて、ＩＣ自体が撓曲
されると砕ける場合がある。そのため、電子技術分野は主として硬質な電子装置構造に拘
束されてきたが、今度は、本明細書に開示される実施形態で要求される可撓性および伸張
性の少なくともいずれか一方を必要とし得る電子技術の応用を制約しがちである。例えば
、高レベルの検知は、センサ装置などの電子装置を対象の組織に密着または直接接触させ
ることを可能にすることにより達成することができる。上述した硬質の装置はそのような
直接的な接触を妨げてきた。後述する実施形態は、そのような直接的な接触を達成する（
「共形接触」と記載される場合もある）。
【００４８】
　可撓性および屈曲性の電子技術における進歩は、例えば可撓性プラスチック基板上で有
機および無機半導体をともに使用することや、本明細書に記載される他の技術を可能にす
る可撓性電子技術の応用をもたらした。さらには、可撓性基板上へのＩＣの載置、伸張性
のある電気的な相互接続の方法、および本明細書に記載されている他の技術により、電子
機器に伸張性が求められる用途を実現する伸張性のある電子機器技術が登場してきた。本
発明は、電子機器が可撓性、屈曲性、拡張性、伸張性等を有する必要がある用途など、電
子機器が硬質および平面状であること、または、そのような状態を保ってはならない構成
で作動する必要がある用途において、可撓性、屈曲性、伸張性、および同様の性質を持つ
これらの技術のうちの１つもしくは複数を利用しうる。
【００４９】
　実施形態によっては、本発明の回路は部分的にまたは全体的に、後述する技術および方
法を用いて製造され得る。なお、伸張性および／または可撓性のある電子部品を実現する
ための各種方法に関する下記説明は、制限を意図するものではなく、当業者の範囲内での
適切な変形および／または改変を含む。そのため、本出願は以下の米国特許と特許出願と
を参照するものであり、それらの各々は、参照によりその全体が本明細書において援用さ
れる。２００９年７月７日に発行された「Stretchable Semiconductor Elements and Str
etchable Electrical Circuits（伸張性のある半導体素子および伸張性の電気回路）」と
題する米国特許第７，５５７，３６７号「’３６７号特許」、２００９年４月２９日に発
行された「Stretchable Form of Single Crystal Silicon for High Performance Electr
onics on Rubber Substrates（ゴム基板上の高性能電子機器向け単結晶シリコンの伸張可
能フォーム」と題する米国特許第７，５２１，２９２号「’２９２号特許」、２００７年
９月６日に出願された「Controlled Buckling Structures in Semiconductor Interconne
cts and Nanomembranes for Stretchable Electronics（半導体相互接続における制御さ
れた座屈構造および伸張可能な電子部品用ナノメンブレン）」と題する米国公開特許出願
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第２００８０１５７２３５号（「’２３５号出願」）、２００９年３月５日に出願された
「Stretchable and Foldable Electronics（伸張可能かつ折り畳み可能な電子部品）」と
題するシリアル番号第１２／３９８，８１１号を有する米国特許出願（「’８１１号出願
」）、２００３年３月２８日に出願された「Stretchable and Elastic Interconnects（
伸張性および弾性の相互接続）」と題する米国公開特許出願第２００４０１９２０８２号
（「’０８２出願」）、２００６年１１月２１日に出願された「Method For Embedding D
ies（ダイを埋め込む方法）」と題する米国公開特許出願第２００７０１３４８４９号（
「’８４９号出願」）、２００７年９月１２日に出願された「Extendable Connector and
 Network（拡張可能なコネクタおよびネットワーク）」と題する米国公開特許出願第２０
０８００６４１２５号（’１２５号出願」）、２００９年９月７日に出願されたシリアル
番号第６１／２４０，２６２号を有する米国仮特許出願「伸張可能な電子部品」（「’２
６２号出願」）、２００９年１１月１２日に出願された、「Extremely Stretchable Elec
tronics（極めて伸張性の高い電子部品）」と題する「シリアル番号第１２／６１６，９
２２号を有する米国特許出願（「’９２２号出願」）、２００８年１２月９日に出願され
た「Transfer Printing（転写）」と題するシリアル番号第６１／１２０，９０４号を有
する米国仮特許出願（「’９０４号出願」）、２００４年１２月１日に出願された「Meth
ods and Devices for Fabricating Three－Dimensional Nanoscale Structures（三次元
ナノスケール構造を製造するための方法および装置」と題する米国公開特許出願第２００
６０２８６４８８号、２００７年３月２７日に発行された「Composite Patterning Devic
es for Soft Lithography（ソフトリソグラフィ用複合パターニング装置）」と題する米
国特許第７，１９５，７３３号、２００６年６月９日に出願された「Pattern Transfer P
rinting by Kinetic Control of Adhesion to an Elastomeric Stamp（弾性スタンプに対
する粘着の動力学的制御によるパターン転写）」と題する米国公開特許出願第２００９０
１９９９６０号、２００６年６月１日に出願された「Printable Semiconductor Structur
es and Related Methods of Making and Assembling（印刷可能な半導体構造および関連
する製作および組み立て方法）」と題する米国公開特許出願第２００７００３２０８９号
、２００７年９月２０日に出願された「Release Strategies for Making Transferable S
emiconductor Structures， Devices and Device Components（移動可能な半導体構造、
装置および装置構成要素を製作するためのリリース戦略）」と題する米国公開特許出願第
２００８０１０８１７１号、および２００７年２月１６日に出願された、「Devices and 
Methods for Pattern Generation by Ink Lithography（インクリソグラフィとによるパ
ターン生成のための装置および方法）」と題する米国公開特許出願第２００８００５５５
８１号。
【００５０】
　「電子デバイス（electronic device）」は、いろいろな機能を有する集積回路（複数
可）を包含するために本明細書で幅広く使用される。所定の実施形態では、電子デバイス
は、例示的な実施形態に関して本明細書で述べるようにデバイスアイランド配置構成でレ
イアウトされるデバイスであってよい。デバイスは、以下のものであってもよく、または
、デバイスの機能は、以下のものを含みうる。すなわち、集積回路、プロセッサ、コント
ローラ、マイクロプロセッサ、ダイオード、キャパシタ、電力貯蔵要素、アンテナ、ＡＳ
ＩＣ、センサ、増幅器、Ａ／ＤおよびＤ／Ａ変換器、関連する差動増幅器、バッファ、光
収集器、電気機械変換器を含む変換器、圧電アクチュエータ、ＬＥＤを含む発光電子部品
、ロジック、メモリ、クロック、および能動マトリックススイッチングトランジスタを含
むトランジスタ、ならびにそれらの組合せである。標準ＩＣ（所定の実施形態では、ＣＭ
ＯＳ、単結晶シリコン）を使用する目的および利点は、よく知られているプロセスによっ
て既に一般に大量生産されており、受動手段によって生産されるものよりはるかに優れた
、ある範囲の機能およびデータの生成を提供する高品質で高性能で高機能の回路コンポー
ネントを備え、使用することである。電子デバイス内のコンポーネントまたはデバイスは
、本明細書で述べられ、上述したコンポーネントを含む。コンポーネントは、上述した電
子デバイスの任意の電子デバイスの１つまたは複数であり、かつ／または、フォトダイオ
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ード、ＬＥＤ、ＴＵＦＴ、電極、半導体、他の光収集／検出コンポーネント、トランジス
タ、デバイスコンポーネントに接触することが可能な接触パッド、薄膜デバイス、回路要
素、制御要素、マイクロプロセッサ、相互接続、接触パッド、キャパシタ、抵抗器、イン
ダクタ、メモリ要素、電力貯蔵要素、アンテナ、ロジック要素、バッファ、および／また
は他の受動または能動コンポーネントを含んでもよい。デバイスコンポーネントは、金属
蒸着、ワイヤボンディング、固体または導電性ペーストの塗布、および同様なものなどに
よって、当技術分野で知られているように１つまたは複数の接触パッドに接続されてもよ
い。
【００５１】
　別の電気信号によって電流を制御することができないコンポーネントは、受動デバイス
と呼ばれる。抵抗器、キャパシタ、インダクタ、変圧器、およびダイオードは全て、受動
デバイスと考えられる。
【００５２】
　本発明に関し、能動デバイスは、電子の流れを電気的に制御する能力を有する任意のタ
イプの回路コンポーネントである。能動デバイスは、真空管、トランジスタ、増幅器、ロ
ジックゲート、集積回路、シリコン制御整流器（ＳＣＲ）、交流用トライオード（ＴＲＩ
ＡＣ）を含むが、それらに限定されない。
【００５３】
　「超薄型（Ultrathin）」は、可撓性を示す薄い幾何形状のデバイスを指す。
　「機能層（functional layer）」は、ある機能をデバイスに与えるデバイス層を指す。
たとえば、機能層は、半導体層などの薄膜であってよい。あるいは、機能層は、支持層に
よって分離された複数の半導体層などの複数の層を備えてもよい。機能層は、デバイス受
容パッド間に延びる相互接続などの複数のパターン形成された要素を備えてもよい。
【００５４】
　回路を作るために使用されうる半導体材料は、アモルファスシリコン、多結晶シリコン
、単結晶シリコン、導電性酸化物、カーボンナノチューブ、および有機材料を含みうる。
　本発明の実施形態では、可撓性プラスチック基板上に半導体を印刷し、屈曲性マクロ電
子部品、マイクロ電子部品、および／またはナノ電子部品を作出する。プラスチック上に
設けられたそれらの屈曲可能な薄型フィルム電子部品は、従来の高温処理方法によって製
造される薄型フィルム電子部品と同様かそれを上回る電界効果を呈し得る。加えて、プラ
スチック構造上のこれらの可撓性半導体は、プラスチック基板に対する室温処理など、可
撓性基板の広域において低温でも効率的な高スループット処理と両立する屈曲可能な電子
部品を提供し得る。この技術は、単結晶シリコンリボン、ＧａＡｓ、ＩＮＰワイヤ、およ
びカーボンナノチューブなど多岐にわたる幅広い高品質半導体をプラスチック基板上に堆
積させることにより、屈曲可能な薄型フィルム電子部品を組み立てることのできる乾式転
写接触印刷技法を提供し得る。可撓性基板上に設けられたこの高性能印刷回路により、幅
広い用途を有する電子構造を実現する。’３６７号特許および関連開示に、屈曲可能な薄
型フィルム電子部品をこの方法で製造するための手順の例が例示されている（例えば’３
６７号特許の図２６Ａを参照）。
【００５５】
　プラスチックの上に半導体構造を製造できることに加え、金属・半導体電子部品が、プ
ラスチック基板上にＧａＡｓマイクロワイヤなどの印刷可能なワイヤ配列と共に形成され
得ることが実証されている。同様に、他の高品質半導体素材も、シリコンナノワイヤ、マ
イクロリボン、プレートレット等を含むプラスチック基板上に転写されることが示されて
いる。加えて、弾性スタンプを使用した転写印刷技法も使用され得る。’３６７号特許に
は、可撓性プラスチック基板上でエピタキシャルなチャンネル層を有する単一ワイヤ（本
事例ではＧａＡｓワイヤ）の配列と、集積されたホルミウムの（holmic）接触とを使用す
る電子部品を製造するための主要手順が例示されている（’３６７号特許の図４１を参照
）。一実施例では、半絶縁ＧａＡｓウェハが、マイクロワイヤを生成するための原素材を
提供し得る。各ワイヤは、最終的な電子部品のチャネル長さを定義する隙間によって切り
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離された複数のオームストライプを有し得る。ＰＤＭＳの平面状の弾性スタンプをワイヤ
にを接触させることにより、ファンデルワールス結合が形成される。この相互作用により
、スタンプの被覆を戻したときに、ウェハからＰＤＭＳの表面までのすべてのワイヤを除
去することができる。ワイヤを有するＰＤＭＳスタンプはその後、それから未硬化プラス
チックシートに接触して配置される。硬化後にＰＤＭＳスタンプを剥ぎ取ると、ワイヤが
、露出したオームストライプとともにプラスチック基板の表面に埋め込まれた状態になる
。プラスチック基板上でさらに処理すると、オームストライプを接続して電子部品のソー
ス電極、ドレイン電極、およびゲート電極を形成する電極を定義し得る。最終的な配列は
、プラスチック基板とワイヤとの屈曲性のため、機械的に可撓性を有する。
【００５６】
　所定の実施形態において、また一般に、伸張性電子部品は、マルチプレクス用チップお
よびデータ取得システムに接続されるような電極を組み込んでもよい。たとえば、こうし
た電極システムは、神経学または心臓の監視および刺激用のカテーテルなどの医療用途に
統合されてもよい。ある例では、電極は、作製され、設計され、転写され、被覆されても
よい。ある実施形態では、作製は、ＳＩウェハ、接着層（たとえば、ＨＭＤＳ接着層）の
スピンコート、酸素ＲＩＥなどにおいてシャドウマスクによってパターン形成された（た
とえばＰＭＭＡ）のスピンコート、ポリイミドのスピンコート、ＰＥＣＶＤ　ＳｉＯ２の
堆積、１８１３レジストのスピンコート、フォトリソグラフィパターン形成、金属蒸着（
たとえば、Ｔｉ、Ｐｔ、Ａｕ、および同様なもの、または上記の組合せ）、金エチャント
、ホットアセトン内でのリフトオフ、ＲＩＥエッチングなどを利用してもよく、かつ／ま
たは、含んでもよい。この実施形態では、作製ステップは、電極をＳｉウェハ上に作るこ
とで終了してもよい。所定の実施形態では、Ｓｉウェハは、その後、約１時間、１００℃
などでホットアセトン浴に浸されて、ＰＩポストが、電極をＳｉウェハの表面に固着した
状態に維持しながら、接着層が解放されてもよい。所定の実施形態では、電極は、複数の
形状で設計され、複数の分布パターンで分配されてもよい。電極は、図１に関して述べた
設備／要素および／または本明細書の例示的な実施形態のうちの任意のものを含む、電子
部品、マルチプレクス処理用電子部品、インタフェース電子部品、通信設備、インタフェ
ース接続、および同様なものに相互接続されてもよい。所定の実施形態では、電極は、Ｓ
ｉウェハからＰＤＭＳスタンプなどの転写スタンプに転写されてもよく、転写スタンプの
材料は、完全に硬化されてもよく、部分的に硬化されてもよく、また同様な処理がされて
もよい。たとえば、部分的に硬化されたＰＤＭＳシートは、約３５０ｎｍであってよく、
ＰＤＭＳは、６０秒間、３００ｒｐｍでスピンコートされ、２５分間、６５℃で硬化され
、ＰＤＭＳシートから電極をリフトオフするために使用された。さらに、電極は、被覆さ
れてもよく、たとえば、ＰＤＭＳ層の少なくとも一層が部分的に硬化している間に、支持
用ＰＤＭＳ層と第２のＰＤＭＳ層との間に電極が挟まれる。
【００５７】
　所定の実施形態では、伸張性電子部品構成は、電極および／またはデバイスへの接続の
ため、また、データ取得システム（ＤＡＱ）などのインタフェース電子部品への接続のた
めに、フレックスプリントなどのフレックスＰＣＢ設計要素、フリップチップ構成（ＰＣ
Ｂ上に接着されるような）、および同様なものを組み込んでもよい。たとえば、フレック
スＰＣＢは、異方性導電性フィルム（ＡＣＦ）接続によって電極に接合されてもよく、は
んだ接合は、導電性ワイヤによってデータ取得システムにフレックスＰＣＢを接続しても
よい。所定の実施形態では、電極は、部分的に硬化したエラストマー（たとえばＰＤＭＳ
）を接着剤として使用することによって、表面上に接続されてもよい。
【００５８】
　所定の実施形態では、伸張性電子部品は、以下に述べる伸張性電極システムを介して神
経信号活性を監視するなどのために、伸張性電子部品のシートに形成されてもよい。所定
の実施形態では、伸張性シートは薄くてもよく、たとえば約１００μｍである。任意選択
で、増幅およびマルチプレクス処理は、マイクロ流体冷却などによって、接触領域を実質
的に加熱することなく実施されてもよい。
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【００５９】
　所定の実施形態では、電極を備える電子デバイスのアレイを有するシートは、様々な形
状に切断され、電極シートの形状を決定する通信用電極アイランドなどを通して、機能性
を維持してもよい。電極は、（本明細書で述べる）デバイスアイランド配置構成でレイア
ウトされ、能動回路要素を含んでもよく、能動回路要素は、回路要素内の（本明細書で述
べる）処理設備が、他のこうしたアイランドの識別および場所をリルタイムに確定できる
ように、アイランド内の伸張性相互接続を介して互いに通信するように設計される。こう
して、１つのアイランドが欠陥を生じる場合、アイランドは、残りのアレイから、調節さ
れマルチプレクス処理されたデータを依然として送出しうる。こうした機能は、このよう
なアレイが、用途のサイズ制約に基づいて切断され整形されることを可能にする。シート
、したがって、回路要素は、横側に切断されてもよく、回路要素は、残りの電極および／
またはデバイスをポーリングして、どれが残っており、相応してどれが較正を修正するこ
とになるかを判定することになる。この機能を含む伸張性電子部品シートの例は、２０ｍ
ｍ×２０ｍｍの総面積について、１ｍｍピッチのプラチナ電極の２０×２０アレイなどの
電極幾何形状、１ｋｈｚで５キロオームなどの電極インピーダンス（調整可能）、５０μ
ｍ総合厚さおよび被覆されたポリイミドなどを有する可撓性シートでの構成、２ｋＨｚ／
チャネルなどのサンプリングレート、＋／－６ｍＶなどの電圧ダイナミックレンジ、ｄｃ
リジェクションを有する－２．５～５Ｖなどのｄｃ電圧オフセット範囲、０．００２ｍＶ
などの電圧ノイズ、３０００などの最大信号対ノイズ比、ＩＥＣ規格などを満たす、典型
的には０．３μＡ、最大１０μＡなどの漏洩電流、２ｍＷ未満などの動作電力／チャネル
（調整可能）、電力、グラウンド、低インピーダンスグラウンド、データ線、および同様
なものなどのための多数のインタフェースワイヤ、１５０などの電圧利得、１ｍｍなどの
機械的曲げ半径、最大１℃だけ局所組織を加熱するなどの局所加熱能力、２週間などの生
体適合性計測期間、差動増幅器、マルチプレクサなどの能動電子部品（たとえば、１００
０トランジシタ／チャネル）、５００ｋＨｚサンプリングレートを用いた１６ビットＡ／
Ｄ変換器、２μＶ未満のノイズ、データログイン、およびリアルタイムスクリーンディス
プレイなどを有するデータ取得システム、ＩＥＣ１０６０１などに対する安全適合性、お
よび同様なものを含んでもよい。
【００６０】
　本発明の実施形態において、多数の応用に関し、機械的可撓性は、例えばプラスチック
基板上における装置の重要な特性を表しうる。集積されたオーム接触を有するマイクロ／
ナノワイヤは、幅広い種類のデバイス基板の上に直接作製することのできる高性能デバイ
ス向けの特有なタイプの素材を提供する。あるいは、金属相互接続線の有無に関係なく薄
いポリマーブリッジによって電気的および／または機械的に接続するなど、電気的な構成
要素を共に接続する目的で他の素材が使用され得る。
【００６１】
　実施形態によっては、被覆層が利用され得る。被覆層とは、デバイスのコーティング、
すなわちデバイスの一部を示し得る。実施形態によっては、被覆層は、不均一かつ／また
は空間的に変化する弾性率を有し得る。被覆層は、機械的な保護やデバイスの隔離等を提
供し得る。これらの層は、伸張可能な電子部品に対するかなりの利点を有しうる。例えば
、低弾性ＰＤＭＳ構造は、伸張性の範囲を著しく拡大し得る（’８１１号出願で詳しく記
載されている）。被覆層はその後、デバイスの上部で保護または電気隔離のためのパッシ
ベーションとしても使用されうる。実施形態によっては、低弾性引張隔離層の使用により
、高性能電子部品の集積が許容されうる。これらのデバイスは、機械的な保護と環境から
の保護を提供するための被覆層を有しうる。被覆層の使用は、高い引張度で有意な影響を
及ぼしうる。低弾性率の被覆材料が最大の可撓性を提供し、したがって最大の伸張性を提
供しうる。’８１１号出願で言及されているとおり、ＰＤＭＳの低弾性配合により、伸張
性の範囲は少なくとも６０%から拡大しうる。被覆層は、引張による故障に弱いデバイス
の機能層など、電子デバイスに対する引張力および応力を緩和することにもなる。実施形
態によっては、異なる弾性率を有する材料を積層化してもよい。実施形態によっては、こ
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れらの層はポリマーやエラストマー等でありうる。実施形態によっては、被覆は、組織と
接触する電子デバイスのシルク（Silk）被覆のような、埋め込まれた伸張性電子システム
の間に生体適合性の接触面を作出するために利用されうる。
【００６２】
　本発明で利用されうる可撓性かつ伸張性の電子部品技術に戻って、ＧａＡｓまたはシリ
コンなどの半導体の座屈した波形のリボンは、エラストマー基板上の電子部品の一部とし
て作製されてもよいことが示された。サブミクロン範囲の厚さならびに明確な「波形（wa
vy）」および／または「座屈した（buckled）」幾何形状などを有する半導体リボンが立
証された。エラストマー基板の表面上のまたはその基板に埋め込まれた、結果として得ら
れる構造は、１０％より大きな歪みに対して可逆的な伸張性および圧縮性を示すことが示
された。これらの構造化ＧａＡｓリボン上にオーム接触を集積させることによって、高性
能伸張性電子デバイスが達成される。第’２９２号特許は、ＰＤＭＳで作られたエラスト
マー基板上に伸張性ＧａＡｓリボンを作製するステップを示し、リボンは、複数のエピタ
キシャル層を有するＧａＡｓの高品質バルクウェハから生成される（図２２を参照）。解
放されたＧａＡｓリボンを有するウェハは、リボンが伸張方向に沿って整列した状態で伸
張前のＰＤＭＳの表面に接触する。母体ウェハからＰＤＭＳを剥離することで、全てのリ
ボンがＰＤＭＳの表面に転写される。ＰＤＭＳ内の予備歪みを緩和することで、リボンに
沿って大規模な座屈／波形構造が形成される。リボンの幾何形状は、スタンプに加えられ
る予備歪み、ＰＤＭＳとリボンとの間の相互作用、およびリボンの曲げ剛性などに依存し
うる。所定の実施形態では、座屈および波は、たとえばデバイス構造に関連する厚さ変動
のために、単一リボン内に、その長さに沿って含まれてもよい。実用的な用途では、リボ
ンおよびデバイスを、それらの伸張性を維持するように被覆することが有用である場合が
ある。エラストマー基板上の半導体リボンは、高性能電子デバイス、半導体多層積重体の
座屈した波形リボン、およびかなりの圧縮性／伸張性を示すデバイスを作製するために使
用されてもよい。所定の実施形態では、本発明は、伸張性波形相互接続を有するＣＭＯＳ
インバータのアレイなどの半導体リボンを利用するデバイスのアレイを生産する作製プロ
セスを利用してもよい。同様に、上部層被覆の方策は、回路要素を歪みから隔離し、それ
により、クラッキングを回避するために使用されてもよい。
【００６３】
　所定の実施形態では、多層積層体内の中立機械面（neutral mechanical plane）（ＮＭ
Ｐ）は、歪みがゼロである位置を規定しうる。たとえば、種々の層は、支持層、機能層、
中立機械表面調整層、結果として得られる中立機械表面（たとえば機能層と一致する）を
有する被覆層、および同様なものを含んでもよい。所定の実施形態では、機能層は、可撓
性または弾性デバイス領域および剛性アイランド領域を含んでもよい。所定の実施形態で
は、ＮＭＰは、本発明で利用される伸張性電子部品の任意の用途で実現されてもよい。
【００６４】
　所定の実施形態では、半導体リボン（同様に、マイクロリボン、ナノリボン、および同
様なもの）は、集積回路要素、電気／電子コンポーネント間の電気的相互接続を実装する
ために、またさらに、電気／電子システムの一部としての機械的支持のために使用されて
もよい。したがって、半導体リボンは、可撓性かつ伸張性電子部品の構成／作製において
、可撓性基板上に可撓性および／または伸張性電子部品を形成する相互接続されたリボン
のアレイとして、電子部品あるいは可撓性および／または伸張性電子部品をもたらす組立
体の相互接続部分のために使用されるなど、いろいろな方法で利用されてもよい。たとえ
ば、ナノリボンは、プラスチック基板上に電子部品の可撓性アレイを形成するために使用
されてもよい。アレイは、電極－電子部品セルのアレイを表してもよく、ナノリボンが予
め作製され、その後、取付けられ、金属化および被覆層を通して相互接続される。この構
成の最終構造は、本明細書で述べるプラスチック上に直接作製される電子デバイスアレイ
と同様である場合があるが、半導体リボンによって高い電子部品集積密度が可能になるこ
とに留意されたい。さらに、この構成は、湿潤環境から構造を隔離しうる被覆層および作
製ステップを含んでもよい。半導体リボンは、可撓性および伸張性に関連する様々な用途
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で使用される可能性があるため、この例は、半導体リボンの使用をいずれの点でも制限す
ることを意味しない。たとえば、回路要素の可撓性および／または伸張性を改善するため
に、このアレイのセルは、代わりに、ワイヤ、屈曲した相互接続によって接続され、エラ
ストマー基板上に取付けられてもよい。
【００６５】
　波形半導体相互接続は、（ある場合には）「屈曲した（bent）」相互接続と呼ばれる場
合もある、より広い分類の可撓性かつ伸張性相互接続の一形態に過ぎず、材料は、リボン
、バンド、ワイヤ、トレース、および同様の形状に形成された半導体、金属、または他の
導電性材料であってよい。屈曲した構成は、１つまたは複数の折り畳まれた領域を有する
など、力を加えることによって生じる湾曲形状を有する構造を指してもよい。これらの屈
曲した相互接続は、種々の方法で、また、相互接続材料が、予め歪められたエラストマー
基板上に配置され、歪みが解放されると、屈曲した形態が生成されるような実施形態で形
成されてもよい。所定の実施形態では、予備歪みは、予備伸張または予備圧縮であってよ
く、たとえば１軸、２軸、または３軸で提供されてもよく、均一にまたは不均一に提供さ
れてもよい。波形パターンは、予め歪められた波形パターンに沿って形成されてもよく、
「ポップアップ（pop－up）」ブリッジを形成してもよく、エラストマー上に搭載される
かまたは別の構造に転写印刷された他の電気コンポーネントと共に使用されてもよい。あ
るいは、エラストマー基板に力または歪みを加えることによって、「ポップアップ」また
は座屈したコンポーネントを生成する代わりに、伸張性かつ屈曲性相互接続は、受容表面
にコンポーネント材料を適用することによって作られてもよい。屈曲した構成は、基板上
に転写されるようなマイクロワイヤから、または、エラストマー基板上などで、電子部品
コンポーネントと共に波形相互接続パターンを作製することによって構築されてもよい。
【００６６】
　本明細書で述べる半導体ナノリボンは、予め歪められたエラストマー基板上に屈曲した
相互接続を形成することを通して波形の「屈曲した」相互接続を形成する方法を利用して
もよく、この技法は、複数の異なる材料に適用されてもよい。別の一般的な分類の波形相
互接続は、相互接続材料の制御された座屈を利用してもよい。この場合、接着材料は、（
変形後に）基板と物理的接触状態を維持する接着領域および物理的接触状態を維持しない
他の領域が存在するように、選択されたパターンで適用されてもよい。予め歪められた基
板は、ウェハ基板から除去され、基板の弛緩によって、無拘束の相互接続が、未接着の（
または弱く接着した）領域で座屈する（「ポップアップする」）。したがって、座屈状相
互接続は、コンポーネント間の電気接触を断つことなく構造に伸張性を与え、それにより
、可撓性および／または伸張性が提供される。図２は、２つのコンポーネント２０２Ｓと
２０８Ｓとの間の座屈した相互接続２０４Ｓを示す概略図を示す。
【００６７】
　所定の実施形態では、プラスチックまたはエラストマー基板などの可撓性基板に屈曲し
た相互接続を取付けるなどの、本明細書で述べる相互接続スキームの任意の、全ての、ま
たは、それぞれの組合せは、電子部品支持構造をより大きな可撓性または屈曲性にするた
めに適用されてもよい。しかし、これらの屈曲した相互接続構造は、別の一般的な分類の
伸張性電子構造において実質的により拡張性または伸張性の構成を提供する場合があり、
剛性半導体アイランドは、エラストマー基板上に搭載され、複数の屈曲した相互接続技術
のうちの１つの技術によって相互接続される。この技術は、本明細書に、また、参照によ
りその全体が組み込まれた第’２６２号出願にも提示される。この構成はまた、本明細書
で述べる中立機械平面設計を使用して、システム内にカプセル化された剛性コンポーネン
トに対する歪みを低減する。これらのコンポーネントデバイスは、所望の用途に相当する
厚さまで薄化されてもよく、または、まさにそのデバイスが得られた通りに組み込まれて
もよい。デバイスは、デバイスを環境から保護し、可撓性および伸張性を高めるために、
その後、電子的に相互接続され、被覆されてもよい。
【００６８】
　ある実施形態では、本明細書で述べる伸張性かつ可撓性電子部品を作成するプロセスの
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第１のステップは、機能層のための必要とされる電子デバイスおよびコンポーネントなら
びに導電性材料を得る工程を含む。電子部品は、その後、（必要である場合）背面研磨プ
ロセスを使用することによって薄化される。５０マイクロメートル未満のウェハを取得し
うる多くのプロセスが利用可能である。研磨プロセスの前にプラズマエッチングによって
チップをダイシングすることは、さらなる厚さの減少を可能し、厚さが２０マイクロメー
トル未満のチップを送出しうる。薄化の場合、通常、特別なテープがチップの処理される
部分を覆うように配置される。チップの底部は、その後、機械的手段および／または化学
的手段の両方を使用して薄化される。薄化後に、チップは、受容基板に転写されてもよく
、受容基板は、伸張性相互接続がその上で作製されうる平面であってよい。図３は例示的
なプロセスを示しており、犠牲層３０４Ｓでコーティングされたキャリア３０８Ｓ上に可
撓性基板３０２Ｓを作成すること（図３Ａ）から始まり、可撓性基板上にデバイス３１０
Ｓを配置し（図３Ｂ）、さらに、受容基板の上部表面をダイ表面の高さと同じ高さにする
ために、平坦化ステップを実施する（図３Ｃ）。相互接続作製プロセスは次の通りである
。受容基板上に堆積されたデバイス３１０Ｓは、１つのデバイスから別のデバイスへボン
ドパッドを接合する相互接続３１２Ｓによって相互接続される（図３Ｄ）。所定の実施形
態では、これらの相互接続３１２Ｓは、１０マイクロメートルから１０センチメートルま
で変動する場合がある。ポリマー被覆層３１４Ｓは、その後、相互接続された電子デバイ
スおよびコンポーネントのアレイ全体をコーティングするために使用されてもよい（図３
Ｅ）。相互接続された電子デバイスは、その後、溶媒で犠牲材料をエッチング除去するこ
とによって基板から解放される。デバイスは、その後、伸張処理をいつでも受けられる。
デバイスは、剛性キャリア基板から、ＰＤＭＳなどのエラストマー基板に転写される。新
しい基板への転写の直前に、アレイは、被覆された相互接続が受容基板に対して垂直に自
由に変位するようにしたまま、デバイス／コンポーネントアイランドが優先的に表面に付
着するように前処理される。
【００６９】
　所定の実施形態では、相互接続システムは、２つ以上のボンドパッドを接続する真っす
ぐな金属線である。この場合、電子部品アレイは、予め歪められたエラストマー基板に転
写される。この基板の弛緩によって、相互接続は、基板に対して垂直に変位することにな
り、したがって、外向き座屈が生成される。この座屈は、システムの伸張を可能にする。
【００７０】
　別の実施形態では、相互接続は、導電性金属の蛇紋パターンである。これらのタイプの
相互接続されたアレイは、予め歪められたエラストマー基板上に堆積される必要がない。
システムの伸張性は、相互接続の回旋形状によって可能になる。
【００７１】
　伸張性／可撓性回路は、従来のフォトリソグラフィ技法、スパッタリング、化学気相堆
積、インクジェット印刷、またはパターン形成技法と組合せた有機材料堆積を含むが、そ
れらに限定されない技法を使用して、紙、プラスチック、エラストマー、または他の材料
の上に形成されてもよい。回路を作るために使用されてもよい半導体材料は、アモルファ
スシリコン、多結晶シリコン、単結晶シリコン、導電性酸化物、カーボンナノチューブ、
および有機材料を含んでもよい。所定の実施形態では、相互接続は、エラストマーまたは
プラスチック材料などの上の、導電性フィルム、ストライプ、パターン、および同様なも
ので形成されてもよく、フィルムは、本明細書で述べるように、座屈、変形、伸張等する
ように作られてもよい。所定の実施形態では、相互接続は、可撓性および／または伸張性
基板またはプラスチック上のまたはそこに埋め込まれるような、複数のフィルムで作られ
てもよい。
【００７２】
　所定の実施形態では、デバイスアイランド４０２Ｓの相互接続は、図４に示すような、
また、第’９２２号出願に開示される種々の構成などの著しく伸張性の相互接続４０４Ｓ
を利用してもよい。相互接続４０４Ｓの幾何形状および寸法は、相互接続４０４Ｓを著し
く柔軟にさせるものである。各相互接続４０４Ｓは、その構造形態において類似の大きさ
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の幅および厚さ寸法を有するようにパターン形成されエッチングされ（それらの比または
逆比が約１０の倍数を超えないなど）、また、好ましくは同じサイズであってよい。所定
の実施形態では、相互接続は、長いバー４０８Ｓおよび短いバー４１０Ｓを効率的に備え
るように、牛耕式に形成されてもよい。この独特の幾何形状は、ワイヤの効率的な形態を
有するため、その後伸張されるときに相互接続で生成される応力を最小にし、他の２つの
寸法を大幅に超える１つの寸法を有する相互接続形状因子（たとえばプレート）と非常に
異なった振舞いをする。プレートタイプ構造は、主に、座屈によって単一軸の周りにだけ
応力を逃がし、クラッキングする前にわずかな量のせん断応力だけに耐える。本発明は、
３つ全ての軸の周りに、せん断応力および任意の他の応力を含む応力を逃がすことができ
る。さらに、相互接続は、剛性材料から形成されてもよいため、伸張された後、未伸張状
態に再圧縮されるときに、そのワイヤに似た形態が絡まるかまたはもつれるのを防止する
のに役立つ回復力を有しうる。牛耕式幾何形状の別の利点は、牛耕式幾何形状が、アイラ
ンド間の初期分離距離を最小にすることである。所定の実施形態では、相互接続は、モノ
リシックに（すなわち、デバイスアイランドと同じ半導体材料から）形成されてもよく、
または、別の材料から形成されてもよい。
【００７３】
　別の実施形態では、エラストマー基板は、図５に示すような高さ５１２Ｓによって分離
された２つの層を備えてもよい。上部「接触」層は、デバイスアイランド５０２Ｓに接触
し、デバイスアイランド５０２Ｓは、本明細書で述べる相互接続スキームの１つのスキー
ムを用いて相互接続される５０４Ｓ。さらに、底部層は、エラストマー作製中に基板５０
８Ｓ内に成型された波紋５１４Ｓまたは方形波を含む「波形」層であってよい。これらの
波形はさらなる伸張を可能にし、伸張の程度は、エラストマー内で成型された波パターン
の振幅５１０Ｓおよび波長に依存しうる。
【００７４】
　所定の実施形態では、デバイスアイランドは、可撓性および／または伸張性基板の上、
その内部、その間などに搭載されてもよい任意の予め作製された集積回路（ＩＣ）であっ
てよい。たとえば、さらなるエラストマー層は、保護、強度の増加、可撓性の増加などの
ために構造物を被覆するために、図５に示すように、構造物の上に追加されてもよい。埋
め込み式電気コンポーネントに対する電気接触は、埋め込み層の前後で、第２の電気相互
接続層からエラストマー層（複数可）を介するなどして提供されてもよい。たとえば、Ｉ
Ｃは、可撓性材料内にカプセル化されてもよく、相互接続は、第’８４９号出願に述べる
ようにアクセス可能にされる（たとえば第’８４９号出願の図１を参照）。この例では、
埋め込み式ＩＣは、剛性キャリアなどのキャリア上にＩＣを最初に配置することによって
作製され、ＩＣは、薄化された（キャリア上に搭載される前に薄化されるか、または、キ
ャリア上にある間に薄化された）ＩＣであってよい。第２のステップは、ＩＣ上に流され
うる何らかの接着剤、エラストマー、または他の絶縁材料でＩＣをコーティングする工程
を含んでもよい。第３のステップは、レーザ穿孔または当技術分野で知られている他の方
法などによってＩＣの電気接点に到達する工程であってよい。第４のステップは、開口内
に電気導体を流し、それにより、ＩＣの電気接続に対する電気的アクセスを確立する工程
であってよい。最後に、こうして収容されたＩＣは、キャリアから解放されうる。今や、
構造体は、電気接続性を維持しながら、可撓性基板内に容易に埋め込まれることができる
。所定の実施形態では、この構造体は、ＩＣの薄さ、周囲構造の弾性特性、延長した電気
接点の弾性構成などにより、可撓性構造体でありうる。
【００７５】
　伸張性電子部品技法の多くは、たとえばＰＤＭＳスタンプを用いた転写印刷プロセスを
利用することが留意されるべきである。所定の実施形態では、本発明は、本明細書で述べ
られ、第’９０４号出願に開示されるように、転写印刷の表面付着を動的に制御する方法
を含んでもよい。転写印刷スタンプは、多くの使用法を有し、使用法の１つは、１つの表
面（「初期表面」）から材料の薄膜（「ターゲット」）を拾い上げ、その薄膜を別の表面
（「最終表面」）上に堆積させることである。ピックアップは、ターゲットに接触した状
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態で転写印刷スタンプを押し付け、スタンプとターゲットとの間にファンデルワールス接
着を生成するためにある程度の圧力を加え、ターゲットと共にスタンプを剥離し、その後
、別の表面と接触した状態で、ターゲットと共にスタンプを配置し、圧力を加え、ターゲ
ットが最終表面上に残るように、ターゲットなしのスタンプを剥離することによって達成
されてもよい。最終表面が、転写スタンプと比べてターゲットとの高い接着強度を有する
場合、転写スタンプが剥離されると、ターゲットが最終表面上に残ることになる。あるい
は、転写スタンプを剥離する速度は、ターゲットとスタンプおよびターゲットと最終表面
の接着力の比を変えるように調整されうる。本発明は、ターゲットがピックアップされた
後に転写スタンプの表面付着を変更することによって、ターゲットを堆積させる新規な方
法を記載する。これは、ターゲットと共にスタンプが、最終表面と接触状態にある間に行
われてもよい。所定の実施形態では、付着制御は、水または他の流体が、スタンプの中か
らスタンプの表面に圧送され、それにより、表面付着が粘着性から非粘着性に変化するよ
うに、転写スタンプ内にマイクロ流体チャネルを導入することによって行われうる。
【００７６】
　所定の実施形態では、本発明は、流体（液体またはガス）が、スタンプの表面に圧送さ
れて、表面を湿潤させるかまたは化学的に官能化し、したがって、スタンプ表面の表面付
着を変化させるように、マイクロ流体チャネルを形成された転写印刷スタンプを使用する
ことによって転写印刷を達成してもよい。転写印刷スタンプは、ポリジメチルシロキサン
（ＰＤＭＳ）およびその誘導体を含むが、それらに限定されない任意の材料から作られて
もよい。１つの非制限的な実施形態では、スタンプは、約１マイクロメートルから１メー
トルの範囲の寸法を有する直方体の形状のＰＤＭＳピースである。この例の場合、直方体
は、１ｃｍ×１ｃｍ×０．５ｃｍ（長さ、幅、厚さ）である。直方体の１つの１ｃｍ×１
ｃｍ表面が、スタンピング面として設計される。フォトリソグラフィマスクまたはステン
シルマスクを使用することによって、垂直穴（チャネル）のパターンが、スタンピング面
からスタンプの対向面までエッチングされる。これは、酸素反応性イオンエッチングを用
いて行われてもよい。これらの穴は、マイクロ流体チャネルであり、径が約０．１～１０
マイクロメートルであってよい。穴は、約１～５０マイクロメートルだけ離間していても
よい。ＰＤＭＳの別のピースは、リザーバ形状に形成されてもよい（たとえば、小さな直
方体（約０．８ｃｍ×０．８ｃｍ×０．３ｃｍ）が１つの表面から切出された１ｃｍ×１
ｃｍ×０．５ｃｍ直方体）。この形状は、ＰＤＭＳをモールド内に注ぎ、ＰＤＭＳを硬化
させ、ＰＤＭＳをモールドから除去することによって形成されてもよい。このさらなるＰ
ＤＭＳピースは、その後、ＰＤＭＳの第１のピースと接触状態で配置され、２つのピース
が図６のステップＡに示す形状を形成するように接着されてもよい（これは、２つのピー
スを接触させる前に、紫外オゾン露光または酸素プラズマ露光によって行われてもよい）
。その後、スタンプ内に水を圧送する流体パイプが装備されるように、１つまたは複数の
穴が、リザーバの上部に開けられてもよい。別の非制限的な実施形態では、スタンプは、
ＰＤＭＳの第１のピースが成型によってマイクロ流体チャネルを有するように形成される
ことを除いて、上述したように構築される。ＰＤＭＳ成型は、よく知られている技術であ
る。第１に、所望の形状の反転であるモールドが作られる。この場合、それは、４つの壁
を有する底面上の垂直棒のアレイである。このモールドは、その後、ＰＤＭＳを注ぎ込む
ことによってＰＤＭＡで充填され、ＰＤＭＳが硬化することが可能になり（高温であって
よい）、その後、ＰＤＭＳが除去される。別の非制限的な実施形態では、スタンピング表
面はまた、浅いエッチングされた表面チャネルのアレイでパターン形成される。所定の実
施形態では、これらのチャネルは、約１００～１００００ｎｍ幅であり、ＰＤＭＳ内に１
００～１００００ｎｍだけエッチングされてもよい。これらのチャネルは、直線アレイま
たはチェッカー盤グリッドを形成してもよい。チャネルの目的は、垂直のマイクロ流体チ
ャネルからスタンプの表面の周りに液体を分配させることである。さらに、これらのチャ
ネルは、スタンプの表面に液体を押出すために変位されなければならない空気が出ていく
ことを可能にする。使用されてもよい液体の例は、水（スタンプの表面を湿潤させ、その
付着性を減少させることになる）を含むが、それに限定されない。ガス流体の場合、これ
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らの表面チャネルは必要でない場合がある。ＰＤＭＳの表面付着を低下させうるガスの例
は、ジメチルジクロロシラン（ＤＤＭＳ）、ペルフルオロオクチルトリクロロシラン（Ｆ
ＯＴＳ）、ペルフルオロデシルトリス（ジメチルアミノ）シラン（ＰＦ１０ＴＡＳ）、お
よびペルフルオロデカン酸（ＰＦＤＡ）、ならびに同様なものである。
【００７７】
　所定の実施形態では、スタンプは、図６に示すように動作させてもよい。第１に、スタ
ンプは、ピックアップされるターゲット材料またはデバイスを有する基板と接触した状態
で押し付けられる（図６Ａ）。ターゲット材料は、よく知られているように、それ自身と
スタンプとの間のファンデルワールス力によって拾い上げられる（図６Ｂ、６Ｃ）。ター
ゲット材料は、最終基板と接触した状態で配置され、接触した状態で押し付けられる（図
６Ｄ）。流体（たとえば水）が、付着を低減するためにスタンプ表面に圧送される（図６
Ｅ）。スタンプ表面を水が完全に湿潤させるのに必要なだけの期間、スタンプは、この状
態のままにされてもよい。最後に、ターゲット材料が最終基板上に残ったままで、スタン
プが除去される（図６Ｆ）。図６Ａ～６Ｆでは、明確にするために以下の名称が付されて
いる。流体入口６０１Ｓ、ＰＤＭＳスタンプ６０２Ｓ、流体分配リザーバ６０３Ｓ、スタ
ンプ表面に対するマイクロ流体チャネル６０４Ｓ、接着性スタンプ表面６０５Ｓ、拾い上
げられ転写印刷されるデバイス６０６Ｓ、初期基板６０７Ｓ、最終基板６０８Ｓ、水６０
９Ｓの圧入。こうして、水がマイクロ流体チャネルの端部に達して、転写スタンプの表面
付着を改質し、デバイスを解放する。スタンプ表面上のいずれの表面チャネルも、図に示
されておらず、また、図は一定の縮尺で描かれていないことに留意されたい。
【００７８】
　伸張性回路要素を可能にする別の例示的な構成は、拡張性相互接続に関する第’１２５
号出願で説明されている。（第’１２５号出願の図３参照）。電気コンポーネントは、複
数の相互接続ノードのうちの１つのノードと考えられてもよく、その相互接続は、下にあ
る可撓性基板が拡張するにつれて、拡張／延長する。所定の実施形態では、可撓性かつ伸
張性電子部品は、基板、電気コンポーネント、電気相互接続、および同様なものを含む構
成を含め、様々な方法で実装されてもよく、また、それらの開発および実装時に電気的、
機械的、および化学的プロセスを含んでもよい。
【００７９】
　本明細書で十分に論じられるように、ＣＭＯＳデバイスは、検知、撮像、処理、ロジッ
ク、増幅器、バッファ、Ａ／Ｄ変換器、メモリ、クロック、および能動マトリックススイ
ッチングトランジスタを含む種々の精緻な機能を提供する。本発明の伸張性／可撓性回路
要素の電子デバイスまたは「デバイスアイランド」は、デバイスであってよく、それ自体
で、本明細書で述べる機能またはその一部を実施することが可能である。
【００８０】
　所定の実施形態では、デバイスおよびデバイスアイランドは、上述したように、「能動
的」であるとして理解される。
　所定の実施形態では、電子デバイスは、本明細書で述べるように、任意選択で、デバイ
スアイランド配置構成でレイアウトされる。そのため、回路要素１０００Ｓ、したがって
電子デバイスに関して本明細書で述べる機能は、電子デバイス自体に存在してもよく、電
子デバイスおよび／または電子コンポーネントのアレイにわたって分散されてもよく、あ
るいは、他の電子デバイスおよび／またはデバイスコンポーネントであって、各電子デバ
イス（または電子デバイスとデバイスコンポーネントの組合せ）が、本開示から明らかに
なる、別個の機能または追加の機能であるが相補的な機能を有する、他の電子デバイスお
よび／またはデバイスコンポーネントとの電子通信および連携によって達成されてもよい
。所定の実施形態では、こうした電子通信は無線でありうる。したがって、前記デバイス
は、こうした無線伝送が可能な変換器、送信機、または受信機を備えてもよい。
【００８１】
　図１に戻って、この図は、回路要素１０００Ｓ（およびそのため、電子デバイス、デバ
イスコンポーネント、またはそれらの組合せ）の機能を概略的に示す。電子デバイス、デ
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バイスコンポーネント、またはそれらの組合せを含むエレメント１１００～１７００なら
びにそれらのサブエレメントおよびコンポーネントは、個々に、または、適用可能な場合
には任意の組合せで回路要素１０００Ｓ内に存在しうる。いくつかの組合せが以下で論じ
られることになる。しかし、以下の議論は、本発明の例示的な実施形態を示すだけであり
、したがって、本発明の範囲を制限するものとみなされるべきではない。本明細書で一般
的に述べる回路要素１０００Ｓの素子は、様々な構成で配置され設計されうることが容易
に理解されるであろう。それでも、本発明は、さらなる具体性および詳細を持って説明さ
れるであろう。
【００８２】
　回路要素１０００Ｓは、温度や赤外線などの熱パラメータ；光学パラメータ；ｐＨ、酵
素活性、血液ガスおよび血液グルコースを含む血液成分、イオン濃度、たんぱく質濃度な
どの電気化学的および生化学的パラメータ；抵抗、伝導率、インピーダンス、ＥＫＧ、Ｅ
ＥＧ、およびＥＭＧなどの電気パラメータ；音、圧力、触感、および表面特性、あるいは
、身体の他の形態的な特徴を含む被検者の身体の種々のパラメータを検出するセンサ（あ
るいは、「センサデバイス」と呼ばれる）１１００を備える。そのため、上述したパラメ
ータの検出を達成するために、センサは、サーミスタ、熱電対、シリコンバンドギャップ
温度センサ、薄膜抵抗温度デバイス、ＬＥＤエミッタ、光検出器を含む光センサ、電極、
圧電センサ、超音波エミッタおよび受信機を含む超音波、イオン感応性電界効果トランジ
スタ、およびマイクロニードルを含んでもよい。上記センサのうちの１つまたは複数を使
用するか、あるいは、上記パラメータのうちの１つまたは複数を検出し、かつ／または測
定する例示的な実施形態が以下で論じられる。
【００８３】
　センサ（たとえば、センサデバイスアイランド）間の分離距離は、製造可能である任意
の距離であり、有効な範囲は、１０μｍ～１００００μｍであるが、それに限定されなく
てもよい。所定の実施形態では、センサ１１００は、センサ回路とみなされうる。個々の
センサは、差動増幅器および／またはバッファおよび／またはアナログ－デジタル変換器
に結合されてもよい。結果として得られるセンサ回路は、センサ自体と同じかまたは異な
るデバイス上に形成されてもよい。回路は、複数のセンサ１１００からの読取り値が、１
つまたは少数の増幅器／ロジック回路に入るように切換えられ、それらによって処理され
うるように、能動マトリックス方式でレイアウトされてもよい。センサ１１００のアレイ
からの信号は、その全体が参照により本明細書に組み込まれる、２００９年３月１２日に
出願された国際特許出願公開第ＷＯ２００９／１１４６８９号に記載される技法を含むマ
ルチプレクス処理技法を使用して処理されうる。マルチプレクサコンポーネント回路要素
は、基板２００上の回路要素１０００Ｓ上にまたは回路要素１０００Ｓ内に、あるいは、
デバイスの動作との干渉を回避する場所、たとえばカテーテルガイドワイヤの基部（基板
がカテーテルバルーンである実施形態に関係するが、動作の干渉を回避する他の領域も明
らかであろう）に配置されてもよい。
【００８４】
　回路要素１０００Ｓは、処理設備１２００（あるいは、本明細書で、「プロセッサ」、
「処理」として、およびすぐ下に記載の用語で称される）を備え、処理設備１２００は、
そこに記憶されるかまたはそこに対してアクセス可能なプログラムコードまたはプログラ
ム命令の実行を、直接的にまたは間接的に容易にしうる信号プロセッサ、デジタルプロセ
ッサ、埋め込みプロセッサ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、ＡＳＩＣ、ま
たは同様なものを含んでもよい。さらに、処理設備１２００は、複数のプログラム、スレ
ッド、およびコードの実行を可能にしてもよい。スレッドは、処理設備１２００の性能を
上げるため、また、アプリケーションの同時操作を容易にするために、同時に実行されて
もよい。実装の方法として、本明細書で述べる方法、プログラムコード、プログラム命令
、および同様なものは、１つまたは複数のスレッドで実装されてもよい。スレッドは、他
の複数のスレッドを生成してもよく、それらのスレッドはそれらに関連する割当てられた
優先順位を有することが可能である。すなわち、処理設備１２００は、優先順位またはプ
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ログラムコード内に設けられる命令に基づく任意の他の順序に基づいて、これらのスレッ
ドを実行してもよい。処理設備１２００（および／または一般に回路要素１０００Ｓ）は
、本明細書および他の箇所で述べた方法、コード、命令、およびプログラムを記憶するメ
モリを含んでもよく、または、メモリと電子通信状態にあってもよい。処理設備１２００
は、本明細書および他の所で述べた方法および機能を実施する方法、コード、および命令
を記憶してもよい記憶媒体に、インタフェースを通してアクセスしてもよい。処理設備１
２００は、電子デバイスおよび／またはデバイスコンポーネントを含む回路要素１０００
Ｓの他の素子内にあるか、または、他の素子と電子通信状態にある。オフボード処理設備
１２００Ａは、上述した全ての機能を含む。しかし、オフボード処理設備１２００Ａは、
回路要素１０００Ｓから物理的に離れているが、回路要素１０００Ｓと電子通信状態にあ
る。
【００８５】
　データ収集設備１３００（およびオフボードデータ収集設備１３００Ａ）は、回路要素
１０００Ｓならびに撮像設備１６００（以下で論じる）および治療設備１７００（以下で
論じる）を含む回路要素１０００Ｓのエレメントによって生成されるデータを、それぞれ
独立に、または、共に収集し、記憶するように構成される。データ送信設備１５００は、
センサ情報を、処理設備１２００またはオフボード処理設備１２００Ａに（ＲＦおよび／
または有線）送信する手段を含む。素子１１００～１７００はそれぞれ、互いに電子通信
状態にあるように構成され、必ずしもデータ送信設備１５００を通して通信する必要はな
い。所定の実施形態では、回路要素１０００Ｓおよび／またはデータ送信設備１５００は
、出力設備３００と電子通信状態にあり、出力設備３００は、所定の実施形態では、処理
設備１２００Ａまたは別個の処理設備と電子通信状態にありうる。検知されたパラメータ
に基づく視覚マップなどの本明細書で述べる種々の出力は、出力設備３００から出される
ことが理解されるべきである。
【００８６】
　回路要素１０００Ｓは、上述した方法を含む物理的接続によって、また、回路要素１０
００Ｓ上でアクセス可能な場所またはデバイスの動作への干渉を回避する場所に導電性パ
ッドを設け、導電性パッドに異方性導電性フィルム（ＡＣＦ）コネクタを接続することに
よって、外部の／別個のデバイスおよびシステムに接続されてもよく、またはその他の方
法により、それと電子通信状態にあってもよい。同様に、回路要素１０００Ｓおよび／ま
たは関連するデバイス１０１０Ｓは、外部の／別個のデバイスおよびシステムと無線伝送
、したがって、無線通信することが可能な変換器、送信機、送受信機、または受信機を備
えてもよい。さらに、回路要素１０００Ｓアイランドは、以下で述べるような導波路に沿
って光データ通信を実施するように作られてもよい。
【００８７】
　電源４００は、導波路を使用し、残りの回路要素に加えて伸張性／可撓性形式で作られ
たＰＶ電池を備え、外部からの光学的な供給を含む任意の数の方法で、回路要素１０００
Ｓに電力を供給することができる。あるいは、回路要素１０００Ｓを駆動するために薄膜
電池を使用してもよく、装置が身体内に残され、操作者と通信することを可能にしうる。
あるいは、装置上のＲＦ通信回路は、回路要素内のデバイスおよび／または外部の／別個
のシステムの間の無線通信を容易にするために使用されるだけでなく、回路を駆動するＲ
Ｆ電力を受信してもよい。こうした手法を使用することにより、外部電気インタフェース
の必要性をなくすことができる。
【００８８】
　回路要素１０００Ｓは、本発明の所定の実施形態において、所望の治療をもたらす種々
の素子を含む治療設備１７００を含む。所定の実施形態では、回路要素は、活性化される
と、抗炎症薬などの化学薬剤を身体内の局所部位に放出しうる熱または光活性化薬物送達
ポリマーを含みうる。したがって、所定の実施形態では、薬物送達ポリマーを活性化する
ために発光電子部品（ＬＥＤなど）を利用することができる。他の治療は、展開中に心臓
組織に切除治療を送出するように構成された回路要素などの回路要素１０００Ｓによって
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施行されうる／もたらされうる。治療設備１７００の他の例示的な実施形態が本明細書で
述べられるであろう。治療設備についての、これらの例示的な構成および方法は、範囲を
制限するものとみなされるべきではなく、したがって、記載される特定の例示的な実施形
態に特異的にかつ排他的に適用されるのではなく、治療設備１７００を利用する全ての実
施形態に適用されるものとみなされるべきである。
【００８９】
　本発明の所定の実施形態では、回路要素１０００Ｓは、撮像回路要素１６００を備える
。撮像回路要素１６００は、所定の実施形態では、能動ピクセルセンサのパックアレイを
備える。アレイ内の各ピクセルは、単結晶シリコンの単一ピース（５０μｍ×５０μｍ；
１．２μｍ厚）で形成された、光検出器、ｐｎ接合ブロッキングダイオード、能動増幅器
、およびアナログ－デジタル変換器を含んでもよい。所定の実施形態では、撮像回路要素
１６００は、接触応力により誘発される損傷を防止するために、ＰＤＭＳなどのポリマー
層で被覆されてもよい。撮像回路要素１６００は、被検者の身体２０００内の対象部位に
非常に接近して位置決めされた基板２００上に光検出器のアレイを備え、組織に対する光
検出器の近接性によるレンズベースの焦点調節を必要とすることなく、高空間分解能撮像
を提供しうる。撮像回路要素１６００は、対象組織を撮像するために光検出器に照明を提
供するための、光ファイバまたはＬＥＤを備えるかまたはそれに接続された光源を備える
。
【００９０】
　そのため、上記構成、設計、および技法は、回路要素が身体内の組織に直接接触し、場
合によってはそれと共形となることを可能にする。組織とのこうした共形接触は、本明細
書に開示する医療デバイス、方法、およびシステムの能力を高める。
【００９１】
　回路要素１０００Ｓについての例示的な構成は、センサ設備１１００、処理設備１２０
０および１２００Ａ、出力設備３００、ならびに治療設備１７００を含み、方法、構成、
ならびに作製技法が、以下で述べられ、以下の議論において、参照１０００Ｂ（またその
後、１０００Ｎ、１０００Ｔ、および１０００Ｅ）に関して言及されるであろう。しかし
、本明細書で述べる回路要素（したがって、電子デバイス、コンポーネント、および他の
機能的素子）の任意の実施形態が、例示的な実施形態の任意の実施形態に適用されること
が理解されるべきである。例示的な構成および技法は、範囲を制限するものとみなされる
べきではない。本明細書で全体が述べられる本発明の回路要素素子、構成、および作製技
法が、様々な異なる方法で、利用され、配列され、またはその他の方法で実装されうるこ
とが容易に理解されるであろう。同様に、また、明確にするために、本明細書に記載のこ
の実施形態（および全ての例示的な実施形態）について述べる回路要素構成および機能的
素子ならびに作製技法は、本明細書に開示される実施形態のそれぞれのまたは任意の実施
形態に適用されるものとみなされ、したがって、記載される特定の例示的な実施形態に特
異的かつ排他的に適用されるものとみなされるべきでない。
【００９２】
　図７は、本発明のある実施形態を示しており、回路要素１０００Ｂは伸張性であり、こ
の実施形態では、膨張性本体である拡張性／伸張性基板２００Ｂ上にある。一部の実施形
態（図７に示す実施形態など）では、膨張性本体は、カテーテル２２０Ｂ上のバルーンで
ある。バルーンおよびカテーテルは合わせて「バルーンカテーテル」２１０Ｂと呼ばれ、
膨張性バルーンをその先端に有するタイプのカテーテルであり、また、身体内の狭い開口
または通路を拡大するためなどの種々の医療処置のためのカテーテル導入処置中に使用さ
れることを当業者は理解するであろう。収縮したバルーンカテーテル２１０Ｂは、配備さ
れた後、必要な処置を実施するために膨張され、除去のために再び収縮される。
【００９３】
　図７は、この実施形態では動脈である管腔２０１０Ｂ内に挿入される、弛緩または収縮
状態にあるバルーンカテーテル２１０Ｂを示す。図７はまた、動脈２０１０Ｂの内壁上に
形成された動脈プラーク２０２０Ｂを示す。伸張性電子回路要素１０００Ｂは、伸張性回
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路要素１０００Ｂの種々の実施形態を参照して上述した方法で構成され、上述した適用可
能な技法に従って基板、すなわち膨張性本体２００Ｂの表面に取付けられる。所定の実施
形態では、回路要素１０００Ｂは、相補型金属酸化物半導体（ＣＭＯＳ）技術を利用する
。
【００９４】
　図７Ａは、デバイスが収縮または非拡張状態にある間の回路要素１０００Ｂの詳細な図
を示す。上述したように、本発明の回路要素１０００Ｂは、別個のデバイス１０１０Ｂと
して図７および７Ａに示される少なくとも１つのデバイスを備える。上述したように、所
定の実施形態では、電子デバイスは、少なくとも１つの他のデバイス１０１０Ｂと電子通
信状態にある。所定の実施形態では、デバイスは、本明細書で述べるように「デバイスア
イランド」配置構成で配列され、図１のエレメント１１００～１７００について述べた機
能、以下の例示的な実施形態、またはそれらの部分を含む本明細書で述べる回路要素の機
能を実施することがそれら自体で可能である。そのため、所定の実施形態では、デバイス
１０１０Ｂ（または、本明細書の任意のこうした電子デバイス）のこれらの機能は、集積
回路、物理（たとえば、温度、ｐＨ、光、放射線など）センサ、生物学的および／または
化学センサ、増幅器、Ａ／ＤおよびＤ／Ａ変換器、光収集器、電気機械変換器、圧電アク
チュエータ、ＬＥＤを含む発光電子部品、ならびにそれらの組合せを含みうる。
【００９５】
　所定の実施形態では、カテーテルバルーン２１０Ｂなどの拡張性かつ伸張性基板２００
Ｂの要求に対して、剛性であってよいデバイス１０１０Ｂを適応させるために、デバイス
１０１０Ｂは、別個でありかつ分離した「デバイスアイランド」として配置され、伸張性
相互接続１０２０Ｂまたは拡張性または伸張性表面に適応するように構成された相互接続
に電気的に相互接続されるように作製される。回路要素１０００Ｂの全ての素子の場合と
同様に、相互接続１０２０Ｂは、本明細書で述べる技法に従って作製されることができ、
したがって、この例示的な実施形態を参照して示し述べられるもとと異なって構成されて
もよい。
【００９６】
　この例示的な実施形態では、相互接続１０２０Ｂは可撓性であり、したがって、バルー
ン２１０Ｂの膨張によって生じる伸張に適応可能であることわかる。そのため、回路要素
１０００Ｂの全体が、拡張性または伸張性である。図７Ａに示す実施形態では、相互接続
１０２０Ｂは、基板２００Ｂが収縮状態にあるとき、座屈しており、または共平面でない
。（図８に示すように）膨張すると、相互接続１０２０Ｂは、共平面になるかまたは座屈
しなくなり、膨張によるデバイス１０１０Ｂ間の距離の増加に適応する。こうした座屈す
る非共平面相互接続ならびに同様な特性を有する回路要素は、本明細書の他の箇所に記載
され、当てはめられる。
【００９７】
　上述したように、所定の実施形態では、デバイス間の、かつ／または、前記デバイスと
離れた（たとえば、外部の）デバイスとの間の電子通信は、無線でありうる。したがって
、前記回路要素１０００Ｂおよび／または関連するデバイス１０１０Ｂは、こうした無線
伝送が可能な変換器、送信機、または受信機を備えてもよい。
【００９８】
　こうした回路要素の特定の作製方法は、デバイスに組み込まれることを所望される特定
の分類の回路、ならびに、デバイス、相互接続などの特性を含む回路要素の特定の特性に
依存し、また、この例示的な実施形態に関して開示される作製方法を含むが、それに限定
されなくてもよい。本発明の例示的な実施形態、すなわち温度センサを装備するカテーテ
ルバルーンの完全な作製ステップの非制限的な例は、以下の節で述べられる。以下で述べ
る実施形態は、膨張性システム（特にカテーテルバルーン）を参照するが、こうした動作
原理は、図１および基板の議論に関して上述したように、回路要素が取付けられる基板が
、普通なら伸張性または拡張性であるが膨張性でない状況、あるいは、基板が、膨張性で
あるが、必ずしも伸張性でない状況に適用されうることを当業者は理解するであろうこと
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に留意すべきである。
【００９９】
　バルーンカテーテル、神経束プロテーゼ、内視鏡、および組織スクリーニングについて
本明細書で述べた実施形態を含むが、それらに限定されない本明細書の実施形態では、温
度センサおよび関連する差動増幅器、バッファ、Ａ／Ｄ変換器、ロジック、メモリ、クロ
ック、ならびに能動マトリックススイッチングトランジスタを含んでもよいデバイスのア
レイは、「デバイスアイランド」配置構成でレイアウトされる。デバイスアイランドは、
５０μｍ×５０μｍ平方であることができ、そのほとんどが、単一の従来型センサ回路、
たとえば、それ自体は増幅器に接続されているバッファに接続された１つの温度センサを
収容する。抵抗性、ダイオードベースなどであってよい温度センサは、以下でさらに詳細
に述べるように、温度（または温度変化）を反映する信号を供給し、残りのセンサ回路要
素は、その後の処理のために信号を調節する。
【０１００】
　バルーンカテーテル、神経束プロテーゼ、内視鏡、および組織スクリーニングについて
本明細書で述べた実施形態を含むが、それらに限定されない本明細書の実施形態では、デ
バイスは、能動マトリックススイッチおよびアナログ温度信号をデジタル形態に変換する
Ａ／Ｄ変換器を収容し、一部のデバイスは、（たとえば、検知された温度または温度変化
にある値を割当てるために）デジタル信号を読取り、それらを処理することが可能なロジ
ック回路要素を収容する。これらの回路は、温度の読取り値を別のモジュールに出力して
もよく、または、データを出力するかまたはデータをオンボードメモリセルに記憶するこ
とが可能である。
【０１０１】
　バルーンカテーテル、神経束プロテーゼ、内視鏡、および組織スクリーニングについて
本明細書で述べた実施形態を含むが、それらに限定されない本明細書の実施形態では、回
路要素は、任意の２つのデバイスアイランド間で、好ましくはほぼ１つだけであるが約１
００を超えない電気相互接続が必要とされるように、配置され設計される。所定の実施形
態では、回路要素は、その後、標準的なＣＭＯＳ作製技術を使用してＳＯＩウェハ（標準
的なウェハが使用されうることが理解されるべきであるが）（１．２μｍ厚の上部Ｓｉ、
１μｍ厚の埋め込み酸化物）上に作製され、各アイランド間のシリコン空間は、各アイラ
ンドを分離するためにエッチング除去される。回路は、ポリイミドパッシベーション層に
よって保護され、その後、短いＨＦエッチングステップが、アイランドを部分的にアンダ
ーカットするために適用される。パッシベーション層が除去された後、ＳｉＯ２の薄膜が
、リフトオフ手段と組合せたＰＥＣＶＤまたは他の堆積技法によって堆積かつパターン形
成され（１００ｎｍ厚）、それにより、約５μｍである各デバイスアイランドの周りの領
域を除いて、酸化物層が、デバイス（ａ／ｋ／ａデバイスアイランド）間の空間のほとん
どを覆う。別のポリイミド層が回転塗布され、相互接続の形状にパターン形成される。通
常、１つの相互接続は、１つのデバイスの中心から別のデバイスの中心まで延在してもよ
い。あるいは、２つの相互接続は、デバイスのそれぞれの角から２つの異なるデバイスの
角まで延在してもよい。あるいは、１つの相互接続は、１つのアイランドエッジの中心か
ら別のアイランドエッジの中心まで延在してもよい。相互接続ブリッジは、約２５μｍ幅
であってよく、複数の電気線を収容してもよい。ポリイミドは、デバイスアイランドがア
ンダーカットされる場所を部分的に充填する。すなわち、これは、後の解放プロセスにお
いてアイランドを安定化し、そのマイグレーションを防止するのに役立つ。ビアは、ＰＩ
層にエッチングされて、次のステップでパターン形成される金属ワイヤが、回路に接触し
、１つのアイランドを別のアイランドに接続することを可能にする。（このステップは、
第１のセットの上に配置されるワイヤのさらなるセットを形成するために繰返されうる）
。別のＰＩ層が回転塗布される（ワイヤおよびその他全てを覆う）。ＰＩ（両方の層）は
、その後、Ｏ２ＲＩＥにおいて、堆積されたＳｉＯ２ハードマスクを用いてエッチングす
ることによって絶縁される。デバイスおよびブリッジの外側に配置されるＰＩ、ならびに
、外部から電気的にインタフェースされることを意味されるＰＩカバー領域および下にあ
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る酸化物につながる小領域がエッチングされる。エッチング穴は、必要である場合に形成
され、その後、ウェットおよび／またはドライエッチングによってシリコンまたは金属層
を通して転写されてもよい。下にある埋め込み酸化物は、デバイスを自由にするためにＨ
Ｆエッチャントを使用してエッチング除去され、デバイスは、デバイスの周りの境界の近
くにハンドルウェハを接触させる第１のポリイミドパッシベーション層のために、ハンド
ル基板に取付けられたままになる。
【０１０２】
　ＨＦエッチングが、十分に制御可能でなく、ＰＩ絶縁層の下に漏れ、それにより、ＣＭ
ＯＳデバイスを侵食する場合、第１のＰＩパッシベーションの前に、短いアルゴンスパッ
タリングが、任意のネイティブな酸化物を除去するために行われ、それに続いて、アモル
ファスシリコンスパッタリング、それに続いて、ＰＩパッシベーションおよび処理の残り
が行われる。すすぎの後、デバイスは、空気乾燥にさらされる。
【０１０３】
　一部の実施形態に関連して、乾燥後、デバイスは、ＰＤＭＳスタンプによって拾い上げ
られ、この特定の例示的な実施形態では、カテーテルバルーン２１０Ｂなどの膨張性本体
である基板の表面、あるいは、薄いＰＤＭＳ層または別個の薄いＰＤＭＳ層（後に膨張性
本体に巻き付けられてもよい）でコーティングされた膨張性本体の表面上に転写印刷され
る。図９Ａは、ＰＤＭＳ層２３０Ｂがバルーンの表面に巻き付けられたバルーンの側面図
を示す。図９Ｂは、カテーテル２２０Ｂ、バルーン２１０Ｂの表面、およびバルーンに塗
布された薄いＰＤＭＳ層２３０Ｂを示す断面図である。
【０１０４】
　（膨張性本体を含む実施形態において）薄いＰＤＭＳモールドが、（膨張した）バルー
ンの半分の形状で作られることも可能であり、そのＰＤＭＳモールドは、平坦に伸張され
、平面状態でＰＤＭＳモールドに回路が転写され、その後、半バルーン形状に急速に戻る
ように解放されうる。この半バルーンは、実際のバルーンに容易に取付けられることがで
き、またさらに接着されてもよい。回路がバルーンの外側にある場合には、デバイスが圧
縮されているか、あるいは、拡張性／膨張性本体がその他の方法で弛緩または収縮状態に
あるとき、ブリッジ（本明細書では相互接続および物理的電気接続とも呼ばれる）は、外
側に突出するかまたは座屈することに留意すべきである。ブリッジ１０２０Ｂは、膨張状
態ではまったく曲がっておらず、かつ／または基板２００Ｂの表面と共平面であるべきで
あり、それにより、収縮状態において座屈することでかなりの圧縮応力に適応することが
できる。
【０１０５】
　別例として、この工程が、バルーンの収縮状態で作製され、大幅に拡張されるように平
面以上に伸張されるモールドを用いて繰り返され、回路が転写されてモールドが解放され
た後に回路が大幅に圧縮するようになされてもよい。この場合、実際のバルーンへの転写
後、実際のバルーンが完全に拡張されると、ブリッジはほぼ平面になるか、または、完全
に伸長されてほとんど座屈しなくなるように、回路は十分に圧縮されるべきである。
【０１０６】
　回路要素１０００Ｂが、バルーンに直接転写される実施形態では、ＰＤＭＳスタンプは
、薄く（厚さが約１００～５００μｍに）、それにより、バルーンの形状と共形になるの
に十分に柔軟であるように作られるべきである。
【０１０７】
　回路要素１０００Ｂが、別個の薄いＰＤＭＳ層に最初に転写される実施形態では、ＰＤ
ＭＳ層は、転写が容易に行われうるように剛性基板上にあってよい。その後、ＰＤＭＳ層
は、基板から剥離され、回路要素１０００Ｂが、予備歪みを用いて転写されたか否かに応
じて、膨張状態または収縮状態でバルーン２１０Ｂに巻き付けられうる。２Ｄアレイでは
なく１Ｄアレイで回路要素を作ることが望ましい場合がある。この方法では、薄いＰＤＭ
Ｓ層は、バルーン２１０Ｂ表面全体を覆うために、バルーン２１０Ｂに容易に巻き付けら
れうる長く幅の狭いリボンである。
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【０１０８】
　所定の実施形態では、回路要素を取付けるために、バルーン２１０Ｂは、図１０Ａに示
すＰＤＭＳキャリア基板２０４Ｂ上の回路要素１０００Ｂの平面アレイに沿って直接転が
されうる。バルーンは、その後、収縮され、かつ／または、再膨張されうる。収縮は、図
１０Ｃに示すように、回路要素の相互接続に、座屈させ、収縮によって課される収縮力を
引き受けさせることができ、一方、膨張は、相互接続に、（図１０Ｂに示すように）実質
的に基板と共平面にさせる。この原理は、本明細書の、膨張性、伸張性、および可撓性の
実施形態に適用された。さらに、バルーンカテーテルに適用される前述のスタンピング方
法は、本明細書で述べる実施形態の全てにおいて電子回路要素をスタンピングするために
適用されうることが理解されるべきである。
【０１０９】
　所定の実施形態では、回路要素を、ＰＤＭＳの別の層で、または、流体被覆を行うため
にＰＤＭＳの液体とそれに続く固体ＰＤＭＳの上層で（所定の実施形態では、圧縮状態に
ある間に）被覆されてもよい。
【０１１０】
　回路要素がバルーン上で外側に面している実施形態では、それは、バルーンの基部に位
置するように設計されるべき導電性パッドにおいて電気的に外部から接続されてもよい。
異方性導電フィルム（ＡＣＦ）のコネクタが使用されて、フィルムをパッド上に押し付け
て加熱することにより、上記の導電性パッドに接続されてもよい。フィルムは非常に薄く
可撓性を有するので、フィルムを次いでカテーテルの長さに沿って徐々に減少させること
ができる。
【０１１１】
　回路要素が被覆されているかまたは内側に面している実施形態では、ウェット化学エッ
チングもしくはドライ化学エッチングで導電性パッド上の被覆用ポリマーの一部を最初に
除去することにより、または材料の物理的な機械的除去、例えば限定するものではないが
ドリル加工により、電気的に外部から接続されてもよい。この時点でＡＣＦが組み込まれ
てもよい。別例として、伸張性の回路要素は、転写または被覆処理に先立ってＡＣＦに電
気的に接続されてもよい。
【０１１２】
　上述のように、複数の実施形態では導波路としてカテーテルチューブを使用し、残りの
回路要素に加えて伸張可能な形式で作製されたＰＶ電池を備えさせて、回路に外部から光
学的に動力を供給することが可能な場合もある。さらに、カテーテル導波路に沿って光デ
ータ通信を行うためにＬＥＤアイランドが作製されてもよい。別例として、回路要素に動
力を供給するために薄膜バッテリが使用されてもよい。別例として、装置上のＲＦ通信回
路は本体の外部で無線通信するために使用されてもよく、回路に動力を供給するためにＲ
Ｆ電源を受け入れることもできる。
【０１１３】
　所定の実施形態では、基板は、ポリマー、たとえばポリイミドまたはポリジメチルシロ
キサン（ＰＤＭＳ）である。単結晶半導体自体が、所望の機能を実装する回路設計に従っ
てシリコンオンインシュレータ（ＳＯＩ）キャリアウェハ上に生成されてもよい。（本明
細書で述べる）相互接続システムはまた、より小さなデバイスアイランドを接合するため
に、このステップ中に生成されてもよい。処理された単結晶デバイスは、（たとえば、エ
ッチングによって）ＳＯＩウェハから除去され、その後、所望の可撓性ポリマー基板上へ
の（本明細書で述べる方法による）転写印刷のために、エラストマースタンプと接触状態
で配置される。所定の実施形態では、回路要素１０００Ｂは、転写の前に予備伸張されて
もよい伸張性基板上に転写される。所定の実施形態では、伸張性基板は、カテーテルバル
ーン２１０Ｂとして役立ち、モールドによって膨張したバルーンの形状に適合されうる。
バルーンポリマーは、回路要素１０００Ｂに損傷をもたらすことなく、その緩和したまた
は自然の状態の大きな（３００％より大きな）歪みにわたって伸張されうる。本明細書で
述べるように、回路要素は、クラックまたは局所的接触応力からのさらなる保護を提供す
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るためにさらなるポリマーの薄層を用いて被覆されうる。
【０１１４】
　ここに説明されたバルーンカテーテルの例示的な実施形態を含むがそれに限定されない
本発明の装置において、基板（本実施形態ではカテーテルバルーン２１０Ｂ）はデバイス
２１０Ｂの配列を有する伸張性回路要素１０００Ｂで覆われ、かつ、患者の体の内腔２０
１０Ｂ内に挿入され得る。デバイスは、温度センサを含んでいてもよい。温度センサは、
例えば、シリコンダイオードから構成されたシリコンバンドギャップ温度センサであって
もよい。これらのシリコンダイオードの順電圧は温度の変化を感知することができる。別
例として、異なる熱電材料間の温度変化を感知する電気抵抗回路または熱電対回路におい
て温度により引き起こされた変化に基づいて温度を計測する、白金薄膜抵抗温度デバイス
（ＲＴＤ）が利用可能である。熱抵抗器については、正規化された抵抗の変化（Ｒ）、抵
抗器の温度係数（α）は、温度の変化（Ｔ）に対して
　　ΔＲ／Ｒ＝αＴ
によって関係づけられる。
【０１１５】
　白金（５００Å）、およびクロムの粘着層（１５０Å）は、個々のＲＴＤセンサを画成
するために、ｅビームによる熱蒸着を使用してＳＯＩウェハ上でパターン形成および堆積
されうる。ＲＴＤセンサは、先に記述されたのと同じデバイスアイランド上で、ＣＭＯＳ
をベースとした増幅器、トランスデューサ、計算論理素子、およびＡ／Ｄ回路要素と共に
集積化可能である。
【０１１６】
　回路要素１０００Ｂが膨張性の本体（この実施形態ではバルーンカテーテル２１０Ｂ）
の上に転写されると、複数方向の引張歪みもしくは圧縮歪みを不安定に適用することがで
きる機械的曲げステージを用いて、または反復した膨張および収縮の負荷サイクルをかけ
ることにより、引張試験および疲労試験を実施可能である。機械的曲げステージは、回路
半導体に連結される電気的な探査端末（アジレント社（Agilent）、５１５５Ｃ）と並行
して作動することができる。実施形態では、回路要素の性能を評価するために、加熱試験
および冷却試験の複合サイクル化が実施されてもよい。回路が１６０℃で５分間加熱され
、続いて、各電気計測の前および後に冷却されうる。
【０１１７】
　この例示的な実施形態および外部損傷から回路要素を保護することが望ましい他の実施
形態では、ポリマーの被覆用薄層は、回路要素に適用されることができ、先の説明および
本明細書で述べる他の適用可能な被覆方法に従って、膨張性本体に回路要素が適用された
後、膨張性本体の表面上に適用されることを含む。この被覆用ポリマー層は、センサとの
直接接触が必要とされない領域における選択的な硬化を可能にするために、非常に薄く（
＜１００μｍ）かつ光硬化性であってよい。そのため、対象組織との直接接触または共形
接触を必要としないデバイスの領域は、露出されてもよい。こうした選択的な被覆が以下
で述べられるが、本明細書で述べる選択的被覆についての任意の技法が適用されてもよい
。選択的被覆の全ての方法が、本明細書で開示される任意の実施形態に適用されることに
留意すべきである。
【０１１８】
　実施形態によっては、光硬化の間、直接的接触のためＲＴＤ温度センサを優先的に露出
してもよい。被覆用層の優先的な光硬化に使用可能ないくつかのポリマーがあり、例えば
、限定するものではないが２‐ヒドロキシ‐２‐メチルプロピオフェノン光重合開始剤を
併せたポリエチレングリコール（ＰＥＧ）が挙げられる。光硬化性のＰＥＧ被覆は、紫外
線に曝露されると硬化する。ＡＵＴＯＣＡＤを使用して設計されたフォトマスクが印刷さ
れて、膨張性の本体の表面の選択的硬化を可能にすることができる。これらのマスクは、
広域励起ＵＶフィルタが連結されたＵＶ光源ステージの中へフィルタとして挿入可能であ
る。位置調整されたマスクを用いた曝露により、膨張性の本体の戦略的領域における重合
が可能となる。重合時の視覚的な位置調整は、ＣＣＤカメラを用いて達成される。
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【０１１９】
　所定の実施形態では、基板（所定の実施形態では、カテーテルバルーン２１０Ｂなどの
膨張性本体）は、温度センサなどのセンサを備えるデバイス１０１０Ｂのアレイを装備し
、膨張性本体が膨張すると、管腔内のプラークの表面と直接接触または共形接触状態で温
度センサが位置決めされるように展開されうる。
【０１２０】
　この実施形態で、また、本明細書に記載の可撓性および／または伸張性回路要素を有す
る他の実施形態で実現される重要な利点は、回路要素（およびしたがって、そのセンサな
どのデバイス）が、対象の表面または組織（この場合、管腔のプラークおよび内部表面）
と直接接触状態になるだけでなく、表面または組織の輪郭および／または表面特徴との共
形接触を達成して大幅に改善された性能を達成することである。
【０１２１】
　実施形態によっては、センサ間の分離距離は製造可能な任意の距離でよく、有効な範囲
は１０μｍ～１００００μｍであり得るがそれに限定されない。個々のセンサは、差動増
幅器および／または緩衝器および／またはアナログデジタル変換器に連結されてもよい。
これらの回路は、温度センサ以外の同一または異なるデバイス上に形成可能である。回路
は、多数の温度センサからの読取り値が１または数個の増幅器／論理回路へ切り替えられ
て該増幅器／論理回路によって処理されることが可能なように、能動マトリックス方式で
配列されてもよい。これらのセンサアレイは入力信号を記録し、入力信号はその後、バル
ーン表面とカテーテルチューブとの間の接合部付近に置かれた金属電極を使用して、バル
ーンの表面からガイドワイヤおよびプロセッサへと送られることが可能である。別例とし
て、ワイヤボンダを使用してバルーン回路要素をカテーテルガイドワイヤの表面に取り付
けるために金の金属ワイヤが用いられてもよい。センサのアレイからの信号は、２００９
年３月１２日に出願された国際公開第２００９／１１４６８９号（全体が参照により本願
に組み込まれる）に記載されたものを含む多重化技術を使用して処理されうる。カテーテ
ルガイドワイヤの基部にあるマルチプレクサ構成要素の回路要素は、この種のデータ解析
／処理を促進することができる。
【０１２２】
　本明細書で開示されるこうしたマルチプレクス処理技法は、どの能動デバイスが利用さ
れるべきか、または、能動デバイスのどのようなパターンが機能すべきかを、回路要素（
または操作者）が選択することを可能にする。処理設備は、操作者が前記選択または調整
を行うように出力設備上にユーザインタフェースを生成するように構成される。いくつか
の場合には、利用される能動デバイスの識別またはパターンは、デバイスが対象組織と電
気接触状態にあるか、共形接触状態にあるか（または、どの程度電気接触状態にあるか、
または、どの程度共形接触状態にあるか）に基づく。そのため、本明細書の全ての実施形
態は、全ての電子デバイスが、組織上の対象領域と完全に接触状態にあるのではなく、部
分的に接触状態にあるときでも、有用な量のデータを生成することができる。
【０１２３】
　デバイスの操作者は、Ｘ線血管造影中に光学ガイダンスを使用して、ガイドワイヤがプ
ラーク部位領域に達すると、バルーンカテーテルを展開する。カテーテルバルーンの変形
性かつ伸張性の性質は、動脈管腔および堆積したプラーク（図７および７Ａの２０２０Ｂ
として示す）の表面輪郭などの不均一表面輪郭上の複数の接触点での温度測定を可能にす
る。（回路要素の共形の性質は、こうした能力を可能にする）。展開されると、本明細書
に記載の処理設備は、送信データを処理し、管腔内のプラークの空間温度マップを生成す
る。このデータは、デバイスの操作者によって使用され、プラークに沿って温度不均一性
の存在が検出され、プラークのタイプが確定されうる。プラークタイプが確定され、表面
輪郭が特徴付けられると、バルーンカテーテルは、収縮され除去されうる。
【０１２４】
　本発明の別の実施形態では、伸張性回路要素１０００Ｂは、圧力センサアレイを備える
。こうしたセンサアレイは、シリコンベースであり、圧抵抗性または容量性検知を利用し
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てもよく、または、ポリマーベースまたは光学ベースであってよい。所定の実施形態では
、圧力センサは、用途に適した作動範囲およびサイズを有し、本明細書に記載の用途を受
け入れることができ、また、経験することになる伸張力に対して耐性であるべきである。
【０１２５】
　図１０Ｄは１つの例示的な圧力／接触センサを示しており、そのセンサは本明細書に記
載の、圧力センサまたは接触センサを必要とするどの実施形態においても利用することが
できる。圧力センサは、薄い単結晶シリコン、ポリシリコン、および／または窒化ケイ素
の薄膜のような可撓性材料からなる可撓性かつ懸架されたダイヤフラム６００を備える。
ダイヤフラム６００は、ＳＯＩウェハから取り出された金属電極層で構成されているドー
プシリコンの基層の真上に懸架可能である。ポリシリコンのダイヤフラム層は、シリコン
電極６１０の上に最初にＳｉＯ２層を堆積させることにより、懸架された層として形成可
能である。その後、ＳｉＯ２層の上にポリシリコンが堆積されてもよく、次にＳｉＯ２層
が選択的にエッチングされうる。このエッチングステップにより、懸架された可撓性のポ
リシリコン構造物の形成が可能となる。厚さが制御されたダイヤフラムを生産するために
は、ＨＦを使用する正確なエッチング速度が使用されなければならない。既知の厚さ（２
～１０μｍ厚）、材料係数および表面積を備えたこのダイヤフラムおよび下層をなすシリ
コン電極は、総体として平行板キャパシタを形成する。センサの静電容量は、上部のポリ
シリコン層と下層をなすシリコン電極との間の距離に依存する。静電容量の記録は、ダイ
ヤフラムのたわみ（力Ｐによって引き起こされる）を静電容量の変化に関連づける。
【０１２６】
　本発明の実施形態では、伸張性回路要素は接触センサのアレイを含む。接触センサは、
圧力に応じてオン／オフ電気抵抗変化を提供するように設計されて、加えられた圧力が所
定の閾値を越えた時に、センサが例えば動脈壁と接触していることを示す電気信号を提供
するようになっている。接触センサを形成する方法の一例は、単純な機械的電気スイッチ
であって一方の導電体が他方の導電体上に機械的に押し付けられるものを作製することで
ある。表面のバルーン上に置かれる下方の導電体は、開放回路を形成するために１つ以上
の場所において不連続な金属ワイヤで構成される。この開放回路の周囲で被覆されるのが
、ＰＤＭＳから形成されたダイヤフラムである。ＰＤＭＳはダイヤフラムの形状にモール
ド成型されてもよいしエッチングされてもよい。ダイヤフラムの上部壁は、フォトリソグ
ラフィパターニング、電気化学的エッチング、エッチング、斜め蒸着などの標準的手段に
よって金属導電体でコーティングされる。ダイヤフラムは位置調整されてバルーンの表面
に結合される。ダイヤフラムは、一定の圧力が加えられたときに、下方へ屈曲して上方の
導電体が下方の不連続な導電体と接触かつ短絡することが可能になるように設計されてい
る。これは、ダイヤフラムの幾何学的形状（高さと幅）および材料の制御によって行われ
る。さらに別の非限定的な例においては、ダイヤフラムは、上部にポリシリコン架橋部を
備えた二酸化ケイ素犠牲層など、ＭＥＭＳ技術で作製されてもよい。
【０１２７】
　本発明の実施形態では、相対圧力を計測するために、各圧力センサは、感圧性が著しく
低いことを除いて同一の電気特性を有する参照センサユニットと連結されてもよい。セン
サと参照ユニットとの間の圧力計測値の差により、多数の寄生効果に関する補正が可能と
なる。参照ユニットは、ポリシリコン電極の頂面にパッシベーション層を残すことにより
作出可能である。圧力センサユニットと共に参照ユニットを有することにより、差圧の記
録が可能となる。そのようなセンサアレイは、配備されると、とりわけ組織の存在および
機械特性（例えば動脈内腔およびその中のプラークの存在および特性）を決定するために
回路要素が使用することのできるデータを生成することができる。基板がバルーンである
実施形態では、そのようなデータをバルーンの直径および内腔を推定するために使用する
こともでき、その時点でバルーンの膨張を終了させるべく、デバイスの操作者にフィード
バックを供給する。この種の検知は、一回の展開配置の試みの際に組織の機械的かつ熱的
性質の完全な評価を行うために温度センサアレイと組み合わされてもよい。
【０１２８】
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　所定の実施形態では、こうした圧力検知によって生成されるデータはまた、動脈プラー
クなどの物質の表面輪郭の触感画像マップの生成を可能にする。さらに、バルーンカテー
テルの実施形態におけるこの種の機械式撮像は、バルーンが膨張したときにステントが首
尾よく展開されたかどうかを指示しうる。
【０１２９】
　治療設備１７００を含む本発明の実施形態では、プラークタイプが、温度センサによっ
て生成されたデータを用いて最初に確定され、その直後に、バルーンポリマー内に埋め込
まれた薬物送達ポリマーおよび回路要素が活性化されて、炎症が存在するプラーク上の局
所部位に対する、局所冷却および／または抗炎症薬などの化学薬剤の放出がもたらされる
。所定の実施形態では、治療設備１７００は、発光電子部品（ＬＥＤなど）を備え、薬物
送達ポリマーを活性化するために利用されうる。
【０１３０】
　所定の実施形態では、回路要素は、撮像回路要素（図１に関連して１６００と呼ばれる
）を備える。撮像回路要素は、能動ピクセルセンサのパックドアレイを備える。アレイ内
の各ピクセルは、単結晶シリコンの単一ピース（５０μｍ×５０μｍ；１．２μｍ厚）で
形成された、光検出器、ｐｎ接合ブロッキングダイオード、能動増幅器、およびアナログ
－デジタル変換器を含んでもよい。カテーテルバルーンなどの膨張性本体に関する実施形
態では、膨張性本体上の回路要素の接触応力により誘発される損傷を防止するために、Ｐ
ＤＭＳなどのポリマー層を用いて回路要素を全て被覆してもよい。その理由は、管腔と光
センサアレイとの直接接触の必要が存在しないからである。動脈管腔内のプラーク部位に
非常に接近して位置決めされた膨張性本体上の光検出器のアレイは、管腔に対する光検出
器の近接性によるレンズベースの焦点調節を必要とすることなく、高空間分解能画像を生
成するために処理設備によって使用されるデータを提供する。カテーテルガイドワイヤは
、プラークおよび管腔表面を撮像するために光検出器に照明を提供するための、光ファイ
バまたはＬＥＤなどの光源を備えてもよい。
【０１３１】
　本発明の実施形態では、基板は、超音波エミッタおよび受信機で覆われて、プラークお
よび動脈管腔の横方向深部組織画像を生成するために使用されるデータを生成する。
　本発明の実施形態では、基板は、プラーク導電率を測定するために使用される刺激およ
び記録電極で覆われる。不安定プラークは、安定したプラークおよび動脈組織よりかなり
導電性が低いため、この形態のセンサアレイは、測定されるプラークの導電率に基づいて
プラークタイプを確定するのに役立ちうる。膨張性本体が展開されると、電極は、プラー
ク付着物と直接接触および／または共形接触状態で位置決めされ、導電率が測定される。
再び、このデバイスは、伸張性および膨張性の本体内に埋め込まれた他のセンサアレイタ
イプと組合されて、複数の検知および治療機能を並列に提供しうる。
【０１３２】
　プラークの部位でセンサによって収集されるデータは、プラークがない管腔内の異なる
場所で同じ膨張性本体（または、同じカテーテル上の第２の膨張性本体）を展開すること
によって確立されるベースラインと対照して解釈されうる。
【０１３３】
　本発明の実施形態では、デバイスのアレイは、可撓性かつ伸張性のポリマーベースバル
ーンカテーテル基板内で一括して作製された温度検出器、圧力センサ、および光検出器を
含む。これらの能動デバイスコンポーネントは、０．６μｍまたはそれよりも小さい特徴
分解能（feature resolution）を使用して設計されうる。これらの能動デバイスコンポー
ネントは、単結晶シリコンのピース（５０μｍ×５０μｍ；１．２μｍ厚）であるデバイ
ス上に集積されてもよい。バルーンが動脈管腔内に挿入されると、デバイスの操作者は、
ガイドワイヤをナビゲートし、バルーンをプラーク部位に導く。バルーンの展開は、血流
を断続的に停止しうる。ガイドワイヤは、好ましくは、光ファイバまたはＬＥＤを装備し
、管腔に対する撮像アレイの密接な接触は、光学レンズアレイの必要性をなくす。その理
由は、光源からの光が、アレイ間の相互接続ギャップ領域を通過し、管腔／プラークを通
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して散乱し、光検出器に直接達するからである。
【０１３４】
　この実施形態では、圧力センサアレイは、膨張性本体が最初にプラークに接触したとき
を検出し、良好な展開を確実にするために、接触領域全体を空間的にマッピングするため
に使用されるデータを生成する。回路要素は、センサによって生成されるデータを連続し
て記録し、動脈プラーク内のどこに炎症およびマクロファージ付着物が存在するかを検出
する方法として、温度を空間的にマッピングする。デバイスの操作者は、データを調査し
、薬物送達方策、ステント展開、またはプラークに関するさらなる試験による即座の処置
をとるかどうかを決定してもよい。デバイスの操作者はまた、プラークを可視化するため
に光撮像を利用してもよい。温度センサに加えて、バルーン上に集積された圧力センサお
よび撮像センサを有することは、バルーンがプラークに接触する領域の詳細な触感、温度
、および視覚マップの生成を可能にする。圧力センサおよび光検出器のアレイを用いたこ
のタイプの分散機械式検知および撮像は、ステントおよび／またはバルーンが、プラーク
の表面全体に接触することを確実にする。
【０１３５】
　所定の実施形態では、管腔は肺静脈であってよい。こうした実施形態では、回路要素１
０００Ｂは、肺静脈の電気活性に関連するデータを生成するセンサを有するデバイスを備
え、そのデータは、次に、処理設備によって使用されて、肺静脈の周辺電気活性のマップ
が生成されうる。他の実施形態では、センサは、活性電極を含んでもよい。こうした実施
形態は、肺静脈の電気活性をマッピングするためのデータを生成してもよい。さらに、実
施形態はまた、電気活性をマッピングするために肺静脈内に展開される、バルーン上での
均一な検知のための圧力センサおよび温度センサを含んでもよい。肺静脈について述べる
こうした実施形態は、任意の管腔に適用されてもよい。他の実施形態では、センサは、隔
壁、心房壁または表面、および／または心室表面の電気活性をマッピングするために使用
されるデータを生成する活性電極を含んでもよい。
【０１３６】
　他の実施形態は、膨張性本体が膨張している間に電気活性をマッピングするためにデー
タを生成するように構成され、同時のマッピングと切除を可能にする活性電極を含んでも
よい。所定の実施形態では、切除は、レーザまたはＲＦエネルギーによって低温で行われ
てもよい。
【０１３７】
　他の実施形態では、接触圧力センサデバイスは、処理デバイスによって使用されるデー
タを生成し、マッピングおよび切除中に膨張性本体、すなわちバルーンの閉塞のために使
用されうる肺静脈孔に加えられる単位面積当たりの力をマッピングする。
【０１３８】
　本明細書の膨張性本体は、指定温度の流体によって膨張されてもよい。流体の温度に関
連するデータは、回路要素によって生成され、そして、電子部品の熱出力を調節するか、
または、センサを較正するために使用されてもよい。
【０１３９】
　バルーンカテーテルの実施形態は、バルーンの能動検知および撮像領域の周りに嵌合さ
れる可能性があるステントと共に展開されうる。
　カテーテルを利用する実施形態は、本明細書に記載の本発明のカテーテルを利用しても
よい。図１０Ｅは、３つの管腔、すなわち、（ガイドワイヤを収容する）ガイドワイヤ管
腔７００２、流体注入管腔７００６（バルーンを膨張させるか、または、バルーン表面上
の電極または能動デバイスの温度を制御するために使用されることになる流体用のチャネ
ル）、および（ＤＡＱに接続されることになる可撓性ＰＣＢおよび配線を収容する）回路
要素管腔７００４を備えるカテーテル７０００を示す。カテーテルシステムの組立てにお
いて、可撓性ＰＣＢは、ＤＡＱへの接続のために配線され、伸張性電極アレイにも電気接
続される。このユニットは、その後、最初に入り、ＤＡＱへの接続のためにカテーテルの
近位端を通して出るＤＡＱに向かうワイヤを用いて、示される３管腔押出し品の回路要素
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管腔内に通される。
【０１４０】
　マルチプレクサの実施形態は、バルーンカテーテルの例示的な実施形態に関連して述べ
られるが、他の実施形態に適用されることが理解されるべきである。図１０Ｆは、単一無
線リンクを通じて１６（であるが、他の数でもありうる）の非同期チャネルを集める無線
カテーテル統計的マルチプレクサを示す。図１０Ｆでは、I０～I１５は、バルーンカテー
テル電極である。３つのクロスポイントスイッチが、マルチプレクス処理のために使用さ
れる。マルチプレクス後、Ｘ倍の増幅器が使用される。増幅後の信号は、ＣＰＵのＡ／Ｄ
に給送され、その後、無線送信される。２つのワイヤが、電源およびグラウンドのために
必要とされる（５～７．５ｍＡで３～５Ｖ）。
【０１４１】
　非同期ポートは、５７．６Ｋｂｐｓまでの速度について個々に設定されうる。ハードウ
ェア（ＣＴＳ／Ｂｕｓｙ　ｈｉｇｈまたはｌｏｗ）またはソフトウェア（Ｘｏｎ／Ｘｏｆ
ｆ　ｅｖｅｎ、ｏｄｄ、ｍａｒｋ、ｓｐａｃｅ、またはｔｒａｎｓｐａｒｅｎｔ）フロー
制御もまた、ポートごとに設定される。
【０１４２】
　無線カテーテル統計的マクチプレクサは、５７．６Ｋｂｐｓで実行される無線リンクで
ある。そのマルチプレクサは、ライセンスフリーＩＳＭまたはＭｅｄＲａｄｉｏ帯域上で
送信する。リンクラジオモジュールは、ネットワーク管理ポートまたはポート１に接続さ
れる端末またはＰＣを使用して容易に構成される。レンジは、オプションの外部リピータ
（図示せず）を用いて、１２２～１８３ｃｍ（４～６フィート）または３０５ｍ（１００
０フィート）までである。
【０１４３】
　ネットワーク管理ポートは、ローカルおよびリモートの構成コマンドを含む。コンフィ
ギュレーション表示（Ｓｈｏｗ　Ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ）コマンドは、ローカルと
リモートの両方のマルチプレクサの構成設定を、システム管理者が観察することを可能に
する。ネットワーク管理機能は、ポートおよび複合ループバック、リモートまたはローカ
ルポートの取込み、リモートまたはローカルの個々のポートへの試験メッセージの送出、
ノード識別のためのマルチプレクサＩＤの設定、および、ローカルマルチプレクサにおい
て送信ラインまたは受信ラインの監視を可能にする組込み式「データラインモニタ（data
 line monitor）」を含む。マルチプレクサ特有の特徴は、ココピーコマンドである。こ
のコマンドは、ユーザが何を入力しているかを正確に観察するために、任意のローカルま
たはリモートポートを、ホストサイトのトレーナが「コピー」することを可能にする。
【０１４４】
　こうしたマルチプレクス処理技法は、回路要素（または操作者）が、どの能動デバイス
が利用されるべきか、または、能動デバイスのどのようなパターンが機能するべきかを選
択することを可能にする。ある場合には、利用される能動デバイスの識別またはパターン
は、デバイスが対象組織と電気接触状態にあるか、共形接触状態にあるか（または、どの
程度電気接触状態にあるか、または、どの程度共形接触状態にあるか）に基づく。そのた
め、本明細書の全ての実施形態は、全ての電子デバイスが、組織上の対象領域と完全に接
触状態にあるのではなく、部分的に接触状態にあるだけのときでも、有用な量のデータを
生成することができる。
【０１４５】
　元の図１を参照して、本発明の別の実施形態は、小さな開口によって、神経束の切断さ
れた端部間に挿入されうるプロテーゼデバイスであるかまたはそれを備える基板２００（
以下のいくつかの実施形態を参照して２００Ｎとして示される）を含む。プロテーゼデバ
イスの外部表面は、本明細書の開示による回路要素を備え、回路要素は、増幅および刺激
回路要素に結合した微小電極を備える。
【０１４６】
　プロテーゼデバイスは、神経束の形状と共形になるように、伸張、膨張、またはその他
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の方法で拡張しうる。この拡張は、神経束のギャップを架橋するように、デバイス上に戦
略的に位置決めされる微小電極の配向を促進する可能性がある。さらに、回路要素（およ
び、所定の実施形態では、治療設備１７００）は、本明細書で述べる方法で、オンボード
ロジックコンポーネントを使用して、または、回路要素に接続された外部デバイスを利用
した操作者からの手入力によって、複数の神経間の接続を選択的に生成してもよい。これ
らのアクションの実行は、電極の移動なしで、または、さらに物理的干渉なしで起こる可
能性がある。
【０１４７】
　この特定の実施形態の利益は、多くの個々の神経を、神経を直接操作する必要性なしで
電気的に再接続できること、最小侵襲性手段を使用することによって神経損傷の重症化の
リスクを低減できること、および、さらなる手術手段なしで、１回または複数回、接続を
その後「書き直す（rewrite）」ことができることを含む。さらに、この実施形態は、特
定の神経線維の特性および機能に対して、信号増幅および調節を使用して各「再接続」の
入力および出力を適合させるという利点を有する。
【０１４８】
　この実施形態では、回路要素は、上述した方法に従って作製される。本明細書に記載の
他の実施形態のように、デバイスは、デバイス「アイランド（island）」配置構成でレイ
アウトされうることに留意すべきである。デバイスは、約５０μｍ×５０μｍ平方であり
、そのほとんどが、バッファ、また同様に増幅器に接続された１つまたは複数のコンポー
ネントを収容する。一部のデバイスは、能動マトリックススイッチおよびＡ／Ｄ変換器を
収容し、一部のアイランドは、デジタル信号を読込み、それを処理することが可能で、ま
た、データを出力するかまたはデータをメモリセルに記憶することが可能なロジック回路
要素を収容する。回路要素はまた、金属接触パッドを備えるデバイスコンポーネントを含
んでもよい。デバイス上の回路は、任意の２つのデバイスアイランドまたはデバイス間で
、好ましくは約１つだけであるが、約１００を超えない電気相互接続が必要とされるよう
に、構成され設計される。
【０１４９】
　所定の実施形態では、基板は、エラストマーベッセル（本明細書で「膨張性本体」とも
呼ばれる）を備える。いくつかの実施形態では、こうした基板は、円板の形状であり、前
記ベッセルは、本明細書で述べる可撓性および／または伸張性回路で覆われ、複数の電極
を有する。円板は、変形されて、「収縮した」構成で小さな開口を通して通過すること、
および、切断されたまたは損傷した神経束間の隙間においてその後展開することが可能に
なりうる。粘性流体による膨張が好ましいが、種々のガス、流体、またはゲルが使用され
てもよいことが明らかである。本明細書で述べる方法によれば、可撓性および／または伸
張性回路要素は、小型電極であって、小型電極が周囲組織と相互作用することが可能にな
るように露出された、小型電極で封止される。各電極は、検知電極または刺激電極として
役立つことができ、デバイス構成に応じて、検知または刺激増幅器に接続される。信号は
、検知電極から信号処理回路要素を通って刺激電極へと経路指定される。この実施形態で
は、どの電極も、そのときに実施される動的構成に応じて、刺激電極または検知電極とし
て働きうる。こうした電極は、電気接続および／または直接の物理的接触状態にある間に
データを生成しうる。「電気接続」は、必ずしも直接の物理的接触状態になくとも、電極
が対象組織に関するデータを生成している状況を包含することを意味する。「機能的接触
（functional contact）」または「検知的接触（sensing contact）」は、同様に、必ず
しも直接の物理的接触状態になくとも、検知デバイスが対象組織に関するデータを生成し
ている状況を包含することを意味することに留意すべきである。
【０１５０】
　図１１は、本発明の例示的な実施形態における単一神経パルスの経路を示す。電極１０
２２Ｎは、デバイスの表面上の所与の場所において神経終末２０３０Ｎと接触状態にある
。電気活性は、電極の電流または電位に影響を及ぼし、検知増幅器１０１２Ｎによって増
幅され、その後任意選択で、ブロック１０１４Ｎによってさらなる信号調節を受ける。そ
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こから、電気信号がマルチプレクサ１０１６Ｎに流れる。マルチプレクサ１０１６Ｎは、
臨床的に望ましい結果となる最も有利な方法で神経信号の発生源と行き先を対応させるよ
うに構成される。マルチプレクサ１０１６Ｎは、デバイスの他の側の適切な場所に信号を
発し、そこで信号は刺激増幅器１０１３Ｎによって再び増幅され、最後に、電極１０２４
Ｎを介して神経終末２０３２の神経活性をもたらす。図１２は、たった今述べた実施形態
のための複数チャネルを示す回路図を示す。
【０１５１】
　好ましい実施形態は、何千ものこうした経路を含み、可撓性の／設定変更可能な方法で
、神経間隙の前後での多くの神経の相互接続を可能にする。特に、デバイスの位置によっ
て、または、埋め込み時に２つの終末間の接続が確定されない場合、処置の最中にまたは
その後の任意の時間に、本発明の寸法を変更することによって変更されうる。神経信号の
経路指定を変更する理由の中には、種々の神経のマッピングに関する観測、患者の回復の
進行または神経可塑性の影響、あるいは、動きまたは生理的プロセスの過程における電極
と組織との相対位置の変化がある。装置を構成する１つの自動化手段は次の通りである。
【０１５２】
　図１３に示すように、最初に展開によって、全ての電極および関連する増幅器は、検知
モードになるように設定される　３０１０。電極は、その後、電位のデータを検出する　
３０２０。電極は、電極に接する神経の活性によって個々にまた一括して影響を受ける。
これらのデータは、その後、（本明細書で述べる任意の適用可能な処理設備によって）増
幅され処理されて、電気活性の存在または程度が確定され　３０３０、その存在または程
度は、その後、以下の方法でチャネルを構成するために使用される。ステップ３０４０に
示すように、高い電気活性を有する領域内の電極は、検知モードに維持される。ステップ
３０５０には、少ないがゼロではない活性を有する領域内の電極は、刺激モードに切換え
られることが示されている。ステップ３０６０において、活性がない領域内の電極は、電
力を維持し、干渉を回避するためにオフにされる。その振幅および周波数を含む電気信号
のすべての性質は、任意選択で、電極が接触している神経組織の元の解剖学的機能を推測
するために、この実施形態によって利用される。
【０１５３】
　所定の実施形態では、回路要素は、電極間の導電率の測定を行う。これらの測定は、生
理的構造の電気活性と相関を持ち、したがって、導電率の輪郭マップを生成するために、
回路要素または外部処理設備１２００Ａによって使用されうる。所定の実施形態では、こ
うしたマップは、電極およびマルチプレクス処理方策の構成を向上させるために使用され
うる。
【０１５４】
　本明細書の他の所で述べるように、センサはまた、温度またはｐＨセンサあるいは姿勢
センサを含むことができ、それらのセンサから得られる測定値は、接続を改善するために
使用されうる。
【０１５５】
　他の実施形態では、デバイスは、単に、電極の１対１対応を提供するものではない。所
与の出力電極の刺激は、２つ以上のセンサおよび／または２つ以上の入力（検知）電極か
らの信号に基づく場合があり、あるいは、多くの電極の刺激は、たった１つの入力電極か
らの信号に基づく場合がある。
【０１５６】
　初期構成後、開示される本発明は、身体の外側からデバイスへの無線制御リンクを（本
明細書で述べる方法で）確立し、最良の構成に関する決定を行うためにさらなる情報を使
用することによって、その後、１回または複数回、再構成されうる。たとえば、臨床医は
、患者と通信し、ある筋肉を動かすか、または、ある感情が有るか無いかを報告するよう
に患者に試行させる。上述したように、基板は生体適合性であるため、再構成は、外科切
開が成功裏に治癒した後に行われることができ、また、患者に対する麻酔またはさらなる
外傷なしで、神経間の接続が、ある期間にわたって最大利益のためにゆっくりと最適化さ
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れることが可能になる。本発明の利益は、これらの調整が、身体的または外科的操作を全
く必要とせず、したがって、患者に対するさらなるリスクおよび苦痛が回避されることで
ある。さらに、その後の構成は、包括的なリハビリテーションプログラムに統合されうる
。
【０１５７】
　回路要素は、基板全体に分配され、特定の解剖学的部位にとって最も有利な種々のサイ
ズおよび形状で本発明が実現されることを可能にしながら、高密度の電極を提供する。回
路要素の可撓性／伸張性の性質は、切断された神経線維の不規則表面との密接な接触を、
回路要素が達成する－ならびに維持する－ことを可能にし、個々に位置決めされなければ
ならないか、または、神経が、本質的に通常は見出されない平面であることを必要とする
電極システムに優るかなりの利点を提供する。明白な外科留置（何千もの個々の神経に対
して実行不可能である）または完全に平坦な表面なしで、初期接触を可能にすることに加
えて、本発明は、装置を充填する流体によってほぼ均一な圧力が電極の全てに加えられる
ため、身体的移動、生理的プロセス（炎症または瘢痕化
など）、または時間の経過にもかかわらず、多数の神経との（電気的または物理的）接触
を維持するという利益を有する。
【０１５８】
　図１４は、神経損傷を有する被検者の脊柱に埋め込まれたデバイスを示す。２０３６Ｎ
および２０３７Ｎは、脊柱の脊椎である。軟骨円板２０３８Ｎも示される。回路要素１０
００Ｎを有する膨張性円板２１２Ｎは、損傷領域に挿入されているのが示されている。所
定の場所に配置されると、円板２１２Ｎは膨張され、したがって、上述したように神経に
接触する。
【０１５９】
　他の実施形態は、治療設備（図１に示す１７００など）を含むことができ、本発明はま
た、電極アレイに沿って薬物送達能力を組み込むことになる。図１５は、こうした実施形
態を示す。電極１０２２Ｎを備える回路要素１０００Ｎは、たとえば、膨張性であっても
なくてもよい円板２００Ｎの外側表面上に設けられる。薬物リザーバ２１４Ｎが設けられ
、チャネル２１６Ｎによって円板２００Ｎの表面に連通する。チャネル２１６Ｎの端には
、所定の実施形態でＭＥＭＳ弁である弁２１８があり、治療設備１７００を備える回路要
素１０００Ｎに接続され回路要素１０００Ｎによって制御される。再充填ライン２１９Ｎ
がリザーバに接続され、リザーバ２１４Ｎが所定の実施形態で再充填されることを可能に
する。こうした能力の１つの利点は、組織と装置との間の界面における拒絶反応または瘢
痕
形成を低減する薬物を送出することである。薬物の放出は、ＭＥＭＳ弁２１８Ｎによって
制御され、そのように構成されている処理設備１３００の判定によって、前回の測定（温
度または導電率など）により、利益が最大となる可能性が示された領域内にのみ送出され
うる。他の実施形態は、薬物を含む個々の空洞を含み、消費されると、さらなる薬物治療
が望まれる場合、デバイスの置換を必要とする。
【０１６０】
　本発明の別の実施形態では、実質的に平面な基板上の電極、所定の実施形態では、伸張
性および／または可撓性の電子部品を備えるシート上の電極は、脳、外部皮膚のパッチ、
神経束、内部器官、および同様なものに刺激を提供してもよい。高密度電極（＜１ｃｍ間
隔など）は、配線の複雑さを減少させることによって、各電極または電極のグループに通
信設備を含ませることによって、電極のアレイ内に増幅およびマルチプレクス処理能力を
含ませることによって、および同様の方法によって可能にされる。
【０１６１】
　本発明の他の実施形態は、電力および容積の点で改善された設計効率を有する内視鏡撮
像デバイスを含む。本発明の実施形態は、容積減少、撮像向上、および機能の増加のため
に共形で曲線の電子部品コンポーネントを組み込む。
【０１６２】
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　以下に述べる実施形態の手法は、従来の管状内視鏡デバイスおよびカプセル型内視鏡デ
バイスならびにＣＭＯＳイメージャに包括される本明細書に記載の光検出器の湾曲焦点面
アレイを利用する任意のデバイスに適用されてもよいことが理解されるであろう。こうし
た湾曲焦点面アレイは、本明細書に記載の任意の実施形態と共に利用されうること、なら
びに、回路要素および回路要素の素子に関連する実施形態を含む本明細書で述べる全ての
他の実施形態が、以下で述べる内視鏡の実施形態において適用可能であるものとして利用
されることが意図されることに留意すべきである。湾曲シリコン光センサアレイは、従来
の平面アレイに優るかなりの利点を有する。これらの利点は、光学素子の数の減少、非点
収差およびコマ収差を含む収差の減少、ならびに軸外輝度および先鋭度の増加を含む。
【０１６３】
　本発明の実施形態では、内視鏡デバイスは、たとえばその外部表面上に、センサおよび
／または変換器の曲線アレイを装備し、それにより、デバイスの必要とされる容積を低減
する。この手法は、本明細書で述べる任意の機能を含むさらなる診断機能、治療機能、お
よび／または検知機能（たとえば、超音波、圧力検知、温度検知、ｐＨ、化学検知、標的
薬物送達、電気焼灼、バイオプシ、レーザ、および加熱）の統合を可能にするため、内視
鏡デバイスの全体のサイズを低減するとき、また、許容可能な電池サイズを増加させると
きに特に有利である。カプセル型内視鏡デバイスの電力貯蔵の増加は、画像品質、画像圧
縮、伝送レート、取込まれる画像の数、およびＬＥＤによって生成される照明の輝度の改
善をもたらしうる。
【０１６４】
　本発明の実施形態では、カプセル型内視鏡デバイスおよびその内部回路要素は共に、当
業者に明らかな他の生体適合性材料を含め、基板について説明した材料のうち任意の材料
から可撓性および／または伸張性にされる。こうした可撓性／伸張性の内視鏡デバイスは
、ＧＩ管に沿う動きの容易性を高め、同様に実行可能容積を増加させうる。他の実施形態
では、デバイスは、カプセルの内側および／または外側シェルに共形的に嵌合した電子部
品を有する剛性カプセルのような構造を有してもよい。露出した表面―剛性楕円体シェル
あるいは可撓性または伸張性層―は、内視鏡デバイスが遭遇することになる過酷な消化環
境に対する耐性を有するが、患者の内部解剖学的構造に対して生体適合性でありかつ無害
である材料から作製される。外側表面の生体適合性の他の特性は、本明細書に記載されて
いる。
【０１６５】
　内視鏡デバイスの伸張性電子部品コンポーネントは、全ての実施形態の回路要素の議論
に関連して本明細書で述べられた。所定の実施形態では、回路要素は、ＧＩ管などの身体
の空洞および管腔の内部にある特徴部を監視する検知および撮像アレイを備える。上述し
たように、機能性は、デバイスアイランドを備えてもよいデバイスを構成する回路要素に
存在してもよく、または、その逆でもよい。アイランドは、必要とされる回路要素を収容
し、本明細書で述べるような相互接続によって、機械的かつ電気的に相互接続される。相
互接続は、次に、優先的に歪みを吸収し、したがって、デバイスアイランドからチャネル
破壊力を逃がす。相互接続は、力が加えられるときに、集積回路が伸張し撓むメカニズム
を提供する。デバイスアイランドおよび相互接続は、以下で述べるように、転写印刷によ
って内視鏡デバイスのケーシングまたはカプセルシェルに集積されてもよい。電子デバイ
スのカプセル化およびシステム／デバイス相互接続の集積化は、このプロセスのいくつか
のステージのうち任意のステージで実施されうる。
【０１６６】
　本明細書で述べる他の実施形態の場合と同様に、電子デバイスで使用される回路要素は
、標準的なＩＣセンサ、変換器、相互接続、および計算／ロジック素子を備えてもよい。
所定の実施形態では、電子デバイスは、通常、所望の機能を実装する回路設計に従ってシ
リコンオンインシュレータ（ＳＯＩ）ウェハ上に作られる。半導体デバイスは、容易に除
去される層（たとえば、ＰＭＭＡ）によって支持される超薄半導体の上部層を提供する、
適したキャリアウェハ上で処理されてもよい。これらのウェハは、標準的なプロセスによ
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って撓み／伸張ＩＣを作製するために使用され、特定のアイランドおよび相互接続の配置
は、特定の用途の要求に対して調節される。「超薄（ultrathin）」は、著しいレベルの
曲げ性を示す薄い幾何形状のデバイスを指す。こうしたデバイスは、通常、厚さが１０μ
ｍ未満である。
【０１６７】
　回路要素の作製の上記議論は、内視鏡の実施形態に適用される。しかし、以下の議論は
、内視鏡（必ずしもそれに限定しないが）に関連する実施形態についての転写ステップを
説明するであろう。こうした実施形態では、回路要素は、主に、デバイスの撮像システム
を向上させるために使用される。
【０１６８】
　（平面アレイの代わりに）湾曲光センサアレイを用いた撮像は、レンズ、照明用ＬＥＤ
、電池、演算器、アンテナ、および無線送信機と共に使用される。有線テレメトリが、従
来の管状内視鏡について使用される。受動または能動マトリックス焦点面アレイは、上述
した伸張性処理技法のうちの１つの技法を使用して作製される。アレイは、単結晶シリコ
ン光検出器および電流遮断ｐｎ接合ダイオードを含む。アレイを使用して取込まれる画像
は、オンボード演算によって最小限処理され、さらなる処理のために外部受信機に（有線
または無線で）送信される。
【０１６９】
　以下に述べる焦点面アレイは、上述した任意の撮像設備の一部とみなされうる。個々の
光検出器は、本発明による相互接続システムによってネットワーク化されてもよい。これ
らのデバイスは、アイランド上に見出され、本明細書で述べる相互接続などの相互接続に
よって接続される。所定の実施形態では、ポリイミドのフィルムは、ある領域を支持し、
システム全体を被覆する。そのため、こうした焦点面アレイは、内視鏡デバイスに組み込
まれうる。
【０１７０】
　図１６は、こうした焦点面アレイを作成するプロセスを示す。第１のステップは、この
実施形態では焦点面アレイである必要な回路要素１０００Ｅを作製する工程であり、この
プロセスを促進するために適した幾何形状の転写スタンプの生成である。この実施形態で
は、回路要素は、１０００Ｅとして示される（しかし、この回路要素１０００Ｅは、本明
細書で述べる他の回路要素実施形態に関連するまたはそれと共に使用されてもよいことが
想定されることを理解すべきである）。
【０１７１】
　ステップ１６００Ａにて、適切なスタンプ（転写素子とも呼ばれる）が、整合曲率半径
（それぞれ１６２１Ｅおよび１６２２Ｅ）を有する対向する凸レンズと凹レンズとの間の
間隙内でポリ（ジメチルシロキサン）（ＰＤＭＳ）を成型し硬化させることによって生成
される。曲率半径は、非共面イメージャのために有用な最適放物線曲率を反映すべきであ
る。ステップ１６００Ｂにて、硬化され湾曲した転写素子２４０Ｅ（レンズスタンピング
メカニズムからの除去は示されていない）は、特別に設計されたメカニズムを使用して伸
張されることができ、特別に設計されたメカニズムは、スタンプの縁に沿って外向きの半
径方向の力（所定の実施形態では、外向きの力に等しい）を提供して、予め歪められた平
面幾何形状転写素子が生成される。転写素子は、弛緩すると、その初期サイズに戻る。転
写素子２４０Ｅはまた、ドナー基板上の電子デバイスアイランドの領域全体に接触するよ
うにその平面構成において十分な大きさであるべきである。
【０１７２】
　この実施形態の回路要素１０００Ｅのコンポーネントは、相互接続１０２０Ｅによって
接合される処理済み電子デバイスである。ステップ１６００Ｃにて、回路要素１０００Ｅ
は、平面転写素子２４０Ｅと接触させられ、平面転写素子２４０Ｅは、十分に強いファン
デルワールス相互作用によって回路要素１０００Ｅに付着する。転写素子２４０Ｅは、背
面剥離され、それにより、１６００Ｄに示すハンドルウェハ１６２６から、焦点面アレイ
、すなわち回路要素１０００Ｅが除去される。焦点面アレイ１０００Ｅがハンドルウェハ
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から除去された後、スタンプ内の張力が解放され、接触層、すなわち焦点面アレイとスタ
ンプは共に、スタンプの初期幾何形状形態（１６００Ｅに示す）をとる。焦点面アレイ１
０００Ｅは、圧縮され、アレイのネットワーク化された相互接続１０２０Ｅは、座屈して
歪みに適応する。座屈した焦点面アレイ１０００Ｅは、その後、一致する曲率半径を有す
るその最終基板（ステップＦ～ステップＨに示す）に転写され、電気接点を介して電池、
アンテナ、および無線送信機と通信状態になる。この転写は、両方の表面を接触させるこ
とによって起こり、光硬化性接着剤の使用によって補助される。接着剤は、ＰＤＭＳが除
去されるときに、撮像システムポート上に光検出器の曲線アレイを解放するように十分な
引力を提供する。湾曲焦点面アレイは、その後、アレイの外周縁上の電極接点パッドを介
して撮像電子コンポーネントの残りに接続される。
【０１７３】
　図１６Ａに示す別の実施形態では、電池の形態の電源３００Ｅ、処理設備１２００Ｅ、
およびデータ送信設備１５００Ｅを備える内視鏡デバイス１６８０Ｅが示される。ステッ
プ１６０１Ａは、たとえば幾何形状転写スタンプ２４５Ｅによって内視鏡デバイス１６８
０Ｅの外側シェルに付着される凸状焦点面アレイ１０００Ｅを示す。（先の図１６に関連
して述べたように）予め歪められた平面ＰＤＭＳを用いてハンドルウェハから焦点面アレ
イをリフトオフした後、焦点面アレイは、弛緩し、たとえば光硬化性接着剤を有する受容
基板２４６Ｅを備える内視鏡デバイス１６８０Ｅの遠位端上に直接堆積されうる。内視鏡
デバイス１６８０Ｅ上への堆積後（１６０１Ｂに示す状態）に、アレイ１０００Ｅから内
視鏡デバイス１６８０Ｅの内部回路要素まで電気接点が作られる。１６０１Ｃにて、露出
した回路要素が全て、適したポリマーおよび／または金属層（たとえば、パリレン、ポリ
ウレタン、白金、金）２４７Ｅで封止されうる。
【０１７４】
　微小レンズアレイは、こうした光学アレイシステムについて必要とされる可能性がある
。しかし、適切な照明および光学アレイと撮像される表面との間の無視できる距離（たと
えば、近接場撮像）によって、この要件は無効にされてもよい。
【０１７５】
　なお別の実施形態では、回路要素１０００Ｅと呼ばれてもよい焦点面アレイは、デバイ
スの長軸から外側半径方向を指すように、内視鏡デバイスに共形的に巻き付けられてもよ
い。これは、上述した、同じ平面伸張性処理ステップを終了し、異なる特別のポリマース
タンプを用いて回路を転写することによって達成される。転写スタンプは、平面長方形ス
トリップの形態をとってもよい。各ポリマーストリップは、熱膨張（約１６０℃まで加熱
）によって、または、不均一な半径方向歪みを加えることによって、予め歪められる。予
め歪められたこのポリマーは、その後、処理済み焦点面アレイと直接接触状態に位置決め
される。エラストマーは、その後、背面剥離されて、そのハンドルウェハからアレイが解
放される。スタンプは、その後、室温への冷却、または、機械的に誘発された歪みを徐々
に解放することによって弛緩する。この歪みの解放は、エラストマーをその初期形状に戻
らせ、次に、アレイのデバイスアイランドを、強制的に引き寄せる。所定の実施形態では
、相互接続は、強制的に座屈させられ、伸張および曲げ特性が有効になる。所定の実施形
態では、アレイが付着することを意図される領域は、光硬化接着剤で前処理される。ある
いは、ＰＤＭＳ層が、付着を高めるために使用されてもよい。
【０１７６】
　図１６Ｂは、回路要素を内視鏡デバイスに転写するプロセスの実施形態を詳述する。転
写は、デバイスアイランドおよび相互接続の平面アレイを、内視鏡デバイス１６８０Ｅな
どの曲線表面上にスタンピングすることによって達成される。１６０２Ａは、薄いＰＤＭ
Ｓシェルまたは接着性外側層２５０Ｅを有する内視鏡デバイスを示す。１６０２Ｂは、キ
ャリア基板２０１Ｅ上の回路要素１０００Ｅを示す。１６０２Ｃは、デバイスアイランド
の平面アレイを含む基板２０１Ｅの上で内視鏡デバイス１６８０Ｅを約１回転、回転させ
るステップを示し、光検出器および相互接続のアレイは、ステップ１６０２Ｄに示す曲線
方式で内視鏡デバイス１６８０Ｅの表面に優先的に付着することになる。
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【０１７７】
　別の実施形態では、微小レンズアレイが、最適な焦点調節および画像品質のために必要
とされる可能性がある。しかし、適切な照明および光学アレイと撮像される表面との間の
無視できる距離によって、この要件は無効にされてもよい。微小レンズアレイが必要とさ
れる場合、微小レンズアレイは、伸張性処理中に、光検出器アレイの被覆層として直接生
成されてもよい。微小レンズアレイはまた、内視鏡デバイスが作られた後にスタンピング
されてもよい。この光学アレイは、その後、被覆され、以下の方法で、内視鏡デバイスの
残りと電子的に統合される。伸張のために処理された電子デバイスは、予め歪められた平
面ＰＤＭＳスタンプを用いて拾い上げられうる。予め歪められた平面ＰＤＭＳスタンプは
、その後、弛緩し、転写印刷のためにアクセプタ基板に接触させられる。このアクセプタ
表面は、内視鏡デバイスの表面であってよく、前記表面は、薄いＰＤＭＳ層、または、後
で内視鏡に巻き付けられてもよい別個の薄い適切な形状のＰＤＭＳ層でコーティングされ
る。デバイスが内視鏡デバイス基板上で外側を向く場合、デバイスは、ＰＤＭＳの別の層
で、または、流体被覆を行うためにＰＤＭＳの液体層とそれに続く固体ＰＤＭＳの上層で
（圧縮状態にある間に）被覆されてもよい。他の材料／方法が適用されてもよい。デバイ
スが内視鏡デバイス基板上で外側を向く場合、デバイスは、従来の場所に配置されるよう
に設計されるべきである導電性パッドにおいて電気的に外的に接続されてもよい。異方性
導電性フィルム（ＡＣＦ）コネクタは、フィルムをパッド上に押し付け加熱することによ
って、これらの導電性パッドに接続するために使用されうる。
【０１７８】
　デバイスが完全に被覆されるかまたは内側を向く場合、デバイスは、ウェットまたはド
ライ化学エッチング、あるいは、穿孔を含むがそれに限定されない材料の物理機械的除去
によって、導電性パッドを覆う被覆ポリマーの一部を最初に除去することによって外部に
電気的に接続されてもよい。この時点で、ＡＣＦが組み込まれてもよい。あるいは、伸張
性電子部品は、転写または被覆プロセスの前にＡＣＦに電気的に接続されてもよい。
【０１７９】
　所定の実施形態では、回路要素１０００Ｅは、図１７に示すように、内視鏡デバイス１
６８０Ｅの外側表面上に可撓性ＬＥＤアレイを含んでもよい。こうしたアレイは、光学画
像取込みに必要とされる照明を提供する。可撓性ＬＥＤシステムを生成する代表的なプロ
セスは、次の通りである。
【０１８０】
　ＬＥＤは、ＧａＡｓ基板上の量子井戸（ＱＷ）構造から作られる。ＧａＡｓ基板とＱＷ
構造との間には、ＡｌＡｓ犠牲層がある。ＱＷ構造は、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ
）によって、犠牲層の下までエッチングされて、エッジ上で、たとえば１０～１０００μ
ｍの範囲にあってよい隔離された正方形アイランドが形成される。ＨＦエッチングによる
アイランドの部分的解放／アンダーカットが実施される。固定部の役割を果たす正方形を
アイランドの角の周りに形成するために、フォトレジストが、基板上にスピンコートされ
、パターン形成される。完全ＨＦ解放エッチングが、ＧａＡｓバルク基板からアイランド
を離すために実施される。フォトレジスト固定部は、アイランドが、エッチング、すすぎ
、乾燥ステップ中に浮遊除去されることを防止する。エラストマースタンプ（たとえばＰ
ＤＭＳ）は、アイランドを拾い上げ、別の基板に転写するために使用される。転写は、複
数のステップで行われてもよく、ＧａＡｓアイランドを幾何学的に再配列するために、一
度にＧａＡｓアイランドの一部を拾い上げる。さらなる処理のためにアイランドがその上
に転写される基板は、後で剥離されうるガラス基板上のＰＥＴ（ポリエチレンプラスチッ
ク）層か、ＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）犠牲層の上部のポリイミド層か、また
はＰＤＭＳ層などであってよい。ＬＥＤアイランドの複数の部分は、その後、パターン形
成され、ｎ型接点が露出されるようにウェットエッチングされる。これは、たとえばＨ３

ＰＯ４＋Ｈ２Ｏ２の組合せによって行われてもよい。アイランドの複数の部分はエッチン
グされないことにより、上側ｐ型材料も電気的に接触する。次に、ビアがデバイスのｐ型
およびｎ型接触領域の下に延在するように、ポリイミドの平坦化層が回転塗布されパター
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ン形成される。ｐ型領域へのワイヤが一方向に延び、ｎ型領域へのワイヤが直交方向に延
びるように薄膜ワイヤが堆積されパターン形成される。他のワイヤの１つは、交差回路（
cross－circuit）にならないように間隙を有するべきである。この間隙は、間隙を覆って
別の平坦化層をスピンコートし、ギャップの両側にビアを有するようにその平坦化層をパ
ターン形成することによって架橋され、金属は、接続を行うために、平坦化層を覆ってパ
ターン形成される。別のパッシベーション層は、上部に回転塗布され、ブリッジおよびア
イランドがポリマーで被覆されたままになるが、介在領域が、完全にエッチング除去され
るように、積重体全体がエッチングされる。これは、ブリッジが可撓性になることを可能
にする。ＰＭＭＡ犠牲層がアンダーカットされるか、または、ＰＥＴ層が剥離され、回路
を有するシート全体が、再びＰＤＭＳスタンプによって拾い上げられ、ひっくり返されて
もよい。下部ポリイミドの背面または回路の底部は、Ｃｒ／ＳｉＯ２でコーティングされ
、ブリッジのコーティングは、シャドウマスク蒸着手段を使用することによって回避され
る。サンプルは、ＳｉＯ２にダングリングボンドを与えるためにＵＶオゾン処理を受け、
回路が転写される次の基板との共有結合の形成を容易にする。この最終基板は、転写後に
、歪みが緩和され、デバイスが近づき、ブリッジが飛び出して、歪みに適応するために座
屈するように、熱的または機械的に予め歪められたＰＤＭＳであってよい。
【０１８１】
　伸張性ＬＥＤアレイは、円柱光センサアレイの方法と同様の方法で内視鏡デバイスに転
写される。伸張性ＬＥＤアレイは、その後、微小レンズアレイに関連して本明細書で述べ
る方法に従って、デバイスレベルで被覆され集積化される。図１７は、内視鏡デバイス１
６８０Ｅを示し、回路要素１０００Ｅは、光検出器のアレイおよびＬＥＤのアレイ（個々
の１０３０Ｅとして示す）を備える。ＬＥＤアレイは、領域動作中に対象領域を照らすだ
けであり、電力節約メカニズムとして使用中でないときにはオフにされうるように、ロジ
ックデバイスの形態で処理設備１２００Ｅを利用してもよい。デバイスはまた、外部デバ
イスと無線通信するＲＦアンテナ１５０２を含むデータ送信設備を含む。
【０１８２】
　本発明の別の実施形態では、内視鏡デバイスは、１１００の議論に関連するセンサを含
む本明細書のセンサから選択されうるセンサのアレイを装備する。前記センサは、ｐＨ、
化学物質の存在、および／または酵素活性を監視するために回路要素１０００Ｅと共に働
く。所定の実施形態では、このセンサアレイによって収集されるデータは、ローカル演算
デバイスによって処理され、さらなる処理のために、外部受信機にＲＦアンテナまたは有
線テレメトリを介して送信される。
【０１８３】
　アレイ内のセンサの少なくとも一部は、イオン濃度の変化に関連するデータを生成する
イオン感応性電界効果トランジスタ（ＩＳＦＥＴ）を備えてもよい。出力信号は、通常、
その大きさが検知されるイオン（たとえばヒドロニウム）および／または酵素の変化と共
に変動する電圧および／または電流差である。
【０１８４】
　本発明の別の実施形態は、空間を維持するためにカプセルシェルの内部および／または
外部壁に共形的に適合する複数の電子コンポーネントを有するカプセル型内視鏡デバイス
に関する。共形コンポーネントは、本明細書に記載の適した材料に関して伸張性処理を最
初に実施することによって生成される。こうした内視鏡デバイスの基本コンポーネントは
、受動または能動マトリックス焦点面アレイ、レンズ、照明用ＬＥＤ、電池、およびテレ
メトリデバイス（アンテナおよび無線送信機）を含む。オプションのコンポーネントは、
超音波変換器、圧力センサ（たとえば、圧抵抗性または容量性検知メカニズムを利用する
シリコンベースデバイス、ポリマーベースセンサ、および／または、物理的変位を測定す
る光ベースセンサ）、温度センサ（たとえば、シリコンバンドギャップ温度センサ、白金
抵抗温度デバイス）、ｐＨ／酵素／化学センサ（たとえば、先に論じたＩＳＦＥＴ）を含
む本明細書で述べるセンサ、標的薬物送達コンポーネント、電気焼灼デバイス、バイオプ
シデバイス、レーザ、および加熱デバイスを含んでもよい。ＧＩ壁および流体との接触か
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ら利益を得るコンポーネント（たとえば、化学センサ、ＬＥＤ、光学アレイ）は、外部環
境と連通または光学的に通信するように位置する。これは、たとえば、カプセルの外側表
面上にデバイスを共形的に配置することによって、または、外側領域からカプセルの内部
へ情報を中継する電極の使用を通して達成されてもよい。残りのコンポーネント（たとえ
ば、電池、テレメトリデバイス）は、好ましくは、カプセルの内部に配置される。
【０１８５】
　伸張性焦点面アレイを生成し、それらを所望の基板に組み込む方法が上述された。焦点
面アレイを処理し転写する（伸張性処理）ために使用される同じ方法は、種々の単結晶シ
リコンベース電子デバイス（たとえば、アンテナ、ＲＦ送信機、ＩＳＦＥＴ）のために使
用されてもよく、回路は、機械的変形および伸張に適応するように（たとえば、ＣＡＤツ
ールを使用して）レイアウトされる。
【０１８６】
　異種の（heterogeneous）集積回路（非シリコンベースデバイス）を組み込むことが望
まれる実施形態では、わずかに異なる手法が使用されてもよい。ヘテロジニアス集積化（
たとえばＬＥＤ）を必要とするデバイスを生成するとき、回路は、通常、異なる基板上に
生成される。伸張性処理後、電子デバイスは、先に述べたスタンピング法を使用して同じ
基板上で結合される。この基板は、デバイスの最終目標（製品集積化）であってよく、ま
たは、代わりに、中間物（すなわち、後に製品に組み込まれることになる剛性か、可撓性
か、または伸張性の材料）であってよい。この時点で、相互接続は、ヘテロジニアスコン
ポーネントの全てを電気接続状態に維持することを要求されてもよい。これらは、正確な
アライメント（＜５μｍ）を有するソフトリソグラフィまたは別の低インパクト低温（＜
４００℃）処理法を使用して提供される。集積回路は、その後、適切に被覆され、システ
ム／デバイス相互接続集積化が、微小レンズアレイに関連して上述したように実行されう
る。
【０１８７】
　上述したように、本明細書の実施形態で使用される基板用の材料は、生体適合性であっ
てよい。このことは内視鏡デバイスの外側コーティングを含む基板に当てはまる。生体適
合性に加えて、イメージャアレイと監視される対象物との間に配置されるデバイスハウジ
ングの任意の部分は、好ましくは透明である。さらに、内視鏡デバイスの外側シェル内の
材料は、ＧＩ管内の容易な進行を促進する。適した生体適合性材料の例は、先に示されて
いる。
【０１８８】
　上述したデバイスのハウジングもまた基板であってよく、また、その逆でもよいことが
理解される。したがって、基板の材料に関連するいくつかの議論は、いくつかの実施形態
では前記ハウジングに適用されうることを当業者は理解するであろう。
【０１８９】
　基板が、アレイセンサを備える回路要素を装備しうること、および、前記センサが、圧
力センサを備えうることが本発明の実施形態に関連して本明細書で述べられた。回路要素
はまた、数ある能力の中でも、とりわけ処理能力１２００および１２００Ａ、データ収集
能力１３００、増幅器能力１４００、およびデータ伝送能力１５００を備えうる。したが
って、触診に基づく組織の定量的検査を容易にする別の実施形態が説明されるであろう。
所定の実施形態では、デバイスは、自己検診のために構成される。デバイスは、特に、乳
房自己検診に適する。しかし、例示的な実施形態の以下の開示にもかかわらず、この例示
的な実施形態に関連して開示されるデバイスおよび方法は、種々の組織および身体領域の
検査に適用され、こうした検査が、触診に基づくだけである必要がないことが理解される
であろう。
【０１９０】
　こうした装置は、身体が伸張しまた曲がっても、動作を維持する圧力変換器のアレイを
装備する共形的かつ伸張性のポリマーを備える。ポリマー基板は、組織の表面の一部分ま
たは全体を覆い、複数の離散点において、組織の機械的硬直性を測定するために使用され
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てもよい。処理設備に結合する圧力変換器は、触診中に組織表面に加えられた既知の歪み
に応答した組織の機械的硬直性を測定しうる。本発明の他の実施形態の場合と同様に、回
路要素の電子デバイスは、ポリマー基板を覆う感覚回路要素に電子部品配線によって接続
された、マルチプレクサ、データ取得回路、およびマイクロプロセッサ回路を備えてもよ
い。組織の異常に硬質である領域の検出は、身体部分、たとえば乳房の表面に圧力変換器
のアレイを最初に押し付けることによって始まる。所定の実施形態では、デバイスは、身
体部分（たとえば乳房）の表面領域全体を覆って取付けられ、したがって、身体部分硬直
性のプロファイルが、高空間分解能でマッピングされうる。
【０１９１】
　本発明の実施形態は、生体組織の異常に硬直な病変部の存在または空間的範囲を確定し
、健康組織と癌性組織の相対的硬直性を区別し、適切である場合、迅速かつ局在化された
治療対策を容易にする。乳房組織の機械的特性は本質的に不均一であるため、本発明は、
所定期間にわたって定期的に使用されて、検査される組織の健康状態を正確にマッピング
し、それにより、経時的な構造上の異常および／または逸脱の検出を可能にする。
【０１９２】
　本発明の実施形態は、生体組織の物質、機械的特性、および／または光学的特性を測定
するための可撓性かつ伸張性電子センサおよび撮像アレイを装備した装着式ポリマー膜を
含む。本発明は、生体組織の温度、圧力、および導電率などのパラメータを測定するのに
適した可撓性かつ伸張性の回路要素を利用する。より具体的には、乳房領域は、こうした
組織調査のための１つの対象領域である。電子コンポーネントは、必要とされる回路要素
を収容し、相互接続によって機械的かつ電子的に相互接続されるアイランドとして配列さ
れてもよい。相互接続は、次に、歪みを優先的に吸収し、したがって、センサアレイが、
極端な伸張に耐え、生体組織の一様でない形状と共形になることを可能にする。デバイス
アイランドおよび相互接続は、以下で述べるように、転写印刷によってデバイスに集積さ
れてもよい。電子デバイスの被覆およびシステム／デバイス相互接続集積化は、このプロ
セスのいくつかのステージで実施されうる。
【０１９３】
　本明細書で十分に述べられるように、バッファおよび同様に増幅器に接続される、本明
細書で述べる１つまたは複数の電子デバイスおよび／またはデバイスコンポーネント（た
とえば、圧力、光、および放射線センサ、生物学的および／または化学的センサ、増幅器
、Ａ／ＤおよびＤ／Ａ変換器、光収集器、電気機械変換器、圧電アクチュエータ）を含ん
でもよいデバイスのアレイは、デバイス「アイランド」配置構成でレイアウトされる。デ
バイスアイランドは、約５０μｍ×５０μｍ平方である。一部のアイランドは、能動マト
リックススイッチおよびＡ／Ｄ変換器を収容し、一部のアイランドは、デジタル信号を読
込み、それを処理することが可能で、また、データを出力するかまたはデータをメモリセ
ルに記憶することが可能なロジック回路要素を収容する。これらのアイランド上の回路は
、任意の２つのデバイスアイランド間で、好ましくは約１つだけであるが、約１００を超
えない電気相互接続が必要とされるように、構成され設計される。回路要素は、デバイス
のデバイスアイランド配置構成について述べた方法を含む上述した方法に従って作られ適
用される。
【０１９４】
　図１８は、人の乳房に適合した本発明の実施形態を示す。本発明の実施形態では、共形
ポリマー膜２００Ｔは、単一の人の乳房２０４０Ｔの形状である。膜２００Ｔには、たと
えば相補型金属酸化物半導体（ＣＭＯＳ）技術に基づくセンサおよび／または撮像アレイ
を備える回路要素１０００Ｔが取付けられる。所定の実施形態では、アレイ（複数可）１
０００Ｔは、（ポリ）ジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）などのポリマー製乳房形状膜２０
０Ｔの表面に物理的に集積される。このスタンピング処置は、本明細書で規定される転写
印刷プロセスによって行われてもよい。本明細書で述べるように、アレイ１０００Ｔは、
ＣＭＯＳデバイスで作られることができ、ＣＭＯＳデバイスは、圧力検知、光撮像、およ
び経皮的薬物送達を含む（が、それらに限定されない）種々の精緻な検知、撮像、および
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治療機能を提供する。デバイスアレイ１０００Ｔは、本明細書で述べる有効な回路レイア
ウトおよび相互接続設計の使用によって、伸張および曲げに耐えるように設計される。
【０１９５】
　所定の実施形態では、組織スクリーニング装置は、ブラジャー２７５Ｔの形態で形成さ
れてもよく、または、ブラジャーになるように集積されてもよい。
　所定の実施形態は、アレイ化された圧力センサを備える回路要素／アレイ１０００Ｔを
含んでもよい。したがって、電子デバイス１０１０Ｔは圧力センサを含みうる。各圧力セ
ンサアイランドは、可撓性隔膜を備え、隔膜は、偏向に応答してキャパシタンスの変化を
記録しうる。圧力センサは、一連の圧抵抗性歪みゲージおよび／または導電性ポリマーで
作られうる。各電子デバイスは、各アイランド上でローカル信号処理を提供するために、
増幅器およびＡ／Ｄ変換器を含んでもよい。センサアイランドは、相互接続および回路要
素を保護するために、ポリマーの薄い（約１００μｍ厚の）層で被覆される。薄い層を含
む表面は、処置中に乳房組織と直接接触状態になるよう位置決めされる。センサに対向す
る表面は、空気充填ギャップを有する格納部として形成される、さらなるポリマー層（３
００～５００μｍ厚）を装備しうる。この空気充填空間を既知の量だけ（蠕動
ポンプによって）膨張させることは、乳房組織に対する既知の歪みの印加を容易にする。
したがって、乳房組織は、空気充填空間を膨張させることによって、その表面全体にわた
って一定量だけ押し下げられることができ、各場所における圧力が、圧力センサによって
記録される。
【０１９６】
　別の実施形態では、各デバイス１０１０Ｔは、前記圧力センサに結合され、圧力が印加
されると起動されるオンオフスイッチトランジスタを含む。このオンオフメカニズムを使
用して、デバイスは、検知中にどのセンサが押されたかを判定し、たとえば外部デバイス
上のグラフィックユーザインタフェースによるか、センサが起動されたまたは起動されな
かった点灯領域などの視覚手段によるか、または作動の触感インジケータによってユーザ
にそれを通信しうる。オンオフフィードバックを有するセンサアレイを使用することの１
つの重要な利点は、乳房に手で力を加える場合に、センサアレイのどの部分も押し下げら
れなかった場合、センサアレイがユーザに警告することである。したがって、センサアレ
イは、手による検査中に乳房の複数の領域を見落とす可能性をなくす。そのため所定の実
施形態では、各電子デバイスは、乳房検査中に圧力検知メカニズムが適切に起動されなか
った場合、フィードバックを提供できる。
【０１９７】
　本発明の別の実施形態では、デバイスは、２７５Ｔのストラップと同様のストラップを
用いて乳房に固定される。そのため、使用時、ユーザは、ブラジャーのような装置を装着
しうる。所定の実施形態では、デバイスは、図１８ではラップトップコンピュータ１２０
４Ｔ内に存在するものとして示される外部処理設備１２００Ａに接続するためのポート（
図示せず）を有する。無線通信もまた、可能であり、図に示される。外部デバイスは、ス
クリーニング中に電力を提供し、データも受信しうる。所定の実施形態では、処理設備１
２０４Ｔは、回路要素と電子通信状態にあり、ブラジャーが装着されていることを検出し
、乳房検査を開始するようユーザに促すように構成される。乳房に対向する側のデバイス
の外側表面は、前の実施形態で述べたポリマーの薄い被覆層で覆われうる。この外側表面
と装置の表面との間の空間は、蠕動
空気ポンプを使用して、気密的に封止され、空気を充填されうる。この空間を空気で充填
することは、乳房の表面全体に沿って一様な圧力が印加されることを可能にし、次に、乳
房にどれほど多くの歪みが印加されるかに対する制御を提供する。
【０１９８】
　本発明の別の実施形態では、伸張性材料２００Ｔは、超音波変換器（たとえば、圧電結
晶）のアレイを有する回路要素１０００Ｔを備える。各デバイス１０１０Ｔは、組織を通
してメガヘルツ周波数で音響波を送出する音響エミッタによって生成される音響反射を検
知する受信機を備える。この実施形態は、乳房組織の異常な領域をさらに位置特定し撮像
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するために、圧力センサを含む、本明細書で述べる他のセンサと組合されうる。本明細書
の全ての実施形態の場合と同様に、センサは、前記センサからデータを受信し、本明細書
に述べる方法に従ってデータを処理し、さらに、本明細書に述べるように、出力を出力デ
バイスに生成させる処理設備を含む、他の設備、電子デバイス、コンポーネント、および
回路要素のエレメントと電子通信状態にありうる。
【０１９９】
　回路要素１０００Ｔはまた、赤外線エミッタおよび検出器のアレイ（たとえば、ボロメ
ータ）を備えうる。赤外波長は、健康な組織の吸収と癌性組織の吸収の比を最小にするよ
うに選択される。エミッタは乳房を照らし、検出器は放射を撮像する。この実施形態は、
精度を増すために上述した検知概念のうちの任意の概念と結合され、統合されうる。
【０２００】
　回路要素１０００Ｔはまた、組織の電気インピーダンスの空間マップを生成するために
、刺激および記録電極のアレイを備えうる。癌性組織の導電率および誘電体特性は、健康
な組織のそれと異なる可能性がある。局所的癌性組織の存在によって誘発される電気イン
ピーダンスの変化を検出するために、既知のＡＣ電流を既知の場所に注入することができ
、記録電極のアレイによって規定される多数の点で電圧が記録される。この実施形態では
、ポリマーの被覆層は、電極の接触領域を除いて全てを覆う。光パターン形成可能なポリ
マーは、このステップを達成するために使用されうる。
【０２０１】
　電気インピーダンス走査は、ある範囲の周波数にわたる複素インピーダンスおよび誘電
率の３Ｄ空間マップを可能にするデータを提供し、３Ｄ空間マップは、乳房細胞内の深く
にある異常な癌性細胞の存在を予測する検知ツールとして使用されうる。この実施形態は
、精度を上げるために、上述した方法および概念のうちの任意のものと組合され統合され
うる。
【０２０２】
　センサのアレイによって収集されるデータは、取出しのために記憶され、かつ／または
、組織の健康の時間ベースの追跡のために外部システムに送信されうる。
　所定の実施形態では、圧力変換器のアレイ１０００Ｔからのセンサデータは、各センサ
のレベルで増幅され、デジタル形態に変換され、その後、マルチプレクサに送信されうる
。あるいは、アナログ回路要素を各デバイス１０１０Ｔのレベルで含むことができ、デジ
タル処理回路は、ポリマーから離れて収容されうる。データが、各ポイントから収集され
、コンピュータ端末に送信されると、ユーザは、検査が終了したことをプロンプト表示で
知らされてもよい。ユーザは、（一例として）自分自身でデータを調査してもよく、かつ
／または、さらなる検討のために自分の医師にデータを送信してもよい。
【０２０３】
　そのため、所定の実施形態では、デバイスの回路要素は、デバイスからのデータを受容
し、検査に関連するデータのグラフィックなまたはその他の方法の視覚表示を出力設備（
図１に関連して３００として先に論じられた）に生成させるように構成された処理設備と
電子通信状態にあることが明らかである。たとえば、本明細書で述べる組織マップは、本
明細書で開示される全てのセンサデータから生成され、（１２０４Ｔ上で示す）出力設備
上で提示されてもよい。回路要素によって生成されるデータに関連するテキストデータお
よびグラフィックデータは、ユーザに提示されてもよい。処理設備は、回路要素によって
生成された履歴データを、毎日の、毎週の、毎月の、または任意の他の有用な間隔の読取
り値、チャート、報告、および同様なものを含む、種々の方法で記憶、集約、提示するよ
うに構成されてもよい。
【０２０４】
　デバイス自体の物理的特性に戻って、デバイスは、女性の乳房が見えないように不透明
であってよい。この特徴は、硬化する前にエラストマーに不透明（たとえば黒）色素を添
加することによって達成されうる。この実施形態では、センサのアレイは、彼女のありの
ままの乳房を露出する必要なしで、乳房と密接接触状態のままである。ＰＤＭＳのような
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ポリマーの生体適合性のために、このタイプのデバイスは、便宜上、通常のブラジャー内
に嵌合されうる。
【０２０５】
　本発明の一実施形態では、電子部品は、乳房の輪郭を描くエラストマー材料に集積され
る。この形状は、意図されるユーザの乳房サイズに応じて異なるサイズで再現可能である
。乳房形状のデバイスを生成するプロセスは、第１の乳房形状のモールドの生成で始まる
。続いて、第２の逆型に成形されたモールドが、第１のモールドの曲率に一致するように
作られる。ＰＤＭＳなどのエラストマー材料は、薄膜（２ｍｍ未満）を生成するために２
つのモールド間に注がれる。この層は、上述した転写印刷プロセスによって電子部品がス
タンピングされることになるエラストマー材料の固体乳房形状膜を生成するために硬化さ
れる。この印刷プロセスを達成するために、エラストマー材料は、平面に伸張され、既に
「伸張処理された」電子部品と接触状態に置かれる。電子部品は、ファンデルワールス力
によってまたは化学支援手段によってエラストマーの表面に優先的に付着する。その後、
埋め込み式電子部品を有するエラストマーは、弛緩し、電子部品アレイの相互接続内で座
屈が起こり、伸張可能になる。
【０２０６】
　さらなる被覆およびデバイス集積化が必要とされる場合がある。これは、伸張性電子部
品アレイ上の（たとえば、その外周縁上の）容易にアクセス可能な領域にあるように設計
されるボンドパッドに異方性導電性フィルム（ＡＣＦ）を（手作業でまたは電子自動化に
よって）接続することによって行われてもよい。このＡＣＦは、電子部品が埋め込まれた
エラストマーを、電力を供給することに関与するデバイスに接続し、電気接触を必要とす
る他のタスクの情報を中継する。
【０２０７】
　１つまたは複数の実施形態によれば、伸張性電子部品は、ブラジャーのような構造上に
直接集積される。これは、ブラジャーのような物品をエラストマー基板（たとえばＰＤＭ
Ｓ）でコーティングし、上述した伸張性電子部品アレイを新しくコーティングされたブラ
ジャーのような物品に付着させることによって達成されてもよい。
【０２０８】
　本発明に関連して述べた方法およびシステムのいくつか（以降で「主題の方法およびシ
ステム（Subject Methods and Systems）」と呼ぶ）は、本明細書で述べる電子回路要素
と一体化されたまたは電子回路要素と離れたプロセッサ上で、コンピュータソフトウェア
、プログラムコード、および／または命令を実行する機械を通して、部分的にまたは全体
として展開されてもよい。前記いくつかの方法およびシステムは、当業者に明らかになり
、以下のものはいずれも、既に開示されたものを制限することを意図しておらず、むしろ
それを補足することを意図される。
【０２０９】
　本明細書中に記載された能動的な伸張性または可撓性の回路要素を、主題の方法および
システムを全体的にまたは部分的に展開するのに必要な機械と考えることも可能であるし
、別々に配置された機械が主題の方法およびシステムを全体的にまたは部分的に展開して
もよい。したがって、本明細書中で言及される「機械」は、上述の回路要素、個々のプロ
セッサ、個々のインタフェース電子装置またはこれらの組み合わせに適用可能である。
【０２１０】
　主題の方法およびシステムの発明は、機械で実施される方法として、該機械の部分的な
または該機械に関連したシステムもしくは装置として、または１つ以上の機械で実行され
るコンピュータ読取り可能媒体として具体化されるコンピュータプログラム製品として、
実施されうる。複数の実施形態では、プロセッサは、サーバ、クライアント、ネットワー
クインフラストラクチャ、モバイル・コンピューティング・プラットフォーム、ステーシ
ョナリー・コンピューティング・プラットフォーム、または他のコンピューティング・プ
ラットフォームの一部であってよい。プロセッサは、プログラム命令、コード、二進法イ
ンストラクションなどを実行することができる任意の種類の計算デバイスまたは処理デバ
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イスであってよい。プロセッサは、そこに格納されたプログラムコードまたはプログラム
命令の実行を直接的または間接的に促進しうる、信号プロセッサ、デジタルプロセッサ、
埋め込みプロセッサ、マイクロプロセッサまたは任意の変形物であって例えばコプロセッ
サ（演算コプロセッサ、グラフィックコプロセッサ、通信コプロセッサなど）などであっ
てもよいし、前記のものを備えていてもよい。さらにプロセッサは、多数のプログラム、
スレッドおよびコードの実行を可能にすることができる。スレッドは、プロセッサの性能
を増強し、かつアプリケーションの同時処理操作を促進するために同時に実行されてもよ
い。実装のためには、本明細書中に記載された方法、プログラムコード、プログラム命令
などは１つ以上のスレッドに実装されてもよい。スレッドは、他の複数のスレッドを生成
してもよく、該複数のスレッドはそれらに関連して割り当てられた優先順位を有すること
が可能である。プロセッサは、プログラムコード中に提供された命令に基づいた優先順位
または任意の他の順序に基づいてスレッドを実行することができる。プロセッサ、または
プロセッサを利用する任意の機械は、本明細書中および他所に記載されるような方法、コ
ード、命令およびプログラムを格納するメモリを備えることができる。プロセッサは、本
明細書中および他所に記載されるような方法、コード、および命令を格納することができ
る記憶媒体にインターフェースを介してアクセスしてもよい。計算デバイスまたは処理デ
バイスによって実行されうる方法、プログラム、コード、プログラム命令または他の種類
の命令を格納するための、プロセッサに関連した記憶媒体には、限定するものではないが
、１つまたは複数のＣＤ‐ＲＯＭ、ＤＶＤ、メモリ、ハードディスク、フラッシュドライ
ブ、ＲＡＭ、ＲＯＭ、キャッシュなどが挙げられる。この節または以下の節の内容はいず
れも、本明細書でまた全体を通して述べた処理設備の説明を制限するかまたはそれを否定
するように意図されていない。
【０２１１】
　プロセッサは、マルチプロセッサの速度および性能を増強しうる１つ以上のコアを含む
ことができる。実施形態では、プロセスは、デュアルコアプロセッサ、クアッドコアプロ
セッサ、他のチップレベルマルチプロセッサおよび２つ以上の独立したコア（ダイと呼ば
れる）を組み合わせる同様のものであってよい。
【０２１２】
　本明細書中に記載された主題の方法およびシステムは、サーバ、クライアント、ファイ
アウォール、ゲートウェイ、ハブ、ルータ、または他のそのようなコンピュータハードウ
ェアおよび／またはネットワークハードウェアにおいてコンピュータソフトウェアを実行
する機械によって部分的にまたは全体的に展開可能である。ソフトウェアプログラムは、
ファイルサーバ、プリントサーバ、ドメインサーバ、インターネットサーバ、イントラネ
ットサーバ、および他の変形物、例えばセカンダリサーバ、ホストサーバ、分散サーバな
どのようなサーバに関連付けられることが可能である。サーバは、１つ以上のメモリ、プ
ロセッサ、コンピュータ読取り可能媒体、記憶媒体、ポート（物理的ポートおよび仮想ポ
ート）、通信デバイス、ならびに有線または無線媒体を介して他のサーバ、クライアント
、機械およびデバイスにアクセスすることができるインタフェース、などを備えることが
できる。本明細書中および他所に記載されるような方法、プログラムまたはコードは、サ
ーバによって実行されてもよい。さらに、本願において記載されているような方法の実行
に必要な他のデバイスは、サーバに関連付けられたインフラストラクチャの一部と見なさ
れてもよい。
【０２１３】
　サーバは、限定するものではないが、クライアント、他のサーバ、プリンタ、データベ
ースサーバ、プリントサーバ、ファイルサーバ、通信サーバ、分散サーバなどの他のデバ
イスにインタフェースを提供してもよい。さらに、この連結および／または接続は、ネッ
トワークを介したプログラムの遠隔実行を容易にすることができる。これらのデバイスの
一部または全てのネットワーク化により、本発明の範囲から逸脱することなく、１つ以上
の場所でのプログラムまたは方法の並列処理を容易にすることができる。さらに、インタ
フェースを介してサーバに取り付けられたいずれのデバイスも、方法、プログラム、コー
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ドまたは命令のうち少なくともいずれかを格納することができる少なくとも１つの記憶媒
体を備えることができる。中央レポジトリが、異なるデバイス上で実行されるプログラム
命令を提供してもよい。この実装においては、リモートレポジトリは、プログラムコード
、命令、およびプログラムの記憶媒体としての役割を果たすことができる。
【０２１４】
　主題の方法およびシステムがソフトウェアプログラムとして具体化される場合、該ソフ
トウェアプログラムは、ファイルクライアント、プリントクライアント、ドメインクライ
アント、インターネットクライアント、イントラネットクライアント、および他の変形形
態であって例えばセカンドクライアント、ホストクライアント、分散クライアントなどを
挙げることができるクライアントに関連付けることが可能である。クライアントは、１つ
以上のメモリ、プロセッサ、コンピュータ読取り可能媒体、記憶媒体、ポート（物理的ポ
ートおよび仮想ポート）、通信デバイス、ならびに有線または無線媒体を介して他のクラ
イアント、サーバ、機械、およびデバイスにアクセスすることができるインタフェース、
などを備えることができる。本明細書中および他所に記載されるような方法、プログラム
またはコードは、クライアントによって実行されてもよい。さらに、本願に記載されてい
るような方法の実行に必要な他のデバイスは、クライアントに関連付けられたインフラス
トラクチャの一部と見なすことができる。
【０２１５】
　クライアントは、限定するものではないが、サーバ、他のクライアント、プリンタ、デ
ータベースサーバ、プリントサーバ、ファイルサーバ、通信サーバ、分散サーバなどの他
のデバイスにインタフェースを提供してもよい。さらに、この連結および／または接続は
、ネットワークを介したプログラムの遠隔実行を容易にすることができる。これらのデバ
イスの一部または全てのネットワーク化により、本発明の範囲から逸脱することなく、１
つ以上の場所でのプログラムまたは方法の並列処理を容易にすることができる。さらに、
インタフェースを介してクライアントに取り付けられたいずれのデバイスも、方法、プロ
グラム、アプリケーション、コードまたは命令のうち少なくともいずれかを格納すること
ができる少なくとも１つの記憶媒体を備えることができる。中央レポジトリが、異なるデ
バイス上で実行されるプログラム命令を提供してもよい。この実装においては、リモート
レポジトリは、プログラムコード、命令、およびプログラムの記憶媒体としての役割を果
たすことができる。
【０２１６】
　本明細書中に記載された主題の方法およびシステムは、ネットワークインフラストラク
チャによって部分的にまたは全体的に展開されてもよい。ネットワークインフラストラク
チャは、計算デバイス、サーバ、ルータ、ハブ、ファイアウォール、クライアント、パー
ソナルコンピュータ、通信デバイス、ルーティングデバイス、ならびに他の能動型および
受動型のデバイス、モジュールおよび／または当分野で周知の構成要素、のような要素を
含むことができる。ネットワークインフラストラクチャに関連付けられる計算デバイスお
よび／または非計算デバイスには、他の構成要素とは別に、記憶媒体、例えばフラッシュ
メモリ、バッファ、スタック、ＲＡＭ、ＲＯＭなどが含まれうる。本明細書中および他所
に記載された処理、方法、プログラムコード、命令は、ネットワークインフラストラクチ
ャの要素のうちの１つ以上によって実行可能である。
【０２１７】
　本明細書中および他所に記載の主題の方法およびシステムに関係する方法、プログラム
コード、および命令は、多数のセルを有するセルラーネットワーク上に実装されてもよい
。セルラーネットワークは、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワークまたはコード
分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワークのいずれかであってよい。セルラーネットワーク
は、モバイル機器、セルサイト、基地局、リピータ、アンテナ、タワーなどを含むことが
できる。セルネットワークは、ＧＳＭ、ＧＰＲＳ、３Ｇ、ＥＶＤＯ、メッシュ、または他
の種類のネットワークであってよい。
【０２１８】
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　本明細書中および他所に記載された主題の方法およびシステムに関係する方法、プログ
ラムコード、および命令は、モバイル機器に、またはモバイル機器を介して実装されても
よい。モバイル機器には、ナビゲーションデバイス、携帯電話、移動式電話、モバイル型
個人用デジタル情報処理端末、ラップトップ、パームトップ、ネットブック、ポケットベ
ル、電子書籍端末、音楽プレーヤなどが挙げられる。これらのデバイスは、他の構成要素
とは別に、フラッシュメモリ、バッファ、ＲＡＭ、ＲＯＭのような記憶媒体および１つ以
上の計算デバイスを備えていてもよい。モバイル機器に関連付けられた計算デバイスは、
そこに格納されたプログラムコード、方法、および命令を実行することができるようにな
されてもよい。別例として、モバイル機器は他のデバイスと共同で命令を実行するように
構成されてもよい。モバイル機器は、サーバに接続されてプログラムコードを実行するよ
うに構成された基地局と通信してもよい。モバイル機器は、ピアツーピアネットワーク、
メッシュネットワーク、または他の通信ネットワーク上で通信することもできる。プログ
ラムコードは、サーバに関連付けられた記憶媒体に格納され、サーバ内に埋め込まれた計
算デバイスによって実行されてもよい。基地局は計算デバイスおよび記憶媒体を備えてい
てもよい。記憶媒体は、基地局に関連付けられた計算デバイスによって実行されるプログ
ラムコードおよび命令を格納することができる。
【０２１９】
　主題の方法およびシステムに関係するコンピュータソフトウェア、プログラムコード、
および／または命令は、機械読み込み可能な媒体に格納され、かつ／またはアクセスを受
けることが可能であり、該媒体には：ある時間にわたって計算するために使用されるデジ
タルデータを保持するコンピュータ部品、デバイスおよび記録媒体；ランダムアクセスメ
モリ（ＲＡＭ）として知られている半導体記憶装置；典型的にはより恒久的な格納のため
のマス・ストレージ、例えば光ディスク、磁気記憶装置の形態であって例えばハードディ
スク、テープ、ドラム、カードおよび他の型態；プロセッサレジスタ、キャッシュメモリ
、揮発性メモリ、不揮発性メモリ；ＣＤ、ＤＶＤのような光記憶装置；取り外し可能な媒
体、例えばフラッシュメモリ（例えば、ＵＳＢスティックまたはキー）、フロッピーディ
スク、磁気テープ、紙テープ、パンチカード、スタンドアロン型のＲＡＭディスク、Ｚｉ
ｐドライブ、取り外し可能なマス・ストレージ、オフラインなど；他のコンピュータメモ
リ、例えばダイナミックメモリ、スタティックメモリ、読み／書き記憶装置、可変記憶装
置、読み出し専用型、ランダムアクセス型、順次アクセス型、位置アドレス可能なもの、
アドレス可能なファイル、アドレス可能なコンテンツ、ネットワーク接続型記憶装置、記
憶域ネットワーク、バーコード、磁気インクなどが挙げられる。
【０２２０】
　本明細書中に記載された主題の方法およびシステムは、物理的かつ／または無形のアイ
テムをある状態から別の状態へと変容させることができる。本明細書中に記載された方法
およびシステムはさらに、物理的かつ／または無形のアイテムを表すデータをある状態か
ら別の状態へと変容させることもできる。
【０２２１】
　本明細書中に記載かつ描出された要素およびその機能は、モノリシックなソフトウェア
構造として、スタンドアロン型のソフトウェアモジュールとして、または外部のルーティ
ン、コード、サービスなど、もしくはこれらの組み合わせを使用するモジュールとしてプ
ロセッサに格納されたプログラム命令を実行することができる該プロセッサを有するコン
ピュータ実行可能な媒体を介して機械に実装可能であり、そのような実装は全て本開示の
範囲内にある。そのような機械の例には、限定するものではないが、個人用デジタル情報
処理端末、ラップトップ、パーソナルコンピュータ、移動式電話、他の携帯型の計算デバ
イス、医療用具、有線または無線の通信デバイス、トランスデューサ、チップ、計算器、
サテライト、タブレットＰＣ、電子書籍、ガジェット、電子デバイス、人工知能を有する
デバイス、計算デバイス、ネットワーク機器、サーバ、ルータなどが挙げられる。さらに
、フローチャートおよびブロック図に描出された要素または他の論理構成要素が、プログ
ラム命令を実行することができる機械に実装されてもよい。したがって、先の記述は開示
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ウェアの特定の構成は、明示的に示されているかまたは文脈から明らかである場合を除き
、上記の記述から推論されるべきではない。同様に、当然ながら、上記に特定かつ記載さ
れた様々なステップは可変的であり、またステップの順序は本明細書中に開示された技法
の特定の用途に適合させることができる。そのような変更および改変は全て本開示の範囲
内にあることが意図されている。そのため、様々なステップの順序の描写および／または
記載は、特定の用途によって必要とされるか、または明示的に示されるかもしくは文脈か
ら明らかである場合を除き、そのステップについて特定の実行順序を必要とするものと理
解されるべきではない。
【０２２２】
　主題の方法およびシステム、ならびに該方法およびシステムに関連するステップは、具
体的な用途に適した、ハードウェア、ソフトウェアまたはハードウェアとソフトウェアと
の任意の組み合わせにおいて実現されうる。ハードウェアには、汎用コンピュータおよび
／または専用の計算デバイスもしくは特定の計算デバイスもしくは特定の計算デバイスの
特定の態様もしくは構成要素が挙げられる。処理は、１つ以上のマイクロプロセッサ、マ
イクロコントローラ、埋め込み型マイクロコントローラ、プログラマブルデジタル信号プ
ロセッサまたはその他のプログラマブルデバイスにおいて、内部メモリおよび／または外
部メモリと共に実現されうる。処理は、さらに、または代替として、特定用途向け集積回
路、プログラマブルゲートアレイ、プログラマブルアレイロジック、または電子信号を処
理するように設定変更可能な他のデバイスもしくはデバイスの組み合わせとして具体化さ
れてもよい。さらに、当然のことではあるが、１つ以上の処理は、機械可読媒体上で実行
されうるコンピュータ実行可能コードとして実現されうる。
【０２２３】
　コンピュータ実行可能コードは、上記デバイスのうちの１つで動作するように格納、翻
訳または解読されうる、Ｃ言語のような構造化プログラミング言語、Ｃ＋＋言語のような
オブジェクト指向プログラミング言語、または任意の他の高レベルもしくは低レベルのプ
ログラミング言語（アセンブリ言語、ハードウェア記述言語、およびデータベースプログ
ラミングの言語および技法を含む）、ならびに多様な組み合わせのプロセッサ、プロセッ
サアーキテクチャ、もしくは異なるハードウェアおよびソフトウェアの組み合わせ、また
はプログラム命令を実行することができる任意の他の機械、を使用して作出可能である。
【０２２４】
　したがって、１つの態様では、主題のシステムおよび方法ならびにそれらの組み合わせ
に関連して上述された方法は、１つ以上の計算デバイスで実行される場合に、そのステッ
プを実施するコンピュータ実行可能なコードとして具体化されてもよい。別の態様では、
該方法はそのステップを実施するシステムとして具体化され、様々な方法でデバイス全体
に分散されてもよいし、全ての機能が専用のスタンドアロン型デバイスまたは他のハード
ウェアに統合されてもよい。別の態様では、上述の処理に関連したステップを実施するた
めの手段には、上述のハードウェアおよび／またはソフトウェアのうち任意のものが挙げ
られる。そのような置換および組み合わせは全て本開示の範囲内にあることが意図される
。
【０２２５】
　以上、本発明について特定の好適な実施形態と関連付けて記載してきたが、他の実施形
態も当業者によって理解され、本明細書に含まれる。
　本明細書で参照されたすべての文献は、参照により本明細書に援用される。
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